
平成18年度

社会教育主事のための
社会教育計画
「実践・事例編」

国 立 教 育 政 策 研 究 所

社会教育実践研究センター

社
会
教
育
主
事
の
た
め
の
社
会
教
育
計
画
「
実
践
・
事
例
編
」

平
成
18
年
度

国
　
立
　
教
　
育
　
政
　
策
　
研
　
究
　
所

社

会

教

育

実

践

研

究

セ

ン

タ

ー



社会教育主事のための
社会教育計画
「実践・事例編」



目 次

「実践・事例編」

第１章 社会教育計画と学習プログラムの立案

・・・・・・・第１節 社会教育計画及び学習プログラムの立案の手順と具体的視点 ３

・・・・・・・・・・・・・・・・・・第２節 社会教育計画と学習プログラムの様式 ９

第２章 社会教育計画の事例

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第１節 事例１〔Ａ市社会教育計画〕 21

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第２節 事例２〔Ｙ市社会教育計画〕 28

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第３節 事例３〔Ｋ市Ｓ区社会教育計画〕 34

第３章 年間事業計画及び学習プログラムの事例

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第１節 家庭教育計画 43

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第２節 青少年教育計画 50

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第３節 成人教育計画 55

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第４節 女性教育計画 59

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第５節 高齢者教育計画 63

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第６節 生涯スポーツ振興計画 69

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第７節 環境教育計画 75

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第８節 人権教育計画 81

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第９節 国際理解教育計画 86

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第10節 健康教育計画 92

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第11節 情報化に関する教育計画 97

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第12節 高齢社会に関する教育計画 102

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第13節 生涯学習によるまちづくり推進計画 107

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・第14節 学社連携・融合推進計画 114



第１章 社会教育計画と学習プログラムの立案



― 3 ―

第１節 社会教育計画及び学習プログラムの立案の手順と具体的視点

段 階 手順・具体的視点 留意点及び参考事項

○
○
市
の
現
状
と
課
題
の
分
析

１ 市町村の概要
【分析シート１】

モデルとなる市町村の地勢、地域
条件、住民の生活状況、教育・文
化的環境等を把握し、学習者にと
ってより有益な施策・事業を立案
するための客観的条件・情報を得
る。

■幅広い分野からの情報収集に努める。
■表記は箇条書きとし、ポイントを押さえたもの
とする。

【資料・参考文献等】
・自治体史、自治体総覧
・自治体振興計画（生涯学習振興計画、マスター
プラン等）

・中・長期教育計画
・生涯学習推進計画、社会教育計画
・教育要覧、社会教育要覧
・学習意識調査等の調査報告書
・各種の会議、審議会や委員会の答申、建議、調

査報告等
・施設要覧（公民館、図書館、博物館等の要覧、
年報、事業報告書等）

(1)地勢・地域条件(人口・人口構成)
等について箇条書きにする。

(2)住民の生活状況の特徴につい
て箇条書きにする。

(3)教育・文化的環境について、学
校等数・生涯学習関連施設数を
記入する。また、教育・文化的
環境の特徴について箇条書きに
する。

例）地勢/人口の増減/少子化/高齢化/産業構造等

例）就労状況/余暇の過ごし方/昼夜の人口比率/交
通状況等

例）学習関心/学習活動/NPO・ボランティア活動等

２ 社会教育の現状
と課題
【分析シート２】

モデルとなる市町村のこれまでの
取組状況を分析・整理し、今後取
り組むべき諸施策・事業の方向性
を体系的・構造的に押さえる。

区分の設定 区分を設定し、記入する。 ■区分は計画立案に適したものを設定する。
■区分例
「施策の体系による区分」

推進体制(組織)の整備、学習機会の提供、指導
者の養成、学習情報提供と学習相談体制の整備、
社会教育施設の整備と充実、社会参加活動の支
援等

「発達段階別による区分」
乳幼児、青少年、成人、高齢者等

「生活関連領域別による区分」
個人(余暇）生活に関すること、家庭生活に関す
ること、職業生活に関すること、地域・社会生
活に関すること

施策の整理 現行の施策について記入する。 ■社会教育行政として取り組んでいる施策を記入
する。

現行の事業 上記の施策に対応する当該市町村
の現行に事業を記入する。

各事業の実施主体を（ ）内に
記入する。

■次のように整理する。
・社会教育行政：教育委員会及び社会教育行政施

設（公民館、図書館、博物館、体育館等）が実
施している事業

・学校・関連行政・民間・団体等：学校、関連行
政部局（福祉、農林水産、観光、建設、産業、
環境等）の事業や、民間事業者(農協、漁協、カ
ルチャーセンター等）、関連団体等(社会教育関
係団体等）が実施している事業

現状の問題点・
課題

施策に照らし合わせ、現行の事業
において解決すべき問題点や達成
すべき課題を記入する。

■現行の施策・事業の反省・評価という観点から、
学習者の意識や学習活動の状況を分析する。

・各施策に基づいて問題を洗い出す場合、多面的
に考察する。

■事業の重複や不足している点を整理する。
■ブレーンストーミングやＫＪ法などを用いて分
析、整理してもよい。

問題解決・課題
達成のための方
向性

問題点を解決し、課題を達成する
ための方向性を記入する。

■単なる問題点の裏返しではなく、問題を解決す
るために必要な方策について幅広く展望する。

■長期的展望に立って解決する問題点・課題とあ
る年度の計画に基づいて解決する短期的なもの
とに分けて整理する。

■複数の問題点・課題に対応する方策は、番号や
矢印を使って対応がわかるようにする。
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段 階 手順・具体的視点 留意点及び参考事項

中
・
長
期
計
画
の
作
成

Ⅰ 総論の作成
【様式１】

計画策定の基本的な考え方を明ら
かにする。

①市町村の現状を把握し、その現
状に適した計画であること。

②社会教育行政は、生涯学習社会
構築の中核として、首長部局、
民間の諸活動との幅広い連携の
下に、人々の生涯にわたる自主
的な学習活動を支援する。

③自治体の特性と住民の学習状況
や公共施設におけるサービスの
現状把握をもとに、生涯学習推
進計画等との整合性を図る。

■社会教育計画は、社会教育行政の総合計画であ
る。

■社会教育は教育委員会の範疇であるが、社会教
育行政は生涯学習社会構築の中核である。

■地域の実情により計画が異なり、地域の実情に
あった計画であることが求められる。

■策定にかかわる委員会等の組織を編成すること
も一つの方法である。

■学社連携・融合の理念を視野に入れる。

【参考文献】
・自治体史、自治体総覧、教育総覧
・自治体振興計画（生涯学習振興計画、マスター
プラン等）

・各種の会議、審議会や委員会の答申、建議、調
査報告等

・施設要覧（公民館、図書館、博物館等の要覧、
年報、事業報告書等）

計画策定の趣旨 計画策定の経緯や意義を記入す
る。

■総合振興計画（マスタープラン）など、他の計
画との関係、現行の計画の進捗状況も含めて記
述する。

■社会教育を取り巻く現在の状況を記述した上
で、計画策定の意義を記述する。

計画の性格 計画の特徴や他計画との関連を記
入する。

■簡潔に記述する。

計画の期間 計画の期間として始めの年度と終
わりの年度を明記する。

■期間の途中で見直しを行うことも考えられる場
合は、その旨を明記する。

計画の構成 計画策定の視点や範囲、各章の概
要を記入する。

■章立てを明記し、必要に応じて概要を記述する。

Ⅱ 基本方針の作成
【様式２】

現状分析を踏まえ、自治体の社会
教育行政を推進するための指針で
あることを示す。

■生涯学習推進計画を踏まえ、整合性を図り基本
方針を策定する。

基本方針 基本的な考え方を記入する。

計画の目標を記入する。

社会教育推進の基本方針を記入す
る。

■計画が求められる背景や、この計画によって達
成されるべき、住民や地域の理想的な姿に言及
するなど、目指すべき方向性について記述する。

■中期計画であれば、今後５年間の社会教育の進
むべき方向性を端的に表す

■計画の目標を具体的にわかりやすく、具体化、
焦点化して掲げる

上位計画との関
連

上位計画との関連図を記入する。 ■上位計画（市民憲章、総合計画、教育目標など）
や他の計画（学校教育計画など）との関連を関
連図としてまとめる。

施策の方向性と
体系

目標、基本方針、基本方策を記入
する。

施策の方向性を記入する。

具体的な事業を設定し、記入する。

数値目標を設定し、記入する。

■課題となる施策を整理し、基本となる施策の柱
を設定するとともに、事業の方向性や体系を組
み立てる。

■わかりやすい体系図としてまとめる。
■施策の方向性の各項目には①、②のように通し

番号を付ける。（次の年次計画につなげるた
め。）

■各事業の数値目標を設定する。
（次の年次計画の中で設定し転記する。）
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段 階 手順・具体的視点 留意点及び参考事項

Ⅲ 施策の展開
（年次計画）

【様式３】

施策の体系にあげられた施策の方
向性を、施策・事業として具体的
に年次を明らかにして計画を立案
する。
立案にあたっては、発達段階もし
くは教育分野の中から、一つの段
階（領域）を選んで作成する。

■発達段階、教育分野の例
【発達段階】 【教育分野】
・乳幼児 ・家庭教育
・青少年 ・青少年教育
・成人 ・成人教育
・高齢者 ・女性教育

・高齢者教育

中
・
長
期
計
画
の
作
成

施 策 体系図の施策の方向性の番号を記
入する。

■施策の体系図の中での位置づけを確認する。

事業名 予算書に記載する事業名を記入す
る。

担当部局名 連携して事業を実施する部課名を
記入する。

■他部局との連携を模索する。

事業内容 具体的に何をどのように実施する
のかを簡潔に記入する。

評価指標 事業の結果や成果を測るための指
標を記入する。
計画を立案する段階から、評価を
どのように行っていくかを考える
必要がある。
事業の達成状況を的確に測る指標
を設定する。

■事業の結果（アウトプット）だけでなく、成果
（アウトカム）も指標として設定するようにす
る。

例）【アウトプット指標】
参加者数、養成者数、利用率 等

【アウトカム指標】
学習率、満足度、居住意識の変化 等

年次別目標値 設定した評価指標について、各年
度ごとに達成すべき数値目標を設
定し記入する。

■事業で達成すべき目標値を政策面（人的・財的・
物的条件、上位計画との関連等）や地域条件（人
口変動、高齢化の進展等）を考慮に入れながら
設定する。
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段 階 手順・具体的視点 留意点及び参考事項

Ⅳ 年間事業計画
教育目標及び教
育行政目標の設
定

【様式４】

社会教育目標、個別教育目標、社
会教育行政目標、個別教育行政目
標をそれぞれ設定する。

社会教育目標の
設定

具体的な施策や事業を選定する前
に、学習者が達成すべき目標を包
括的に設定する。(全体的・総合的
目標)

△△教育目標の
設定

上記目標を受けて、それぞれ具体
的あるいは個別の目標を設定す
る。

社会教育行政目
標の設定

社会教育目標を受けて、社会教育
行政としての施策・事業の目標を
包括的に設定する。
（全体的・総合的目標）

△△教育行政目
標の設定

上記目標を受けて、それぞれ具体
的あるいは個別の目標を設定す
る。

■教育目標と教育行政目標はそれぞれ対応させ
る。

■教育目標は、学習者にとっての理想、望ましい人
間像あるいは地域像であり、表記としては「～し
よう」「～に努めよう」「～となろう」等となる。

■教育行政目標は、行政担当者が教育目標を達成す
るために具体的に行うべき施策、条件整備であ
り、表記としては「～を整備する」「～を行う」
等となる。

年間事業計画表
の作成

上記教育目標・教育行政目標を受
けて、当該年度の施策・事業の一
覧を作成する。

区分の設定 事業設定の際の区分を設定する。 ■教育委員会、公民館、図書館、博物館、体育館
等における社会教育事業のすべてを視野に入れ
て事業を組む。

■事業区分の例
区分については、分析シートの区分のまま設定し
てもよい。また、新たな区分の設定をしてもよい。

■事業選定の留意点
緊急性/重要性/公共性･公益性/先導性･波及効果
性/地域性/実現可能性

事業名の設定 事業を選定し、事業の名称を決定
する。

■いわゆる施策名的な事業名は避けるとともに、
内容や対象がわかるような事業名とする。

事業の目的の検
討

各事業の目的やねらいを定める。 ■事業の実施主体として「何のために事業を開設
するのか」を簡潔に表記する。ときには、事業
を実施する背景、理由を前提として述べること
も必要である。

事業内容の検討 各事業の内容を定める。 ■それぞれの事業で「何を学習するのか」を具体
的に列挙する。

対象者・定員の
決定

各事業の対象者と定員を設定す
る。

■事業の目的・内容から、「誰を対象とするのか」
もっとも適切な対象・規模を設定する。

実施期間・回数
の決定

各事業の実施期間・実施回数を設
定する。

■事業の目的・内容から、適切な期間・回数を設
定する。
その他、予算や地域特性等も考慮する。

予算の設定 各事業の経費を設定する。 ■千円単位で総額を記入する。

△
△
教
育
年
間
事
業
計
画
の
作
成

備考の検討 備考として、上記以外について必
要と思われる事項や実施にあたっ
ての留意事項を記入する。

例）実施主体、実施場所、連携協力先、評価の方
法等
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段 階 手順・具体的視点 留意点及び参考事項

Ⅴ △△教育学習プ
ログラム（個別
事業計画）

【様式５】

年間事業計画の中から一つの事業
を選択し、その事業について個別
事業計画を作成する。

■原則として、「学級・講座型」の事業を選択する。
■実際に学習プログラムを作成する場合には、住
民参加の観点から、参加者の代表を含むプログ
ラム検討委員会やプログラム作成委員会等を組
織すると有効である。

事業名の表記 事業名を記入する。 ■年間事業計画より転記する。
事業の目的の表
記

事業の目的を記入する。 ■年間事業計画より転記する。

実施主体の表記 事業の実施主体を記入する。 ■主催だけではなく、共催、後援、主管等をも考
慮し、連携・ネットワークによる効果的な事業
の展開を考える。

対象者・定員の
表記

事業の対象者・定員を記入する。 ■年間事業計画より転記する。

学習期間・学習
時間(回数)の設
定

学習期間・学習時間（回数）を「○
月～○月」「１回の学習時間×○
回」の形で記入する。

■学習内容との関連を考慮するとともに、地域特
性あるいは学習者の生活実態を尊重する。

学習場所の設定 学習場所を記入する。 ■学習内容、学習方法等を考慮する。
■原則として主要学習会場を表記し、回によって

会場が変わる場合は「備考」欄にその旨記入す
る。

学習目標の設定 学習目標を記入する。 ■上記「事業の目的」が、事業実施主体としての
目的、ねらい、趣旨であるのに対し、「学習目標」
は、学習者の最終達成目標として学習によって
達成されるべき目標(成果・状態)を示す。

■あくまでも学習者を主体とした表記とし、学習
者にとってわかりやすい表現をする。
例） ×「～を理解させる」

→ ○「～を理解する」
■学習者の要求課題や必要課題を踏まえた目標と
する。

プログラムの展
開の作成

プログラムの展開について、具体
的な内容を作成する。

回(コマ)の設定 学習回数を記入する。 ■「学習テーマ」及び「学習の内容と方法」を配
列した上で、学習の連続性、継続性を考慮し、
もっとも学習の効果を高める回数を設定する。

※事業内容にもよるが、概ね５～10回が望ましい。
学習テーマの設
定

学習テーマ(主題)を記入する。 ■「学習の内容と方法」に合わせ、親しみのもて
るような表現とする。

学習の内容と方
法の設定

学習内容及び学習方法を記入す
る。

■「何について」(学習内容)、「どんな方法で」(学
習方法)学習するのかがわかるような表記とす
る。
例）講義

「──の現状と今後の課題について考える｣
ロールプレイ
場面設定「──川の環境を考える住民の集会」

■学習目標、学習内容に応じて、「参加型学習」の
手法(参考１ p.123参照)を取り入れると有効で
ある。

学習支援者の設
定

学習支援者を記入する。 ■学習者のレベルに対応させるとともに、学習方
法・形態との関連性を考慮する。

■学習成果の活用という観点から、過去の学級・
講座の修了者に依頼したり、地域の人材の発掘
を図ったりすることも必要である。

△
△
教
育
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
個
別
事
業
計
画
）
の
作
成

備考の検討 上記以外について必要と思われる
事項や実施にあたっての留意事項
を記入する。

■プログラムの企画者、運営主体者の立場から表
記する。

例）学習場所(回によって変わる場合)/期日/時間
数/教材・教具/評価の観点 等

ここで「学習支援者」とは、学習の場において、いわゆる“講師”(知識・技術を教える人)、ファ
シリテーター(学びを促進する人)、企画立案者(学習プログラムを企画・立案する人)、学習者(学びの
場に参加する人)等の役割を果たす人を指す。すなわち、従来の｢教える｣─｢教えられる｣(｢指導者｣─
｢学習者｣)という関係ではとらえきれない、様々なスタイルで学習を支援する人たちのことである。

具体的には、社会教育主事、司書、学芸員等の社会教育指導者、教員、団体のスタッフ、企画運営
委員会のメンバー、ボランティアが挙げられる。
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段 階 手順・具体的視点 留意点及び参考事項

Ⅵ 学習展開計画（展

開プログラム）

【様式６】

学習プログラム（個別事業計画）

の中から一つのコマを選択し、そ

のコマについて具体的な学習展開

計画を作成する。

事業名・学習テ

ーマの記入

学習プログラム（個別事業計画）

から転記する。

学習目標の設定 当該時間の学習目標を記入する。 ■学習テーマに沿ったものとし、学習者主体の表

現とする。

■学習プログラムの学習目標との整合性に留意す

る。

準備するものの

検討

学習の展開に必要な物品を挙げ

る。

■物品の数・量についても記入する。

■準備のためのチェックリストとして活用する。

会場図の作成 使用する会場の机・椅子、使用機

器の配置等を作成する。

■グループ・ワークの場合、１グループの人数に

ついても考慮する。

△
△
教
育
学
習
展
開
計
画
（
展
開
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
の
作
成

導入→展開→ま

とめの検討

具体的な学習活動を時系列に沿っ

て配置する。

■「導入」部分では、アイスブレークによって学

習の場の雰囲気を和らげ、参加者相互の出会い

の場とするとともに、学習への意欲を喚起する

ような学習活動を盛り込む。

■「展開」部分では、各学習活動の配列と時間に留

意しながら組み立てる。休憩時間については、全

体の時間を考慮して設定する。

■「まとめ」部分では、アクティビティ全体の学

習をふりかえるとともに、学習成果を共有する

時間とする。

■時間は、０を起点とし、学習活動の内容ごとに

分単位で記入する。
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第２節 社会教育計画と学習プログラムの様式

計画立案の手順と様式との関係

１ 市町村の概要

２ 社会教育の現状と課題

計
画
立
案
の
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ー
ト

中
・
長
期
計
画

Ⅱ 基本方針

Ⅲ 施策の展開（△△教育年次計画）

Ⅴ △△教育学習プログラム（個別事
業計画）

Ⅵ 学習展開計画（展開プログラム）

年
間
事
業
計
画

学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム

学
習
展
開
計
画

Ⅳ 年間事業計画

（平成○○年度△△教育事業計画）

様 式

分
析
シ
ー
ト
１

分
析
シ
ー
ト
２

様
式
１

様
式
２

様
式
３

様
式
４

様
式
５

様
式
６

Ⅰ 総論

・・・・15

・・・・10

・・13,14

・・・・12

・・・・11

・・・・18

・・・・17

・・・・16

ページ
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平成 年度 演習 第 班 グループ

番号 都道県府名 氏 名 番号 都道府県名 氏 名

担当者名

１ ○○市の概要

(1) 地勢・地域条件等

①

②

③ 人口

(2) 地域住民の生活状況の特徴

①

②

③

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

（ ）幼稚園(保育所)

小 学 校

中 学 校

高 等 学 校

大 学 ・ 短 大

専 門 学 校

◇ 教育・文化的環境の特徴

①

②

③

＜分析シート１＞
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２ 社会教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

＜分析シート２＞
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○○市社会教育計画

（タイトル）

Ⅰ 総 論

(1) 計画策定の趣旨

(2) 計画の性格

(3) 計画の期間

(4) 計画の構成

＜様式１＞
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Ⅱ 基本方針

１ 基本方針

(1) 基本的な考え方

(2) 計画の目標

(3) 社会教育推進の基本方針

２ 上位計画との関連

＜様式２＞
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３ 施策の方向性と体系

目標 基本方針 基本方策 施策の方向性
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Ⅲ 施策の展開（△△教育年次計画）

年 次 別 目 標 値
事 業 名 担当部局名 事 業 内 容 評価指標

施

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度策

＜様式３＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成○○年度△△教育事業計画）

(1) 社会教育目標

(2) △△教育目標

(3) 社会教育行政目標

(4) △△教育行政目標

(5) △△教育年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

＜様式４＞
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Ⅴ △△教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名

(2) 事業の目的

(3) 実施主体

(4) 対象者・定員

(5) 学習期間・学習時間（回数） 月 ～ 月 １回の学習時間 時間× 回

(6) 学習場所

(7) 学習目標

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

＜様式５＞
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Ⅵ 学習展開計画（展開プログラム）

(1) 事 業 名 第 回（ 月 日 曜日）

(2) 学習テーマ

(3) 学習目標

(4) 準備するもの (5) 会 場 図

□

□

□

□

(6) 展 開

展開 時間 学 習 活 動 学習支援者 留 意 点 備 考

導

入

展

開

ま

と

め

＜様式６＞



第２章 社会教育計画の事例

（分析シート１，２，様式１～３）
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第１節 Ａ市社会教育計画

＜分析シート１＞
１ Ａ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｆ県の最南部に位置し、豊かな自然と海産物の宝庫である有明海に面している。明治以降、石炭と石油化学関

連コンビナートの興隆とともに中部有明地方における主都市として発展し、わが国産業・経済の発展に大きく貢

献してきた。しかし、昭和30年代以降、石炭から石油へのエネルギー革命をはじめとした産業構造の激しい変化

や平成９年のＭ炭鉱の閉山等により、地域社会経済は厳しい状況下にある。

② 産業構造は、第１次産業1,807人（3.0％ 、第２次産業18,080人（29.9％ 、第３次産業40,522人（67.1％）） ）

である。

、 、 、 。③ Ａ市の人口は 昭和62年をピークに それ以後年々減少傾向にあり 平成17年３月現在で140,628人となった

その要因として、厳しい経済状況の中、就業の場が減少し、若年層の人口流出が急速に進んでいることが挙げら

れる。平成22年のＡ市人口が125,000人となることが予想されるなど、今後、さらに少子高齢化が進むと考えら

れる。

人口140,628人（平成17年３月現在） 高齢化率24.5％（平成17年10月現在）

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① 自治会活動が盛んである。

② レジャーを中心とした個人・家族単位での活動は市外へ出向くことが多い。

③ 公共交通機関は鉄道と路線バスがあるが十分ではなく、自家用車を利用しないと移動は困難である。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数 種 別 数

17（10） 中央公民館 １ 武道館 １幼稚園(保育所)

小 学 校 13 地区公民館 ８ 市民会館 １

中 学 校 ７ 図 書 館（中央） １ 市民ホール １

高 等 学 校 ３ 図 書 館（地区） ４ 青少年会館 １

大 学 ・ 短 大 １ 博 物 館 １ 女性プラザ（併） １

専 門 学 校 １ 体 育 館 １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 公民館等で行われる社会教育事業に積極的に参加する住民が多い。

② 学校教育における受験競争はあまり激しくなく、クラブ活動や社会教育施設の主催事業に参加する青少年

も多い。

③ 学習した成果を生かし、ボランティア活動などに取り組む市民が増えた。

市立全小学校の施設を開放するなど、地域の学習拠点として学校施設の開放が進んでいる。

郷土博物館が建設され、市民向け学習講座なども開講されている。
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２ 社会教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

住民のニーズを行政 ・社会教育委員の会 ・社会教育全体に対 ・審議機能の強化

施策に反映させる 議 する意見が出てこ ・計画性を持った会議の開
推

・公民館運営審議会 ない。 催
進

・図書館協議会 ・定例的な開催で報 ・社会教育の課題に関する
体

告中心に進められ 諮問を行うとともに、専
制

ている。 門委員会等を設けて審議

を行う。

現代的課題を中心に ・市民講座 ・企業内研修 ・参加者の固定化 ・住民に密着した講座の開

学 市民一人ひとりが自 ・高齢者学級 （企業） 催

習 ら学んで学習できる ・家庭教育学級 ・趣味教養講座 ・学習の成果を生か ・人材バンク等のシステム

機 場の提供に努める （民間事業者） す場が十分でな を整備し、市民講師の活

会 ・各種講演会 い。 躍の場を広げる。

の （健康増進課、環 ・学習の成果が地域 ・地域の課題に即した講座

提 境政策課、生活環 活動につながって を行うとともに、地域活

供 境課） いない。 動につなげる支援を行

う。

指 住民の学習活動や社 ・ジュニアリーダー ・指導者が固定され ・新たな人材を発掘・養成

導 会参加活動を支援し の養成 ていて広がりがな する。

者 活性化するために、 ・青少年育成指導者 い。

の 指導者の発掘・養成 の養成 ・指導者に必要な研 ・定期的に指導者講習を実

養 を行う ・体育指導員の養成 修の機会が少な 施し、資質の向上を図る

成 い。 ・活躍の場を提供する。

学 市民の学習活動の充 ・生涯学習情報誌の ・インターネットに ・タイムリーな情報 ・学習活動に関する情報収

習 実のために、円滑な 発行（年２回全世 よる講座情報提供 提供が十分にでき 集体制を再構築する。

情 学習情報の提供と、 帯配布） （民間事業者） ていない。

報 相談体制の充実強化 ・公民館情報誌の発 ・インターネットに ・ＩＴを活用したタイムリ

提 を図る 行（年４回全世帯 よる情報提供が行 ーな学習情報提供を行

供 配布） われていない。 う。

・ ・公民館職員による ・学習機会に関する ・公民館に学習相談窓口を

学 学習相談 相談が少ない。 開設し、地域住民に周知

習 する。

相

談

社 住民が主体的に地域 ・社会教育施設（公 ・老朽箇所の整備が ・現存施設の有効活用に努

会 活動や学習活動を展 民館、図書館、博 十分に進んでいな 力する。

教 開できるよう、社会 物館の整備と活用 い。

育 教育施設の整備・充 の推進

施 実を図る ・施設情報の提供 ・インターネットに ・住民の自主的な活動の場

設 （市広報により年 よる利用予約を行 となるよう、積極的に施

の 12回全世帯配布） っているが、十分 設利用に関する広報を行

整 に活用されていな う。

備 い。

と ・施設間の連携がと ・施設間の事業のネットワ

充 れていない。 ーク化を図る。

実

＜分析シート２＞
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現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

社 住民の主体的な社会 ・学校・生涯学習支 ・登録人数に比べ ・活動の活性化を図るボラ

会 参加活動を支援する 援ボランティアの て、活動できる人 ンティアコーディネータ

参 設置 数が少ない。 ーを配置する。

加 ・住民のニーズに合 ・ボランティアに関する学

活 うボランティア登 習の機会を提供する。

動 録が少ない。

の ・地域を場とした活 ・公民館を核として、地域

支 動が少なくなって 活動の活性化を図る。

援 いる。
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○○市社会教育計画

Ａ市社会教育中期計画（平成14年度～平成18年度）

－自立・共生・創造するまちづくり Ａ市－

Ⅰ 総 論

(1) 計画策定の趣旨

Ａ市の社会教育は、これまでの「第４期Ａ市総合計画」の「未来を開く心豊かな教育と文化のまちＡ市づくり

をめざして」という目標を踏まえ 「第２期社会教育振興中期計画」の具現化を図りながら、市民のニーズと社、

会の趨勢を見据え、施策を推進してきた。しかし、近年、国際化、情報化、少子高齢化、余暇時間の増大など、

私たちを取り巻く状況の変化は著しく、価値観の多様化、生活意識の変化等がめまぐるしく進化・細分化してき

ている。

こうした状況の中で、これらの変化に対応するためには、より一層、生涯学習を振興していくことが求められ

るとともに、魅力と活力のある地域づくりを進めるためには、市民の学習活動の活発化が重要であり社会教育の

果たす役割は大きい。こうしたことから21世紀を展望した、今後の社会教育行政の在り方を考え、社会教育の現

状を踏まえるとともに、Ａ市の特色を生かしながら、進めるべき施策の体系化を図り、社会教育事業推進の指針

となる社会教育計画を策定するものである。

(2) 計画の性格

この計画はＡ市総合計画に基づき、他の計画と整合性を図りながら、Ａ市民憲章並びにＡ市教育基本目標の理

念を具現化し、生涯学習推進の観点に立った社会教育の推進に係る計画である。

(3) 計画の期間

この計画の期間は、Ａ市第４期総合計画と整合性を図り、平成18年度から平成22年度までの５年間とする。

(4) 計画の構成

この計画は、次の４章で構成する。

第１章 第３期社会教育中期振興計画の基本的な考え方

第２章 市民憲章と社会教育目標と施策体系

第３章 生涯各期における社会教育施策

第４章 第３期社会教育中期振興計画の事業項目・指数

参考 市民の社会教育意識調査結果

社会教育施設及び利用状況・社会教育関係団体の状況

＜様式１＞
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Ⅱ 基本方針

１ 基本方針

(1) 基本的な考え方

Ａ市民は急激な社会環境の変化の中で、心の豊かさや生きがい、あるいは自らの生活や職業上の能力向上を願

い、幅広い分野の学習を求めている。また、自分たちのライフスタイルに合った学習活動や、地域での学習交流

など、様々な形の学習を求めている。このように、社会情勢の変化に対応して市民の学習に対する要望はますま

、 、 。 、す多様化し 学習の必要性を強く認識しており 生涯学習社会の確立が急務になっている こうした状況の中で

本市は、市民の生涯学習を支援するため、社会教育を重点的に推進することを目指す。

(2) 計画の目標

基本的な考え方を土台として、計画を実施する目標を次のように定める。

「自立・共生・創造するまちづくり Ａ市」

この目標を実現するためには、以下のような基本的視点にしたがって、社会教育を進めていくこととする。

(3) 社会教育推進の基本方針

上記の計画の目標を達成するため、社会教育行政が推進すべき基本方針は以下のとおりである。

ア 共に学びあう学習環境づくり

イ 自ら学ぶ学習活動の基盤づくり

ウ 対話と参加を重視した学習システムづくり

２ 上位計画との関連

Ａ 市 民 憲 章

Ａ 市 総 合 計 画

Ａ 市 教 育 目 標

学 校 教 育 目 標 社 会 教 育 目 標

・協力してお互いの個性を伸ばす ・生涯にわたり、共に学び合い、心豊かな市民になろう

・様々な体験をとおして生きる力を身に ・住民一人一人が自ら地域社会の構成員としての自覚を持ち、

つける 豊かな地域づくりをめざそう

・強い意志とたくましい身体をもつ

社 会 教 育 中 期 計 画

各

学 計画の目標： 自立・共生・創造するまちづくり Ａ市」「

校 ○各領域における社会教育

の ・家庭教育 ・少年教育 ・青年教育

教 ・成人教育（成人教育、女性教育、高齢者教育）

育 ○芸術文化活動

計 ○図書館活動

画 ○博物館活動

○スポーツ活動

単年度計画・反省・評価

＜様式２＞
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３ 施策の方向性と体系

目標 基本方針 基本方策 施策の方向性

①指導者養成講座の実施
指導者を養成し活躍
の機会を作る ① 地域活動指導者養成事業

数値目標＜平成20年度まで＞
指導者の養成延べ人数180人

②人材バンクの整備

②－１ 人材バンク整備事業
数値目標＜平成22年度まで＞
人材バンクへの登録者 300人

②－２ 地域人材活用教養講座
数値目標＜平成20年度まで＞

自 講座等で活躍する地域の大人100人
立
・ 共に学びあう学習 ③家庭教育学級主催団体のネ

家庭教育を推進する
共 環境づくり ットワークづくり
生
・ ③ 家庭教育リーダー研修
創 数値目標＜平成22年度まで＞
造 リーダー研修への延べ参加者数100人
す
る 学習機会・提供サー ④地域の課題に対応した各種
ま ビスを充実させる 講座等の実施
ち
づ ④ 地域課題対応実践講座
く 数値目標＜平成22年度まで＞
り 地域課題を取り上げた講座への

延べ参加者数 3,000人

Ａ ⑤社会教育委員の会議、公民
推進体制を整備する

市 館運営審議会の機能強化

地域活動の基盤づ ⑤－１ 地域状況調査
くり 数値目標＜平成18年度実施＞

⑤－２ 社会教育委員・公民館運営審議会
の公募
数値目標＜平成20年度まで＞
各定員の30％

住民の主体的な活動 ⑥学習グループの組織化、自
を支援する 主活動への支援

⑥ 地域活動活性化事業
数値目標＜平成20年度まで＞
地域活動に関わる大人の人数 700人

社会教育施設の整 社会教育基盤を整備
⑦社会教育施設の効果的運用

備充実 する

⑦ 施設利用推進事業
数値目標＜平成20年度まで＞
公民館の年間利用者数 60,000人
図書館の年間利用者数 160,000人
体育館の年間利用者数 100,000人
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Ⅲ 施策の展開（成人教育年次計画）

年 次 別 目 標 値
事 業 名 担当部局名 事 業 内 容 評価指標

施

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度策

地域活動指導者 社会教育課 地域活動を指導する大 ・指導者の養成延 60 120 180

養成事業 人を養成する。 べ人数

①

・養成者のうち地 30 60 90 100

域活動を指導し

ている人数

人材バンク整備 社会教育課 講師として活躍できる ・人材バンク登録 100 150 200 250 300

事業 大人を人材バンクへ登録 者数

する。

・登録者のうち講 30 45 80 125 180

② 師として活躍し

ている人数

地域人材活用教 社会教育課 地域の大人が講師とし ・講座等で活躍す 20 60 100

養講座 て活動する機会をつく る地域の大人の

る。 人数

家庭教育学級事 社会教育課 子どもを持つ親に対し ・家庭教育学級受 80 85 90 95 100

業 て、家庭教育に関する学 講率％

習の機会を提供する。

家庭教育リーダ 社会教育課 団体やグループで家庭 ・リーダー研修へ 20 40 60 80 100

③ ー研修 教育を指導するリーダー の参加者数

を養成する。

・リーダーが実施 800 2,000 3,600 5,600 8,000

する家庭教育に

関する取組への

参加者数

地域課題対応実 社会教育課 地域課題に関する講座 ・地域課題に関す 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

践講座 住民課 を実施し、地域住民の学 る講座数への参

習機会の提供を図る。 加者数

④

・地域の課題に関 25 60

心のある大人の

割合％

地域活動活性化 社会教育課 地域活動の機会をつく ・地域活動の取組 20 40 70 110 160

事業 り、大人の自主的な活動 数

⑥ への参加を促進する。

・地域活動に関わ 160 360 700 1,210 2,000

る大人の人数

＜様式３＞
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第２節 Ｙ市社会教育計画

＜分析シート１＞

１ Ｙ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ａ県南部Ｙ盆地に位置し、自然豊かなまちである。稲作中心の農業が主幹産業で、果樹・野菜作りもさかんで

ある。近年は高速交通体系の充実により、Ｙインターチェンジ周辺の開発が進み、交通の拠点となっている。

② 産業構造は、第１次産業11.0％、第２次産業30.9％、第３次産業58.1％である。

③ Ｙ市の人口は109,004人である（平成17年10月１日現在）。平成17年10月１日の合併により、県下第２位の人

口を有する市となった。今後、少子高齢化が進み、人口は減少する傾向にある。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① 古くから米作りが盛んな地域ではあるが、最近は兼業農家や離農する住民が増えてきている。

② 買い物等は旧Ｙ地区に出向くことが多く、レジャーは市外に行くことが多い。

③ 公共交通機関は、鉄道と路線バスがあるが十分ではなく、自家用車を利用しないと移動は困難である。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数 種 別 数

４（37） 地区生涯学習センター ８ 卓球場 １幼稚園(保育所)

小 学 校 27 地区公民館 31 総合運動公園 ５

中 学 校 14 図書館 ８ スキー場 ２

高 等 学 校 ５ 資料館・（美術館） 11(1) プール ２

大 学 ・ 短 大 ０ 体育館 ８ 児童館 ３

専 門 学 校 ０ 武道館 １ 女性センター １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 公民館等の社会教育施設が多く、サークルによる創作活動及び発表、芸術・文化の鑑賞、文化財の保存な

ど、地域に根ざした多様な活動が年々活発になっている。

② スポーツ少年団活動や学校の部活動に取り組む青少年が多い。

③ 公民館事業をきっかけとして、住民による地域活動や自主サークル活動が増えてきている。

④ 自然を活かした施設や、屋外の体育関連施設が充実しており、体験活動を行うための基盤が整備されてい

る。
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２ 社会教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

生涯学習推進体制の ・社会教育委員の会 ・市政策調整課との

充実に努める 議 連携

・社会教育指導員の ・青少年育成市民会 ・生涯学習推進に関 ・計画性を持った交流会・

会議 議 女性青少年課 係する人の交流・ 研修会を開催する（ ）

研修の場がない

・社会教育奨励員会 ・NPOセンターとの ・定期的に住民の意 ・地区生涯学習センターに

議 連携 見・ニーズを拾い 窓口を設置する

・公民館連合会 上げていない

生涯学習関連施設の ・生涯学習関連施設 ・施設が老朽化し、 ・現存施設の有効活用に努

有効活用と整備・充 の整備と活用 整備が進んでいな める

実を図る ・地区生涯学習セン い

ターの設置 ・施設間の連携がと ・施設間のネットワーク化

れていない を図る

・インターネットに ・システムの構築を進める

よる利用予約や申

請用紙等の統一が

できていない

学 学習資源を再編成し ・生涯学習ボランテ ・社会福祉協議会の ・ボランティアバン ・コーディネーターを配置

習 既存の組織や新たな ィアバンクの整備 ボランティア団体 クの人材を有効に する

資 人材の有効活用を図 ・地域資源（文化・ との連携 活用できていない

源 る 伝統・自然等）の ・市民活動団体（NP ・地域資源の整備が ・学習資源を活用しやすい

の 整備 Oなど）との連携 進んでいない ように、バランス良く再

整 ・観光協会との連携 編成する

備

円滑な学習情報の提 ・情報センターの設 ・インターネットに ・学習機会に関する ・地区生涯学習センターに

供と、相談体制の充 置 よる学習情報提供 相談が少ない 学習相談窓口を、開設す

実強化を図る ・広報誌の発行とホ （Ａ県立生涯学習 る

ームページの開設 センター） ・タイムリーな情報 ・情報収集・発信の一元化

提供が十分にでき を図る

ていない

・ＰＲが浸透してい ・効果的なＰＲ方法を構築

ない する

今日的課題や地域の ・市役所出前講座 ・趣味教養講座（民 ・参加者の固定化・ ・各年齢層のニーズに応じ

特徴を活かしたプロ ・公民館主催講座 間事業者） 高齢化 た講座を開設する

グラムを提供すると ・青少年育成講座 ・企業内研修 企業 ・住民のニーズに合 ・各地域の特徴を活かした（ ）

ともに個人学習の推 ・地域子ども教室 ・各種講演会 各課 ったプログラムが 魅力的なプログラムを再（ ）

進を支援する ・総合型地域スポー 提供できていない 検討する

ツクラブ

学習者の学習成果を ・地区公民館フェス ・市文化祭 ・学習者の活動を評 ・学習成果を賞賛するよう

活かす場づくりに努 ティバル ・市美術展 価する機会がない な手だてを工夫する

め、主体的な社会参 ・学習成果を活かす ・学校支援ボランティアや

画活動を支援する 機会が十分でない 観光ボランティアガイド

などの活動機会を広げる

・学習成果を活かす ・ボランティアセンターの

ためのシステム作 設置とコーディネーター

りができていない の配置

社
会
教
育
推
進
体
制
の
整
備

社
会
教
育
関
連
施
設
の
整
備

学
習
情
報
・
相
談
の
充
実

学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

学
習
成
果
の
評
価
と
活
用

＜分析シート２＞
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Ｙ市社会教育計画

Ｙ市社会教育中期計画（平成１９年度～平成２３年度）

－ 学びあい 高めあう いきいき Ｙ市 －

Ⅰ 総 論

(1) 計画策定の趣旨

Ｙ市の社会教育は、これまでの「第４期Ｙ市総合計画」の「未来を開く心豊かな教育と文化のまちＹ市づくり

をめざして」という目標を踏まえ 「Ｙ市社会教育中期計画 － 学びあい 高めあう いきいき Ｙ市 － 」の、

具現化を図りながら、市民のニーズと社会の趨勢を見据え、施策を推進してきた。しかし、近年、国際化、情報

化、少子高齢化、余暇時間の増大など、私たちを取り巻く状況の変化は著しく、価値観の多様化、生活意識の変

化等がめまぐるしく進化・細分化してきている。

こうした状況の中で、これらの変化に対応するためには、より一層、生涯学習を振興していくことが求められ

るとともに、魅力と活力のある地域づくりを進めるためには、市民の学習活動の活発化が重要であり社会教育の

果たす役割は大きい。こうしたことから21世紀を展望した、今後の社会教育行政の在り方を考え、生涯学習の現

状を踏まえるとともに、Ｙ市の特色を生かしながら、進めるべき施策の体系化を図り、社会教育事業推進の指針

となる社会教育計画を策定するものである。

(2) 計画の性格

この計画はＹ市総合計画に基づき、他の計画と整合性を図りながら、Ｙ市民憲章並びにＹ市教育基本目標の理

念を具現化し、生涯学習推進の観点に立った社会教育の推進に係る計画である。

(3) 計画の期間

この計画の期間は、Ｙ市第４期総合計画と整合性を図り、平成19年度から平成23年度までの５年間とする。

(4) 計画の構成

この計画は、次の４章で構成する。

第１章 Ｙ市社会教育中期計画の基本的な考え方

第２章 市民憲章と社会教育目標と施策体系

第３章 生涯各期における社会教育施策

第４章 Ｙ市社会教育中期計画の事業項目・指数

参考 市民の生涯学習意識調査結果

生涯学習施設及び利用状況・生涯学習関係団体の状況

＜様式１＞
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Ⅱ 基本方針

１ 基本方針

(1) 基本的な考え方

Ｙ市民は急激な社会環境の変化の中で、心の豊かさや生きがい、あるいは自らの生活や職業上の能力向上を願

い、幅広い分野の学習を求めている。また、自分たちのライフスタイルに合った学習活動や、地域での学習交流

など、様々な形の学習を求めている。このように、社会情勢の変化に対応して市民の学習に対する要望はますま

、 、 。 、す多様化し 学習の必要性を強く認識しており 生涯学習社会の確立が急務になっている こうした状況の中で

本市は、市民の社会教育を重点的に推進し、市民が社会参画することを目指す。

(2) 計画の目標

基本的な考え方を土台として、計画を実施する目標を次のように定める。

「 学びあい 高めあう いきいき Ｙ市 」

この目標を実現するためには、以下のような基本的視点にしたがって、社会教育を進めていくこととする。

(3) 生涯学習推進の基本方針

上記の計画の目標を達成するため、社会教育行政が推進すべき基本方針は以下のとおりである。

ア 共に学びあう学習環境づくり

イ 地域活動の基盤づくり

ウ 社会教育施設の整備・充実

２ 上位計画との関連

Ｙ 市 民 憲 章

Ｙ 市 総 合 計 画

Ｙ 市 教 育 目 標

学 校 教 育 目 標 社 会 教 育 目 標

・協力してお互いの個性を伸ばす ・生涯にわたり、共に学び合い、心豊かな市民になろう

、・様々な体験をとおして生きる力を身につ ・住民一人ひとりが自ら地域社会の構成員としての自覚を持ち

ける 豊かな地域づくりをめざそう

・強い意志とたくましい身体をもつ

社 会 教 育 中 期 計 画

各

学 計画の目標： 学びあい 高めあう いきいき Ｙ市 」「

校 ○各領域における社会教育

の ・家庭教育・少年教育・青年教育

教 ・成人教育（成人教育、女性教育、高齢者教育）

育 ○芸術文化活動

計 ○図書館活動

画 ○資料館活動

○スポーツ活動

単 年 度 計 画・反 省・評 価

＜様式２＞
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３ 施策の方向性と体系

目標 基本方針 基本方策 施策の方向性

①生涯学習ボランティアバンクの整備

学習資源を再編成し既存 ① 生涯学習ボランティアバンク整備事業
の組織や新たな人材の有 数値目標＜平成23年度まで＞
効活用を図る 登録者数1,000人

②地域資源の整備

② 地域資源データベース化事業
数値目標＜平成23年度まで＞
登録件数3,000件

③情報センターの設置
学
び 共に学び合う学習 円滑な学習情報の提供と ③ 情報センター設置事業、
あ 環境づくり 相談体制の充実強化を図 数値目標＜平成23年度まで＞
い る 年間の相談件数800件

高 ④広報誌の発行とＨＰの開設
め
あ ④－１ 広報誌発行事業
う 数値目標＜平成23年度まで＞

広報誌の認知度50％
い ④－２ ＨＰ運用事業
き 数値目標＜平成23年度まで＞
い 今日的課題や地域の特徴 ＨＰの年間アクセス数５万件
き を活かしたプログラムを

提供するとともに個人学 ⑤今日的課題や地域の課題に対応した各
Ｙ 習の推進を支援する 種講座等の実施
市

⑤ 今日的・地域的課題対応講座
数値目標＜平成23年度まで＞
講座への参加者数2,000人

⑥地区生涯学習センターの整備・充実

生涯学習推進体制の充実 ⑥ 地区生涯学習センター活性化事業
に努める 数値目標＜平成23年度まで＞

センターの年間利用者数5,000人

⑦生涯学習関係団体の連携強化
地域活動の基盤づ
くり ⑦ 生涯学習関係団体ネットワーク化事業

数値目標＜平成23年度まで＞
担当者研修会等参加率80％

学習者の学習成果を活か ⑧自主活動支援システムの構築
す場づくりに努め、主体
的な社会参画活動を支援 ⑧ 生涯学習手帳配布事業
する 数値目標＜平成23年度まで＞

配布数10,000冊

社会教育施設の整 社会教育施設の有効活用 ⑨社会教育施設の効果的運用
備・充実 と整備・充実を図る

⑨ 社会教育施設利用推進事業
数値目標＜平成23年度まで＞
公民館の年間利用者数10万人
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Ⅲ 施策の展開（成人教育年次計画）

年 次 別 目 標 値

事 業 名 担当部局名 事 業 内 容 評価指標
施

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度策

生涯学習ボラン 生涯学習課 学習支援者として活動 ・ボランティアバ 300 500 700 900 1,000

ティア整備事業 できる人材をボランティ ンク登録者数

アバンクに登録する。

① ・登録者の中でボ 30 40 50 55 60

ランティア活動

した人の割合％

地域資源データ 生涯学習課 人的・物的な地域資源 ・地域資源の登録 2,000 2,400 2,600 2,800 3,000

② ーベース化事業 をデータベース化する。 件数

情報センター設 生涯学習課 地域住民の学習相談と ・地域住民の学習 200 400 600 700 800
③

置事業 情報を受発信する。 相談件数

今日的・地域的 生涯学習課 今日的・地域的課題に ・今日的・地域的 1,000 1,250 1,500 1,750 2,000

課題対応講座 関する講座を実施し、地 課題に関する講

域住民の学習機会の提供 座への参加者数

⑤ を図る。

・今日的・地域的 25 60

課題に関心のあ

る大人の割合％

地区生涯学習セ 生涯学習課 センターの窓口機能を ・センターの年間 2,000 2,750 3,500 4,250 5,000

⑥ ンター活性化事 充実させ活性化を図る。 利用者数

業

生涯学習関係団 生涯学習課 生涯学習に関係する団 ・担当者研修会等 60 65 70 75 80

体ネットワーク 体の交流・研修の機会を 参加率％
⑦

化事業 設け、相互の連携を強化

する。

生涯学習手帳配 生涯学習課 生涯学習手帳を配布す ・生涯学習手帳の 5,000 7,000 8,000 9,000 10,000

⑧ 布事業 ることにより、自主的な 配布数

活動を支援するととも

に、学習者の社会参画を ・生涯学習手帳取 5 10

促進する。 得者の社会参画

率％

＜様式３＞
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第３節 Ｋ市Ｓ区社会教育計画

＜分析シート１＞
１ Ｋ市Ｓ区の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｓ区はＫ市域の南部に位置し、Ａ川とＵ川に挟まれた平野で、面積は10.09平方キロメートルである。

Ｙ線とＮ線が近接する所では、ハイテク企業や高層住宅が集中しているが、旧来の商店街や住居も混在してい

る。

② 昭和初期は大手企業の工場が集中し、労働者の町というイメージが強かったが、近年はシンフォニーホールを

中心に音楽のまちをアピールしている。また、Ａ川や動物公園もあるＫの森など緑あふれたエリアもあり、都市

の利便性と豊かな自然を兼ね備えた空間を創造している。

③ Ｓ区の人口は、144,955人（男74,687人 女70,268人）で、世帯数は、63,640世帯である。うち、外国人登録

者数は2,133（1.5％）となっている。人口割合は、０～14歳は、12.4％、15～64歳は、70.3％、65歳以上は17.3

％であり、今後退職する年齢を迎える人口が多くなっている。人口密度は市の中で最も高い。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① Ｓ区住民は、隣接する東京都に通勤・通学している者が多い。また、Ｋ駅西口地区ではアメニティ豊かな住居

系市街地の改善やＴ工場跡地に大規模な再開発が進められている。

② 複数の企業があり、産業は盛んである。Ｋ新産業創造センターやＫ大研究施設など、起業や研究開発の気運も

高まっている。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

11（14） 市民館（分館） １(1)幼稚園(保育所)

小 学 校 14 図書館（分館） １(1)

中 学 校 ５ こども文化センター ６

高 等 学 校 ２ 老人いこいの家 ６

大 学 ・ 短 大 １ 武道館 １

大学研究施設 １ スポーツセンター １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 生涯学習社会の広がりの中で、自らの経験や知識を地域社会に生かしたいと思う人が増えている。Ｓ区も

例外ではなく、市民館等では多くのボランティア団体が市民自主企画事業などに企画段階から参画し、主体

的に事業に関わっている。

② 子ども文化センターにおいては、青少年対象の事業を実施しており、多くの子どもたちが利用している。

③ 数多くのボランティア団体があるものの、人権関係などの特定ボランティアに偏る傾向があり、活動の分

野は決して広くない。
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２ 社会教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

家庭や地域社会での ・Ｓ日本語学級 ・Ｓリバーウオッチ ・学習者のニーズと ・ニーズを具体化するしく

役割を理解し、健康 （市民館） ング事業 学習支援者の意図 みを構築する。

学 で豊かな生活を営む ・家庭教育学級 （地域振興課） に差がある。

ための学習を提供す （市民館） ・音楽のまち推進事 ・広報が十分に行き ・時代に適した広報のあり

び る。 ・生涯学習交流集会 業 地域振興課 届いていない。 方を研究する。（ ）

（市民館） ・本来想定している

あ 相互学習を基に地域 ・Ｓ区文化協会 対象者の参加が難

社会に貢献する姿勢 （市民館） しい。

い を養う。 ・Ｓ歴史の会 ・学習者も学習支 ・男性のニーズを的確に

援者も男性の参 把握する。

加が少ない。

自らの健康に関心を ・心と体の健康教室 ・生活習慣病予防教 ・健康についての学 ・各種学級・講座の中で健

持ち、健やかな生活 （市民館） 室 習機会が少ない。 康について学ぶ時間を設

健 をするための知識を ・血圧の講座 けていく。

身につけさせる。 ・健康講座 年数回 ※健康・福祉関係（ ）

健康福祉センター の事業は首長部局（ ）

運動・栄養・休養の で実施することと

基本的な生活を再認 されている。

康 識し、軽運動を通じ

て明るく健康な区民

の育成を行う。

学習活動の過程にお ・Ｓ日本語学級 ・社会福祉協議会が ・シニア世代の活力 ・個人と個人の人間関係を

いて、学習者・学習 （市民館）※再掲 主体となって、数 を地域で活かすた 密にする事業を展開す

交 支援者相互の交流を 々の事業を展開し めの基本的な人間 る。

図り、まちづくりと ている。 関係を構築するた

豊かな人間関係づく めの事業がない。

りに寄与する。 ・異世代間の交流を ・他機関との連携も視野に

流 促す事業がない。 入れた事業を展開する。

現代社会における課 ・平和人権学習 ・セミナーへの参加 ・講座の充実を図るととも

題に関する学習機会 （市民館） 者が少ない。 に、必要性をＰＲする。

を提供することによ ・男女共生セミナー

り、共に生きる地域

社会の形成に必要な

社 力を培う。

会 系統的かつ専門的な ・日本語ボランティ ・まちづくり推進事 ・社会参加を促すた ・ニーズの的確な把握に努

学習内容を提供し、 ア研修（市民館） 業（地域振興課） めの学習機会は数 める。

参 地域活動の中心的役 ・保育ボランティア ・Ｓテクノ塾事業 多くあるが、学習

割を果たす人材を育 研修（市民館） （地域振興課） テーマに偏りがあ ・前期高齢者が持つ職業能

加 成する。 ・ボランティア研修 ・花と緑のＳ事業 る。 力を活かせる事業を展開

（市民館） （地域振興課・建 していく。

設センター）

・子育て支援ネット

ワーク推進事業

(地域保険福祉課)

＜分析シート２＞
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Ｋ市Ｓ区社会教育計画

Ｋ市Ｓ区社会教育中期計画（平成１８年度～平成２２年度）

－職住調和の未来空間を創造するまちづくり Ｓ区－

Ⅰ 総 論

(1) 計画策定の趣旨

Ｓ区の社会教育は、これまでの「第４期Ｓ区総合計画」の「活力とうるおいのある市民都市をめざして」とい

、「 」 、 、う目標を踏まえ 第２期社会教育振興中期計画 の具現化を図りながら 市民のニーズと社会の趨勢を見据え

施策を推進してきた。しかし、近年、国際化、情報化、少子高齢化、余暇時間の増大など、私たちを取り巻く状

況の変化は著しく、価値観の多様化、生活意識の変化等がめまぐるしく進化・細分化してきている。

こうした状況の中で、これらの変化に対応するためには、より一層、生涯学習を振興していくことが求められ

るとともに、魅力と活力のある地域づくりを進めるためには、市民の学習活動の活発化が重要であり社会教育の

果たす役割は大きい。こうしたことから21世紀を展望した、今後の社会教育行政の在り方を考え、社会教育の現

状を踏まえるとともに、Ｓ区の特色を生かしながら、進めるべき施策の体系化を図り、社会教育事業推進の指針

となる社会教育計画を策定するものである。

(2) 計画の性格

この計画はＳ区総合計画に基づき、他の計画と整合性を図りながら、Ｓ区民憲章並びにＳ区教育基本目標の理

念を具現化し、生涯学習推進の観点に立った社会教育の推進に係る計画である。

(3) 計画の期間

この計画の期間は、Ｓ区第４期総合計画と整合性を図り、平成18年度から平成22年度までの５年間とする。

(4) 計画の構成

この計画は、次の４章で構成する。

第１章 第３期社会教育中期振興計画の基本的な考え方

第２章 区民憲章と社会教育目標と施策体系

第３章 生涯各期における社会教育施策

第４章 第３期社会教育中期振興計画の事業項目・指数

参考 区民の社会教育意識調査結果

社会教育施設及び利用状況・社会教育関係団体の状況

＜様式１＞
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Ⅱ 基本方針

１ 基本方針

(1) 基本的な考え方

Ｓ区民は急激な社会環境の変化の中で、心の豊かさや生きがい、あるいは自らの生活や職業上の能力向上を願

い、幅広い分野の学習を求めている。また、自分たちのライフスタイルに合った学習活動や、地域での学習交流

など、様々な形の学習を求めている。このように、社会情勢の変化に対応して区民の学習に対する要望はますま

、 、 。 、す多様化し 学習の必要性を強く認識しており 生涯学習社会の確立が急務になっている こうした状況の中で

本区は、区民の生涯学習を支援するため、社会教育を重点的に推進することを目指す。

(2) 計画の目標

基本的な考え方を土台として、計画を実施する目標を次のように定める。

「職住調和の未来空間を創造するまちづくり Ｓ区」

この目標を実現するためには、以下のような基本的視点にしたがって、社会教育を進めていくこととする。

(3) 社会教育推進の基本方針

上記の計画の目標を達成するため、社会教育行政が推進すべき基本方針は以下のとおりである。

ア 共に学びあう学習環境づくり

イ 自ら学ぶ学習活動の基盤づくり

ウ 対話と参加を重視した学習システムづくり

２ 上位計画との関連

Ｓ区民憲章

Ｓ区総合計画

Ｓ区教育基本目標

・多様化する価値観の中で子どもと大人が共に生き、一人一

人がいきいきと輝く学習社会を創造する。

・地域の学習のネットワークを支援し、地域教育力の向上へ

つなげる。

社 会 教 育 中 期 計 画

各

学 計画の目標： 職住調和の未来空間を創造するまちづくり Ｓ区」「

校 ○各領域における社会教育

の ・区民の主体的な企画、運営による教育

教 （家庭教育・少年教育・青年教育・成人教育）

育 ・男女共生教育、平和人権教育、識字教育

計 ○芸術文化活動

画 ○図書館活動

○スポーツ活動

単年度計画・反省・評価

＜様式２＞
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３ 施策の方向性と体系

目標 基本方針 基本方策 施策の方向性

①生涯学習ボランティアの養成

生涯学習ボランティア養成事業

指導者を養成し活躍 数値目標〈平成22年度まで〉

の機会を作る 支援者への養成延べ人数400人

②社会教育指導者の養成

社会教育指導者養成事業

数値目標〈平成22年度まで〉

社会教育指導者数100人

③社会教育活動組織・市民活動への支援と連携

社会教育活動組織活性化事業

職 数値目標（平成22度まで）

住 新たに発足した活動グループ数50グループ

調 協働による学習環境 主体的な学びを推進

和 づくり する ④学級・講座等の拡充

の 学級・講座の開催

未 数値目標〈平成22年度まで〉

来 学級・講座への参加者数3,000人

スポーツ・レクリエーション・文化芸術活動の推進空 ⑤

スポーツ・レクリエーション・文化芸術活動推進事業間

を 数値目標〈平成22年度まで〉

創 参加者数12,000人

造 ⑥地域教育活動参加システムの充実

す 関係機関・団体との 地域教育活動活性化事業

る 連携・協働を図る 数値目標（平成22年度まで）

ま 連携して地域教育活動を行う団体数20団体

ち ⑦関係機関と連携した学習機会の整備

づ 地域協働学習システム事業

く 数値目標（平成22年度まで）

り 連携して講座を実施する団体数30団体

地域活動団体の活性 ⑧全区的参加システムの充実

Ｓ 化を促す 地域活動団体の委員公募の拡大

区 地域活動と社会参加 数値目標〈平成22年度まで〉

社会教育委員等の定員にしめる公募委員の割合の基盤づくり

50％

社会参加への啓発を ⑨社会参加への意識の向上

促す 前期高齢者の起業家推進事業

数値目標〈平成22年度まで〉

啓発セミナーへの参加者数 380人

⑩学習相談・学習情報の収集提供機能の拡充

社会教育施設の地域情報センター化

学習相談 数値目標〈平成22年度まで〉

4,000人

学習情報の収集提供を総合的に行う地域情報

社会教育推進のため 社会教育基盤を整備 センターの早期設置

の条件整備 する ⑪調査・研究機能の充実

社会教育推進のための調査・研究会議の開催

⑫学習資料・機材・教材等の整備

（ ）図書館資料の整備 区図書計画に別途定める

⑬生涯学習推進拠点の整備・充実

Ｓ区市民館の再整備（機能充実、増床）
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Ⅲ 施策の展開（前期高齢者教育年次計画）

年 次 別 目 標 値
事 業 名 担当部局名 事 業 内 容 評価指標

施

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度策

生涯学習ボラン 市民館 区民の生涯学習を支援す ・支援者の養成延 80 160 240 320 400

ティア養成事業 るボランティアを養成す べ人数

る

① ・養成者のうち実 25 50 75 100

際に支援活動を

している人数

社会教育指導者 教育委員会 社会教育事業の充実を図 ・社会教育指導者 20 40 60 80 100

② 養成事業 事務局 る指導者を養成する 延べ人数

学級・講座等の 市民館 主体的な学びの場を提供 ・学級、講座への 600 1,200 1,800 2,400 3,000

開催 する 参加者数

④

・自主企画者数 70 150 240 340

スポーツ・レク 教育委員会 スポーツ、レクリエーシ 2,000 3,500 6,500 9,500 12,000・スポーツ、レクリ

、 、リエーション・ 事務局 ョン、文化、芸術活動へ エーション 文化

芸術活動への参加⑤ 文化芸術活動推 市民館 の参加を促進する

者数進事業

地域活動団体の 教育委員会 公募委員の拡大 ・社会教育委員等 30 35 40 45 50

委員公募の拡大 事務局 の定員にしめる

市民館 公募委員の割合

⑧ ％

・諮問答申数の増 30 35 40 45 50

加率％

前期高齢者の起 市民館 前期高齢者の起業に関す ・啓発セミナーへ 30 80 180 280 380

業家推進事業 Ｋ新産業創 る啓発事業 の参加者数

造センター

⑨ Ｋ大研究施

設 ・ベンチャー企業 1 2 3 4 5

増加率％

＜様式３＞



第３章 年間事業計画及び学習プログラムの事例

（分析シート１，２，様式４～６）

※ 様式６は 「第１節 家庭教育計画 「第７節 環境教育計画」にのみ掲載している。、 」
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第１節 家庭教育計画
＜分析シート１＞

ＫＦ市家庭教育計画

１ ＫＦ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① 本市はＳ県の南西部に位置し北部はＫ市、西部はＯ町、東部・南部はＦ市に隣接している。市の東南端をＳ川

が流れ、土地の総面積は6.81㎢、海抜18.7ｍの平坦な土地が広がっている。

② 東京都心から30㎞に位置し、産業別就業人口割合は第１次産業が0.9％、第２次産業が30.6％、第３次産業が

67.7％でほとんどが第２・３次産業就業者である。近年では、第２次産業から第３次産業へと就業構造が移行し

ている。

③ 人口は平成17年３月現在54,545人となっている。昭和30年中頃から人口が急激に増加したが、平成４年を境に

近年では核家族化、少子高齢化のため減少傾向にある。平成17年の１世帯あたりの人口は2.3人である。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① ほとんどの就労者が第２・３次産業に従事しているため昼間は流出人口は多い。

② Ｓ川の河川敷にわずかな自然が残っているのみで、余暇を過ごすための施設・設備が十分とはいえない。

③ 低年齢児対応の施設は少なく、対象児の多くは母親や祖父母が家庭で養育するか無認可の施設に頼らざるを得

ない状況である。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

６（６） 図 書 館 １幼稚園(保育所)

小 学 校 ６ 公 民 館 ２

中 学 校 ３ 体 育 館 ２

高 等 学 校 １ 公 園（運動公園） １（１）

大 学 ・ 短 大 ０ 歴史資料館 １

専 門 学 校 ０ 児 童 館（児童センター） ６（１）

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 家庭と地域・学校などが協力し、長期的かつ総合的に子育て環境づくりに取り組むために、ＫＦ市児童育

成計画（エンゼルプラン）を策定している。また、家庭教育支援としてセミナーや講演を実施したが父親の

参加はほとんど見られなかった。

② 放課後の児童センターは開設しているが、施設の受け入れが希望者数の実態に追いついていない。

③ エンゼルプランの一環として、平成15年に開設された子育て支援センターは利用の仕方などで住民のニー

ズに応えきれていない。
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２ 家庭教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

○子どもの権利の尊 ○パンフレットの配 ○いじめ・虐待など ○いじめや虐待の早期発見
重 布 の問題がある。 ・早期対策および予防啓

ポスターの掲示 発活動の推進を行う。
、 、 、 、（社会教育課） ○保健 福祉 医療 教育

警察など地域関係機関と
のネットワークの充実を
図る。

○家庭児童相談室や子育て
支援センターの機能の充
実に努める。

○家族ぐるみの子育 ○市民フェスティバ ○父親の家事・育児 ○父親の参画を啓発する父
ての推進 ル（体育課） への参加が少な 親学級を開設する。

い。
○父親の役割が弱く ○土・日曜日に親子教室を

家族の絆が薄くな 開催する。
っている。 ○「家族ぐるみ」の子育て

推進を行う。

○多様な保育サービ ○延長保育の推進 ○保育サービスを受 ○保育環境の調査のための
保 スの充実 ○一時的保育の推進 けられる対象者が アンケートを実施する。
育 （児童福祉課） 限られている。 ○継続した子育てサークル
サ ○保育サービス（場 の育成

所・人材など）のー
ビ 充実が十分ではな
ス い。
の ○子育てと仕事が両 ○雇用機会の拡大と ○社会的に男女共同 ○男女共同参画社会の理解
充 立できる雇用環境 職業能力開発の促 参画社会への認識 を企業や地域に働きかけ
実 づくり 進 が不足している。 る。

（産業課）

○子育て相談・情報 ○親子歯ッピー教室 ○ひとり親家庭に対 ○ひとり親家庭の親子が参
機能の強化 ○育児学級 する支援が十分で 加できる事業の企画を行

○家庭教育手帳 はない。 う。
（保健センター） ○民生委員と児童委員によ

○児童相談・教育相 ○障害のある子ども る生活調査を生かした個
談（児童福祉課） がいる家庭への支 別支援を進めていく。

援が十分ではな ○相談体制の充実や学習機
家 い。 会の提供を行うためのシ

ステムの充実を行う。
庭

○地域が育む子ども ○はとぽっぽ教室 ○子ども会活動 ○世代間交流事業が ○三世代交流や親子キャン
へ と子育ての支援 ○子育てサロン （産業課） あまり行われてい プ等の事業を実施する。

○日本語教室 ○子育てひろば ない。
の （公民館） （児童センター） ○「地域ぐるみ」の ○「地域の声かけ運動」を

○子ども映画会 ○子育て支援センタ 家庭教育が必要で 行う。
支 ○ブックスタート ーの集い ある。

（図書館） ○仲間作りキャンプ
援 ○コスモスくらぶ ○ファミリーサポー

○地域の人と子ども ト（児童福祉課）
の囲碁教室 ○軽スポーツフェス

○おりがみくらぶ ティバル
○子ネットまつり ○いろんなあそびア

（公民館） リーナ
○新春ロードレース ○地域交流ひろば

大会（体育課） （保育所）

＜分析シート２＞
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現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

○ふれあいのある身 ○花かおるまち育て ○親子が外で安心し ○社会教育施設の柔軟な開
近な自然環境の整 事業 て安全に遊べる場 放や、学校開放を積極的
備 （商工会議所） 所が少ない。 に推進する。

（ ） ○道幅や歩道などの ○地域の中の公園を整備ライオンズクラブ
○Ｓ川の土手をコス 道路状況が整って し、活用しやすくする。

○子育てに優しい生 モスでいっぱいに いない。 （遊具の充実と定期的な
活環境の整備 しよう（環境課） 安全点検）

○ベビーカーや車椅子のた
めの環境の整備（バリア
フリー化）

○家庭、地域、学校 ○放課後留守家庭児 ○施設の老朽化に伴 ○児童館の機能の充実を図
の連携を図った教 童対策事業 い事業の効率的な る。
育の推進 （児童福祉課） 運営がなされてい

ない。

○すこやか子育て講 ○学校との連携が十 ○家庭、地域、学校の連携
座 分ではない。 を啓発する講演会を開催
（社会教育課） ○家庭や地域の教育 する。

力が低下してい
る。 ○児童センターの機能の充

教 実を図る。
○障害のある児童の

放課後の支援が十
分になされていな

育 い。

○おはなし会 ○個々のニーズに事 ○地域ボランティアの発掘
（図書館） 業内容が対応され とそのコーディネートを

の ていない。 行う。
○デイケアセンターとの連

携を取り入れた新しい事
業を実施する。

推 ○中高生へ対応した ○中高生がボランティアと
事業が行われてい して社会教育事業に参加
ない。 できる場を提供する。

○地域の人と中高生がスポ
進 ーツなどを通して、共通

体験をする場を提供す
る。

○社会連帯感の育成 ○ふくっ子くらぶ ○ビオトープを活用 ○異年齢集団の中で ○自然体験活動や異年齢交
○わんぱく教室 した自然体験 の遊びや自然体験 流を図るキャンプ等を実

（公民館） 活動が不足してい 施する。
る。

○読み聞かせ教室
（ ）ボランティア団体

環

境

の

整

備
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度家庭教育事業計画）

(1) 社会教育目標 ○いつでも、どこでも、だれでも学べるまちをつくろう。

(2) 家庭教育目標 ○心豊かでたくましい子どもを育て、ともに成長する親になろう。
○まちぐるみで家庭教育への支援につとめよう。

(3) 社会教育行政目標 ○市民、企業、関係団体の連携を深め、市民誰もが参加しやすい学習や文
化活動の機会の拡充を図る。

○社会教育団体の活動支援やグループ・サークル活動への事業助成及び指
導・助言を行い、自主的な学習・文化活動などを奨励・援助する。

○市民のさまざまなニーズに対応するため、社会教育施設の整備と機能の
充実を図る。

(4) 家庭教育行政目標 ○子育てに関する学習機会の充実を図り、家庭教育の支援に努める。
○親の学習機会の拡充と子育てネットワークづくりの推進を図る。
○地域ぐるみで子育て相談・支援体制を整備する。

(5) 家庭教育年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

「おとうさん」 ・子ども理解や家庭 講義・体験談視聴 小学生以下の 年８回 70 講師：CAP
を楽しもう 教育の重要性につ 妊婦体験 子どもを持つ コーディネ

いて学習する。 親子で体験活動（農 父親30名とそ ーター
・家族ぐるみで子育 業・ニュースポーツ の子ども 平日夜間実

てを推進すること 体験）調理実習 施（体験活
の重要性を再確認 CAP 動実施日は
する。 陶芸教室 土 ・ 日 曜

・親子のふれあいを ラッピング教室 日）
深める。 グループディスカッシ

・父親同士の交流を ョン
学 図る。 新年会

級 すくすくひろば ・継続した子育てサ ワークショップ サークル及び 随時 50 講師：支援
ークルの育成を図 話し合い 一般 センター職

・ る。 保育環境のアンケー 20名 員・コーデ
ト ィネーター

講 協力：子育
てサポータ

座 ー

わくわく未来の ・未来の親となる若 講義 中学生以上 年２回 0 講師：保健
パパママ講座 者の自立支援を図 若者育児体験 20名 センター職

（ ）る。 妊婦体験 員 助産婦
協力：保育
園

なかよしタイム ・障害児と健常児の 共通体験 小学生 毎月１回 60 協力：地域
交流を図る。 スポーツ交流 30名 第２水曜日 ボランティ

ア・学生ボ
ランティア

男女共同参画 ・企業や地域と連携 講演・シンポジウム 一般 年１回 150 講師：学識「 」
講演会 し、男女共同参画 200名 経験者

社会の推進を図 協力：企業
る。 ・地域

行 子育て講演会 ・学校、家庭、地域 講演 幼、保、小の 年１回 10 講師：学識
の教育機能を見直 地域での声かけ運動 教職員・保護 経験者
し、連携を図る。 の啓発 者・地域の人

200名

シングル家庭交 ・自然体験活動を通 キャンプ・自然体験 親子 年１回 150 コーディネ
事 流会 してひとり親家族 活動・交流会 20組 ーター：学

の親睦を深める。 識経験者
協力：大学
生ボランテ
ィア・NPO
団体

＜様式４＞
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対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

三世代交流会 ・スポーツ活動や料 グランドゴルフ 一般 年１回 30 協力：学校
理作りを通して、 （雨天時体育館にて 50名 関係者・体
三世代や親子の交 ヘルスバレー） 育指導員
流を図る。 豚汁、おにぎり作り ※中学校区

行 ３カ所に
分けて同
時開催

和菓子食べ食べ ・和菓子作りの共同 和菓子作り 一般 年１回 20 協力：地域
事 井戸端会議 作業を通して、世 テーマに即した話し 30名 ボランティ

代を越えた交流を 合い ア
図り、子育てをテ
ーマに話し合いを
深める。

子ネット通信 ・相談体制の情報提 情報誌で相談体制の 子育てサーク 年１回 30 協力：子育
供を行う。 情報提供や子どもや ル てネットワ

・学習交流会の情報 親子の遊び体験・学 公民館・図書 ーク連絡会
提供を行う。 び体験などの情報を 館・保健セン

情 ・地域ぐるみの子育 掲載 ター・保育園
ての推進を行う。 ・児童センタ

報 ー利用者に配
布

提
子育てかわら版 ・家庭教育に関する 家庭教育に関する情 全戸配布 年６回 100 協力：子育

供 情報提供を行う。 報提供や子育てアド てネットワ
バイスなどを掲載 ーク連絡会

・いじめや虐待の早
期発見・早期対策
活動の推進を行
う。

あなたも私もサ ・子育てサポーター 講義・実習 子育て経験者 年５回 25 講師：学識
ポーター の養成・活用を図 子育てに関する相談 20名 随時 経験者・保

人 り、子育て環境の 健センター
材 整備を図る。 職員・ベテ
育 ラン子育て
成 サポーター
・
活 児童センター支 ・地域の教育力を生 講義・実習 希望者 年３回 60 講師：学識
用 援ボランティア かした子どもの居 経験者

養成セミナー 場所づくりの充実
を図る。

ふれあいトゥギ ・総合的な学習の時 体験活動 小学生（高学 年２回 45 協力：高齢
ャザー 間において世代間 年） 福祉課・小

交流を行い、高齢 学校
連 者の様子を知り、
絡 心豊かな児童の育
・ 成を図る。
調
整 子ネット ・子育て支援ネット セミナーの開催 行政・地域な 随時 200 協力：子育

ワークや地域のネ 行事の開催 どの関係者 てサークル
ットワークづくり 広報誌の作成
を推進する。
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Ⅴ 家庭教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 ＫＦ市家庭教育学級 「おとうさん」を楽しもう

(2) 事業の目的 ① 子ども理解や家庭教育の重要性について学習する。
② 家族ぐるみで子育てを推進することの重要性を再確認する。
③ 親子のふれあいを深める。
④ 父親同士の交流を図る。

(3) 実施主体 社会教育課

(4) 対象者・定員 小学生以下の子どもを持つ父親30名とその子ども

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～１月 １回の学習時間 原則として２時間×８回

(6) 学習場所 ＫＦ公民館他

(7) 学習目標 ① 父親同士の交流を図り、父親の役割や家庭の大切さについて理解する。
② 学習を通して子育てへの参加の自覚を高める。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１ 「パパの輪を広げよう」 ○開講式 社会教育主事 対象：父親
○オリエンテーション 地域在住の育児 会場：ＫＦ公民館

５月 ○アイスブレーキング 経験のある父親
○ワークショップ： 私の少年時代」「

２ 「いい汗かこう！親子で体 ○農業体験活動：親子で農業体験（さ 社会教育主事 対象：父親と子
験」 つまいもの苗植え） 地域の農家ボラ 会場：畑・運動公園

６月 ①いもほり編 ○ニュースポーツ体験：親子でグラウ ンティア 時間：午前中４時間くらい
②グラウンドゴルフ編 ンドゴルフ 体育指導員

子育て支援サポ
ーター

３ 「うきうき子育て体験」 ○実習：妊婦体験 社会教育主事 対象：父親
○講義：子育て体験談を聞く。 保健センター職 会場：ＫＦ公民館

７月 ・母親の体験談 員
・父親の体験談 子育てサークル

○グループディスカッション の方
地域在住の父親

４ 「わくわくいもほり体験」 ○農業体験活動：さつまいもの収穫祭 社会教育主事 対象：父親と子
○調理実習：さつまいも料理に挑戦 地域の農家ボラ 会場：畑

10月 ンティア
公民館職員
子育て支援サポ
ーター

５ 「ＣＡＰ」ってなーに？ ○ワークショップ：暴力防止プログラ 社会教育主事 対象：父親
ムについて学ぶ。 CAPなのはな（NP 会場：ＫＦ公民館

11月 ○講演：いじめや虐待の現状を知る。 O） 評価：アンケート
児童相談所職員

６ ○実習：陶芸教室 社会教育主事 対象：父親
12月 陶芸サークル 会場：ＫＦ公民館
前半 「家族への手作りプレゼン ※２時間扱い

ト」
７ ○実習：ラッピング教室 社会教育主事 対象：父親

12月 ○プレゼントカードを書こう ラッピング業者 会場：ＫＦ公民館
後半 ※１時間扱い

８ 『 おとうさん」を楽しも ○ワークショップ： おとうさん」を 社会教育主事 対象：父親「 「
う』これからもよろしく・ 楽しもうを終えて・・・・ 会場：ＫＦ公民館

１月 ・・ ○閉講式 （新年会会場は別）
評価：総合アンケート

○新年会 自己負担 2000円

※ 父親のみのプログラムは、参加しやすいように夜間に行う。
※ 父親と子ども対象のプログラムは、土曜日の午前中に行う。

＜様式５＞
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Ⅵ 学習展開計画（展開プログラム）

(1) 事 業 名 「おとうさん」を楽しもう 第３回（７月６日水曜日）

(2) 学習テーマ 「うきうき子育て体験」

(3) 学習目標 ① 母親・父親の子育て体験を聞き子育てへの参加の自覚を深める。

② グループディスカッションを通して父親同士の交流を深める。

(4) 準備するもの (5) 会 場 図

□妊婦体験用グッズ 演 台 （はじめは講義型）

□ホワイトボード

□マ イ ク

□演 台

(6) 展 開

展開 時間 学 習 活 動 学習支援者 留 意 点 備 考

（10） １ 講義 社会教育主事 ・話す内容を事前に保健セン 集会室

導 ① 保健センター職員の話 ター職員と打ち合わせてお

・活動のねらいと体験の方法説 保健センター職 く。

明 員

（30） ・希望がでない場合は指名す

入 ② 妊婦体験 る。

・体験の感想を話す。

社会教育主事

１ 講義

（40） 私の子育て体験 母親編・父 保健センター職

親編 員

展 ・質疑応答を含む

（20） ２ 話し合い 体験談を話す母 ・グループディスカッション 机の会場配置を変更

グループディスカッション 親・父親 には保健センター職員と体 する

験談を話してくれた母親、

（10） ３ 発表 父親にもはいってもらう。

開 各グループごとに発表する。 ・グループディスカッション

の最中に社会教育主事は発

表の内容や活動の様子か １グループ４～６人

ら、このプログラムが適切 にする。

であったかどうかを評価す

る。

１ ふりかえり 保健センター職 ・センターの職員はグループ

ま （10） 員 発表の内容から感想を交え

父親としてできること ながら育児参加への意欲を

と 社会教育主事 高めたり、問題提示をした

２ 次回の内容について りする。

め

３ アンケート

＜様式６＞
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第２節 青少年教育計画
＜分析シート１＞

Ｏ市青少年教育計画

１ Ｏ市の概要

 (1) 地勢・地域条件等

① Ｏ市はＫ県西部に位置し、気候は温暖で風光明媚な自然環境を有している。南西部は大部分が山地で、東部は

丘陵地帯になっている。中央部をＳ川が南北に貫流し、南はＳ湾に面している。

② 市域の面積は114.06平方キロメートルで、東京から約80kmの距離にあり、市内に18の駅を要するなど交通の要

衝として大きな役割を持っている。

③ 人口 198,873人 世帯数 74,870世帯（平成17年５月１日現在）

０～14歳：27,339人（13.7％） 15～64歳：132,779人（66.8％）

65歳以上：38,639人（19.4％） 平均年齢43.2歳（平成17年１月１日現在）

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① 平成17年国勢調査第２次基本集計による産業別人口構成比は、第１次産業に従事する者は3.2％、第２次産業従

事者は30.9％、第３次産業従事者は65.5％である。

② 10年間の人口推移は、ほぼ横ばいであり、昼夜間人口比率は98.3％である。

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育園) 16(32) 公 民 館 ９ 体 育 館 ３

小 学 校 25 図 書 館 ２ テニスコート ５

中 学 校 13 博 物 館 １ 球場（野球・サッカー） ２

高 等 学 校 ６ 街かど博物館 16 陸上競技場 １

大 学 ・ 短 大 ２ 天 守 閣 １ スポーツ広場（多目的） ３

専 門 学 校 ０ 歴史見聞館 １ サイクリングコース（広場） １

郷土文化館 １ 市営プール ２

記 念 館 ２ スポーツ会館（柔剣道場） １

文学館・童謡館 １ 弓 道 場 １

市民会館 １ ゲートボール １

タウンセンター １ キャンプ場 ２

植物公園 ２ 学校体育館 38

公 園 ４ 学校グラウンド 38

学校プール 36

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 「○○○○ルネッサンス・再生と創造」をまちづくりの新たなキーワードとして豊かな自然や長い歴史に

培われた伝統・文化といった恵まれた資源に新しい価値を融合させ、「活力にあふれ、人にやさしく、まちな

みが美しいまち」づくりを目指している。

② 健やかに伸びる力を育てる教育環境をつくり、生きる喜びを実感する生涯学習・生涯スポーツを推進して

いる。（きらめき☆Ｏ塾・キャンパスシティ構想・城下町ツーデーマーチ等）

③ 市民活動の場や情報の提供、人材の育成など市民活動を総合的に推進するための取り組みをしている。
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２ 青少年教育の現状と課題

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

野
外
・
自
然
体
験
活
動

・青少年の体験活動

の機会を充実させ

る。

・日常経験しない洋

上での生活を通し

て、連帯性、自立

心、責任感を育み、

心豊かで逞しい青

少年を育成する。

・少年少女オーシャ

ンクルーズ

・単に体験すること

にとどまり学びへ

の発展性が乏し

い。

・自然条件を生かし

た事業が企画され

ていない。

・キャンプ場施設を

利用した事業が少

ない

・事業のねらいを明確にし

ながら発達段階に応じた

学習プログラムを開発す

る。

・事前研修に自然体験学習

を組み込む。

・環境を活かした野外体験

活動事業を増やす。

文

化

活

動

・科学、趣味、生活

技術などの講座を

通して青少年の豊

かな情操を育む。

・郷土の偉人の教え

や業績を学ぶこと

により、日々の生

活に生かしていく

ことを目的に生涯

学習を展開する。

・スタディーズプラ

ザ

・ふれあい教育事業

・児童文化行事

・子ども人形劇団ニ

コニコ

・市民文化祭

・全国児童フェステ

ィバル白秋in○○

・市民大学報徳塾

・ときめき国際学校

（市民部）

・事業名がわかりに

くい。

・参加者が固定化

し、講座内容がマ

ンネリ化してい

る。

・わかりやすい事業名を考

え、魅力的なプログラム

を開発する。

・ホームページ等を生かし

た広報活動を充実させ

る。

ス

ポ

ー

ツ

・

レ

ク

リ

エ

ー

シ

ョ

ン

活

動

・スポーツを愛好す

る多くの市民に日

頃錬成した成果を

発揮する機会を提

供し、心身の健全

育成と競技力の向

上を図るととも

に、各地区民の相

互の親睦と明るい

市民生活の向上に

寄与する。

・住民や全国のウォ

ーカーが魅力あふ

れる「○○○」を

歩き、自然に親し

み、歩く喜び、ふ

れあいと感動を味

わうとともに交流

と友情を深めるこ

とを目的とする。

・城下町ツーデーマ

ーチ

・ニュースポーツ普

及推進講座

・市民総合体育大会

・市民駅伝競走大会

（体育協会）

・市民（青年層）の

参加が少なくメン

バーが固定化して

いる。

・学社連携により参加率の

増加を目指す。

・市民への意識調査を行い

時代のニーズに合ったイ

ベントの開催について検

討する。

地

域

活

動

・地域住民との連携

を図りながら、青

少年の健全育成を

推進する。

・自然の中での共同

生活を通して、仲

間の輪を広げ、

協調性を養い地域

の少年リーダーを

育成する。

・善行青少年表彰事

業

・地域青少年リーダ

ー養成講座

（きらめきロビンフ

ット）

・ジュニアリーダー

スクラブ

・シニアリーダース

クラブ

・土曜ふれあい事業

（学校・ＰＴＡ連協）

・世代間交流の側面

が少ない。

・地域のまとまりよ

りもスポレク団体

に重点が置かれ、

子供会が衰退化し

ている。

・知識、理解が中心

で実践に結びつか

ず、リーダーとし

ての活動の場が少

ない。

・子どもの居場所作りを推

進し、放課後児童クラブ

の設置数を増やす。

・地域の課題を主体的に考

え、地域に積極的に関わ

るリーダーを育成する。

・地域の課題解決に向けて

世代を超えた意見交換が

行われるようにする。
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度青少年教育事業計画）

(1) 社会教育目標 自然や地域との関わりの中で、活力にあふれ人に優しいまちづくりを進め

よう。

(2) 青少年教育目標 交流活動を活発に行い、健やかでたくましく成長をしよう。

(3) 社会教育行政目標 ① 多様な学習ニーズと地域の課題に対応した学習活動の機会を提供す

る。

② 様々な学習を通して、住民がお互いを認め合い安心して生活できるよ

うに支援する。

③ 豊かな心を育む自然体験活動を提供する。

(4) 青少年教育行政目標 ① 家庭・学校・地域の連携を強化し、地域ぐるみで青少年の育成に努め

る。

② 自然体験型の学習活動を進める。

③ 地域活動への参加を促進し、郷土意識・社会奉仕の意識を高める。

④ 指導者の育成と活用を促進する。

(5) 青少年教育年間事業計画表

区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・
定員

実施期間・
回数

予算
(千円)

備 考

10daysアドベ
ンチャーキャ
ンプ

【新規】

・長期間の自然体験
活動を通して、自
立心や自己肯定
感、思いやりの心
を育む。

・沢遊びや登山、野
外炊飯などの自然
体験活動を行うこ
とで、豊かな心を
育む。

中学生
（30名）

９泊10日
（メインキャ
ンプ）
１泊２日
（プレキャン
プ）

200 長期間にわ
たるキャン
プの不安を
取り除くた
め、プレキ
ャンプを実
施する。

親子ふれあい
隊

【新規】

・親子のふれあいや
家族間交流を通し
て感謝や思いやり
の心を育むととも
にコミュニケーシ
ョン能力を育む。

・親子クッキングや
昆虫採集等を行
い、心の交流を育
む機会を提供す
る。

小学生とその
保護者
（20家族）

１泊２日
年６回
（５・７・８・
９・10・１月）

120 地域素材を
活かした食
べ 物 を 作
る。
季節に応じ
たプログラ
ムを展開す
る。

野

外

・

自

然

体

験

活

動
オーシャンク
ルーズ～ビー
アンビシャス

・洋上での生活を通
して協調性や責任
感を育み、心豊か
でたくましい青少
年を育成する。

・船内探険ラリーや
船上運動会を行
い、協調していく
心を育てる。

小学５、６年
生
（500名）

２泊３日
(メイン研修)
１泊２日
（事前研修）
１日
（事後研修）

800 高校生や大
学生のリー
ダー育成も
合わせて図
る。

Kidsアカデミ
ー

【新規】

・日頃なかなか体験
できないことを経
験する機会を通し
て子ども同士の交
流や親子のふれあ
いを図り、未来を
担う子ども達の情
操を豊かにする。

・伝統芸能体験、実
習、実験、観察な
どを通して自主
性・創造性を育み
ながら、幅広い視
野と知識、技能を
身につける機会を
提供する。

小中学生
１講座20名程
度

各講座１回
通年土日曜日
夏・冬休み

300 現行事業の
「児童文化
行事」「ス
タディーズ
プ ラ ザ 」
「ふれあい
教育事業」
を一つにま
とめる。

文

化

活

動

Kids&Teensサ
ークル
人形劇団ニコ
ニコ

・人形作成から公演
まで子ども達自ら
が参画することに
より力を合わせて
１つのことをやり
遂げる達成感を感
じるとともに、異
年齢間の交流によ
り心豊かでたくま
しい子どもを育て
る。

・人形作成・練習・
公演を通して、協
調性、コミュニケ
ーション能力を育
む。

小中高校生
20名

通年 100 広報活動の
充実

ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ

エ
ー
シ
ョ
ン
活
動

ふれあいウォ
ーク
48ｈ

・豊かな自然と歴
史・文化の魅力あ
ふれる○○路を歩
き、健康の保持・
増進を図る

・健康ウォーキング
コースを３種設定
して、各コースを
完歩する充実感を
味わい、自然にふ
れあう。

小中高生
（小学４年生
以下は保護者
もしくは責任
者が同伴）

年１回２日
（10月）

800 ゴール後に
完歩証授与
豚汁サービ
ス
救急体制の
確認
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区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・
定員

実施期間・
回数

予算
(千円)

備 考

快汗！ニュー
スポーツ

・年齢を超えて楽し
みながら新しいス
ポーツに取り組み
運動の充実感を味
わいながら参加者
の交流を図る。

・ダーツ、ペタンク、
フライングディス
ク等のニュースポ
ーツを楽しむ。

小中高生
成人
100名

年３回
（６・８・10
月）

100 体協・社会
教育関係団
体との連携
救急体制の
確認

ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動

〇〇横断
ウルトラクイ
ズ

【新規】

・自らが育ち生活す
る地域について理
解を深めるととも
に、レクリエーシ
ョンを通した仲間
づくりを図る。

・３人１グループで
市の文化、歴史、
名所、産業などに
関するクイズを解
き、コースに沿っ
て市内を移動す
る。

小中高生
1000名

年１回
（５月）

2000 市民体育館
をスタート
＆ゴールと
する。
CATVと連携

わんぱくクラ
ブ

・子どもの居場所づ
くりを推進する。

・放課後児童クラブ
の設置数を増や
し、児童の居場所
を確保する。

小学生
(１～３年生)

通年  30 全ての小学
校に配置予
定

わいわいクラ
ブ

【新規】

・子どもの居場所づ
くりを推進する。

・公民館を開放し
て、小中学生の放
課後の居場所をつ
くる。

小中学生
(小４～中３)

通年 30 中央公民館
青少年ボラ
ンティア２
名常駐

地

域

活

動

ジュニア防災
体験活動
「きらめきレ
スキュー隊」

【新規】

・災害発生時に地域
住民の安全確保、
救済活動に関する
知識・技能を身に
つけ有事の際に地
域に貢献できるた
くましい青少年を
育成する。

・非常時の野外活動
体験を通して、防
災について学ぶ。

中学生36名

第５・７回の
み成人参加

･夏休みを利
用して
１泊２日の宿
泊体験１回
事前研修５回
事後研修１回

400 Ａ中学校
中央公民館

地域青少年養
成講座（きら
めきロビンフ
ット）

・地域のリーダーと
して成長し、実践
する力を養成す
る。

・３泊４日の宿泊体
験学習、野外炊飯、
CF、グループワー
ク、奉仕活動等を
通して、リーダー
性を習得する。

中１～高２ま
で
30名

年２回
（５・８月）

30 市内キャン
プ場

リ

ー

ダ

ー

育

成

青少年フォー
ラム（青春ト
ーク塾）

【新規】

・青少年に関する社
会的テーマを取り
上げ意見交換する
中で、問題解決の
意識を高め、健全
な生活のあり方に
ついて学ぶ。

・「いじめ、暴力追
放」等のテーマに
ついて、学校・地
域等から参加者を
募り、意見交換を
行う中で、問題解
決の方法を探る。
一般公開をする。

行政・学校・
PTA・社会教育
団体・地域代
表者等
50名

年３回
（６・９・12
月）

100 中央公民館
企画・運営
等事前研修
を行った中
高大生のリ
ーダーが行
う。
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Ⅴ 青少年教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 ジュニア防災体験活動「きらめきレスキュー隊」

(2) 事業の目的 災害発生時に地域住民の安全確保、救済活動に関する知識・技能を身につ

け有事の際に地域に貢献できるたくましい青少年を育成する。

(3) 実施主体 Ｏ市教育委員会生涯学習部青少年課・防災部

(4) 対象者・定員 中学生・36名

(5) 学習期間・学習時間（回数） ４月～10月 １回の学習時間 ３時間×６回＋１泊２日

(6) 学習場所 市内中学校・グラウンド・体育館、公民館

(7) 学習目標 ・地域防災に関する知識と心構えを身につける。

・災害時における地域住民の安全確保、救済活動に関する技能を身につけ

る。

・青少年が積極的に地域貢献をしようとする態度を身につける。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

第１回

４月

自然災害について知ろう ・オリエンテーション（全７回の内容説

明）

・防災体験活動ガイダンス

①被災経験者による講話

②ＶＴＲ視聴（阪神淡路大震災記録）

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

・講話講師

・Ａ中学校職員

公民館

第２回

５月

地域の実態をふまえ防災

マップをつくろう

〈講義〉

・避難場所、避難経路、備蓄倉庫、病院、

防火用水、危険箇所の確認

・ひとり暮らしのお年寄りの住居を確認

し、避難誘導の方法を確認

・市役所防災部職員

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

・町内会長

公民館

第３回

６月

災害を想定しシミュレー

ションしてみよう

〈演習〉

・起こりうる様々な災害の対策を地域の

実情や自分の経験をもとに考える。

（ワークシートの活用）

・市役所防災部職員

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

・町内会長

公民館

第４回

７月

災害時における応急処置

の知識・技能を知ろう

〈実習〉

・応急処置、救急救命法の学習及び実習

（止血法、包帯法、心肺蘇生法、運搬

法、ＡＥＤ）

・市役所防災部職員

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

・町内会長

・消防署職員

公民館

第５回

８月

災害発生！

「きらめきレスキュー

隊」出動せよ。

〈実習：プログラムの展開〉

・１日目①テント・仮設トイレ設営

②炊き出し実習（野外炊事：お

にぎり）

③消火活動体験

④傷病者運搬実習

⑤グループごとの振り返り（夜

間）

・２日目①非常食分配、試食体験

②Ａ中学校の危険箇所を実際に

確認

③ロープワーク実習、用具撤収

・市役所防災部職員

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

・町内会長

・消防署職員

・地区住民

・Ａ中学校職員

グラウンド

体育館

ライフラインの制限

（水道・電気・電話は使用

不可）

給水車配備

第６回

９月

体験のまとめをしよう 〈演習〉

・体験活動の成果のまとめ

・発表会の準備

・防災啓発ポスターの作成

・スローガン作成

・市役所防災部職員

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

公民館

第７回

10月

「きらめきレスキュー隊

からのメッセージ」

〈発表〉

・各グループごとに成果の発表

・スローガンの発表

・ポスターの発表及び掲示

・市長

・広報担当

・市役所防災部職員

・公民館主事

・社会教育主事

・青少年課職員

公民館



― 55 ―

第３節 成人教育計画

＜分析シート１＞

Ｙ市成人教育計画

１ Ｙ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｙ市はＫ県Ｍ半島の中央部にあって、Ｔ湾とＳ湾に挟まれた温暖な地である。

② 明治40年（1907年）２月15日Ｙ市となり、平成13年（2001年）４月１日中核市へ移行（県内初）する。

③ 面積100.67km 、人口424,049人 （平成18年８月１日現在）2 。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

、 （ ） 、 、 （ ）、 （ ）、① 65歳以上の高齢者人口が 92,329人 平成18年 であり 高齢化率は 14.1％ 平成7年 17.4％ 平成12年

21.4％（平成18年）と年々増えている。全国平均19.5％（平成17年）と比較しても高い傾向があり、特に65歳以

上の単身世帯数が増加している。

② 産業別の就業人口の割合は、第１次産業が1.1％、第２次産業が24.7％、第３次産業が73.6％である （平成17。

年）

③ 米軍基地もあることから、市民の防災・防犯への関心が高い。

④ 東京、横浜に隣接しているため、余暇を求めて市外へ出向くことが多い。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数（民間も含む） ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

40（36） 生涯学習センター １幼稚園(保育所)

小 学 校 50 公民館（分館） ９（２）

中 学 校 27 高齢者施設（憩いの家等） ９

高 等 学 校 14 30社会教育・文化施設（文化会館・図書館・博物館等）

大 学 ・ 短 大 ３ 運動施設（体育館・プール等） ５

専 門 学 校 ３ 福祉施設（福祉センター等） ３

◇ 教育・文化的環境の特徴

① Ｙ市ならではの地域文化や新しい文化を創造するとともに、一人ひとりが、生涯を通じて学習でき、自己

実現の機会を享受できる「個性豊かな人と文化が育つまち」をめざしている。

② 国際的な音楽コンクールやジャズ祭等の催しを芸術劇場等で行うことにより、新しい芸術文化が生まれる

まちをめざしている。

③ 公民館・図書館・博物館等、生涯学習関連機関の数が多い。それぞれの施設が、生涯学習推進の施策を積

極的に展開していて、市民も積極的に参加している。



― 56 ―

２ 成人教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

・市民のニーズに対 ・家庭教育学級 ・学校開放講座 ・指導者の不足と、 ・指導者の育成（活用）及
応した学習機会を 【生涯学習課】 【生涯学習財団】 講座内容のマンネ び学習の場の啓発。
提供し知識技能を ・家庭教育講演会 ・親子工作教室 リ化や、参加者の
身につける場とす 【生涯学習課】 県土建労働組合 固定化。【 】
る。 ・人権同和教育講座

【生涯学習課】

・市民に成人教育に ・広報誌 ・まなび情報瓦版 ・学習者に必要な情 ・わかりやすく魅力ある広
関する情報提供を 【生涯学習課】 （ＨＰ・冊子） 報が届きにくい。 報誌、ホームページ等の
する。 ・市のホームページ 【生涯学習財団】 作成。

・市民の自主的・自 （講座案内） ・財団のホームペー
発的な学習意欲に 【生涯学習課】 ジ
応えるため指導者 ・公民館ニュース 【生涯学習財団】
に情報を提供す 【公民館】 ・まなびかんニュー
る。 ス

【生涯学習財団】

・学習相談等の充実 ・学習相談窓口 ・学習センター窓口 ・学習相談の利用者 ・学習相談の機能の見直し
を図る。 【生涯学習課・公 【生涯学習財団】 が少ない。 と周知。

（ ）民館】 インターネットを含む

・実践力を身につけ ・わいわいスクール ・小学校低学年児童 ・学校への協力要請。
た熱意ある指導者 【生涯学習課】 の居場所作りの場
を養成確保し、指 が、少ない。
導者の活用を図 （小学校50校のう
る。 ち５校）

・スタッフの人材発 ・市民ボランティアの人材
掘と育成が不十分 育成。
である。

・高齢者人材派遣事 ・13講座に72名の登 ・高齢者のボランティアの
業 録があるが、まだ 人材育成。

【生涯学習課】 まだ少ない。
・生涯学習講座 ・講座の回数が少な ・企画スタッフを育成し、
【生涯学習課】 い。 講座の回数を増やす。

・３市 Ｋ・Ｙ・Ｙ ・生涯学習関係職員 ・研修回数を増やし、広域（ ）
生涯学習連絡協議 研修会の回数が少 化を図る。
会 ない。

・県公民館連絡協議 ・ＰＴＡ指導者研修 ・ＰＴＡ全会員に、 ・ＰＴＡ広報誌の充実。
会 会 研修内容が伝わら

・生涯学習関係職員 【Ｙ市ＰＴＡ協議 ない。
研修会 会】
【上記３事業は、
生涯学習課】

・成人教育をより幅 ・ブックスタート事 ・市立学校開放事業 ・学校との連携をも ・学社連携を推進してい
関 広く展開するため 業 【各学校】 っと充実させた く。
係 に他の関係機関と 【生涯学習課】 い。
機 の連携・協力を目 ・新生児全員を対象 ・健康福祉センターと図書
関 指す。 としているが、そ 館との連携を深める。
と の後の読書体験に
の 引き継がれない。
連 その他 その他 ・市の直接管理の施 ・事業の見直しと、連携を
携 公民館・図書館・ 生涯学習センター 設と委託施設との 深めていく。
・ 博物館・婦人会館・ の管理・運営。 役割分担が明確で
協 万代会館の管理・運 【生涯学習財団】 ない。
力 営。

【生涯学習課】

学
級
・
講
座

学
習
情
報
提
供
・
学
習
相
談

講

習

・

研

修

・

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

＜分析シート２＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度成人教育事業計画）

(1) 社会教育目標 市民一人ひとりが心豊かで、生きがいのある人生を送ろう。

(2) 成人教育目標 生涯にわたって心身ともに健康で、互いに生き生きと学び合い、豊かな毎
日を送ろう。

(3) 社会教育行政目標 生涯学習の推進の基盤整備を図るとともに、社会教育の推進体制の充実に
努める。

(4) 成人教育行政目標 生涯にわたって各時期に必要な学習の機会を提供する。
市民の自主的な学習ニーズに対応するため、施設、設備、人的な充実・整
備を図る。

(5) 成人教育年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

○韓国を知るため ・国際理解を深めるた ・韓国語通訳の方を講 成人 30人 年３講座 58 生涯学習
のはじめの一歩 めに、韓国の文化に 師に迎え、講義形式 センター

【継続】 ついて学ぶ。 で、韓国について学
（現代的課題） び、伝統文化に触れ

る。
○男が楽しむちゃ ・健康についての知識 ・ちゃんこ料理店主を 成人 20人 年２講座 25 生涯学習

んこ鍋 を深めるとともに、 講師に迎え、調理実 センター
【継続】 男女協働参画意識の 習を行い、食材の理

向上を図る。 解と調理の技術を身
につける。

○家族でホタル観 ・ホタルの住環境を通 ・Ｋの里を訪れ、市学 家族 30組 年３講座 12 生涯学習
察 して、身近な環境問 芸員の解説を聞きな センター

【継続】 題を学ぶ。 がらホタルの生態観
察を行う。

○親子でEnglish!! ・早期に異文化に触れ ・Ｙ市の米軍基地より 親子 15組 年２講座 115 生涯学習
【継続】 ることにより、成長 講師を派遣してもら （各５回） センター

期の手助けとする。 い、英会話の初歩や
ゲームを通して、異
文化理解や交流を図
る。

○あなたの安心ま ・防災・防犯の知識を ・警察、消防、Ｙ市防 成人 30人 年３講座 1,325 講 習 修 了 者
ちの安心 身につけ、日常にお 災アドバイザーの方 （各５回） は、希望によ

【新規】 ける個々の危機管理 等を講師に迎え、講 り、人材バン
意識を高める。 義と実技を通して技 クに登録して

・災害に強く、安全で 術を身につけ、安全 もらう。
暮らしやすいまちづ なまちづくりについ
くりについて考える て一緒に考える。。

○Ｙ市まなび情報 ・人々が、互いに生き ・Ｙ市広報誌を配布す 全戸 月１回 0 市長部局
事業 生きと学び合うため る。

【継続】 に、学習情報の提供 ・Ｙ市財団広報誌を配 市民 月１回 7,000 生涯学習財団
に努める。 布する。

・Ｙ市ホームページに 市民 随時 0 市長部局
て配信する。

・Ｙ市財団ホームペー 市民 随時 100 生涯学習財団
ジにて配信する。 毎週１回更新

・まなび情報瓦版を発 市民 年１回 200 生涯学習財団
行し社会教育施設に
閲覧できるよう配布
する。

○まなび、よろず ・学習相談を充実させ ・学習相談員を配置す 市民 年間 4,000 人件費
相談所事業 る。 る。

【新規】

○あなたがリーダ ・様々なボランティア ・ 講座 体験学習 成人 50人 年２講座 1,575 生涯学習講 「 」、「 」、
ー 活動を充実するため 「企画立案」を通し センター習

【継続】 に、人材を育成し、 て、リーダーを育成・ボ
市民参画を促進する する。研ラ 。

○ＰＴＡの星 ・学校教育活動を支援 ・ＰＴＡ指導者として 市Ｐ連 年４回 140 生涯学習修ン
【継続】 するために、ＰＴＡ の知識を習得し、Ｐ センター・テ

のリーダーを育成す ＴＡを取り巻く今日ィ
る。 的課題を理解する。ア

○わいわい広場 ・学校施設を開放し、 ・学校の体育館・作法 市民 随時 1,700 開放する学校関
【継続】 地域住民の交流を深 室（和室 ・図書室・ との連絡・調係 ）

める。 多目的室を開放し、 整機
地域のコミュニケー関
ションの場とする。と

○おはなしルーム ・絵本の読み聞かせを ・読み聞かせボランテ 親子 15組 年10回 89 生涯学習の
【新規】 通して、豊かな感性 ィアの方を講師に迎 センター連

と想像力の育成を促 え、楽しい読み聞か 健康福祉携
すとともに、親子の せ体験を通して、親 センター・
コミュニケーション 子の読み聞かせ習慣協
の機会を提供する。 を促進する。力

学

級

・

講

座

学
習
情
報
提
供
・
学
習
相
談

＜様式４＞
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Ⅴ 成人教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 あなたの安心 まちの安心

、 。(2) 事業の目的 ○防災・防犯の知識を身につけ 日常における個々の危機管理意識を高める
○災害に強く、安全で暮らしやすいまちづくりについて考える。

(3) 実施主体 Ｙ市生涯学習課 協力機関【Ｙ市消防局・Ｙ市警察署】

(4) 対象者・定員 成人30人

(5) 学習期間・学習時間（回数） ６月～７月（５回） １回の学習時間 ３時間×５回
９月～10月（５回）
２月～３月（５回）

(6) 学習場所 Ｙ市生涯学習センター ○○小学校校庭
あんしんかん（Ｙ市民防災センター）

(7) 学習目標 ○防災・防犯の知識と技術を身につけることにより、安全で快適に暮らせる
まちをともに作る。

○安全で快適に暮らせるまちづくりの担い手となるため、指導者としての知
識・技能を学ぶ。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

防災・防犯について考えよ ○開講式（オリエンテーション） ・市長 ３時間
う！！ ・生涯学習課職 Ｙ市生涯学習センター

１ ○多様化する犯罪の現状と対策につい 員
て学習する 【講義】 ・Ｙ市警察署員

○護身術を身につける 【実技】 ・Ｙ市警察署員

私たちにできる、救急救 ○災害時の救急救命の知識を学ぶ ・Ｙ市消防局職 ３時間
命！！ 【講義 【ビデオ視聴】 員 Ｙ市生涯学習センター】

○心肺蘇生法・応急処置法等の実技を
体験する 【実技】

２

災害現場で生きぬこう！！ ○テントの設営の仕方を身につける ・Ｙ市防災アド ３時間
（サバイバル体験） 【実技】 バイザー ○○小学校校庭を借用する

○トイレの設置方法を学ぶ 【実技】
３ ○飲み水のための濾過方法を学ぶ

【実技】
○アルミ缶でご飯を炊いて食べる

【実技】

『あんしんかん』で安心 ○オリエンテーション ・Ｙ市消防局職 ３時間
感！！ ○『非常持ち出し品チェック』等を学 員 あんしんかん

４ （あんしんかん見学） 習する 【講義】
○地震体験・消火体験・煙体験等をす

る 【実技】

つくろう！！『あなたの安 ○防災・防犯について直面する問題を ・○○小学校校 ３時間
心 まちの安心』 知る 【講義】 長 Ｙ市生涯学習センター

○防災・防犯について、私たちが身近 ・生涯学習課職
にできることを話し合う 員

５ 【グループ討議】 ・Ｙ市消防局職
○ボランティアの必要性を学ぶ 員

【まとめ】 ・Ｙ市警察署員
・災害救援ボラ

ンティア

＜様式５＞
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第４節 女性教育計画
＜分析シート１＞

Ａ市女性教育計画

１ Ａ市の概要

 (1) 地勢・地域条件等

① Ｓ川の右側に開けた扇状の地形であり、Ｔ山麓に連なる西北部の丘陵地帯と東南に緩やかに開けた平野部から

なる。

② 面積は約94平方kmで、東京から46km、Ｙ駅から32kmの位置にあり、Ｋ県の中央部の内陸都市である。

③ 人口は約22万人、人口に占める女性の比率は約48％である。１世帯あたりの人口2.6人。（平成17年９月）

 (2) 地域住民の生活状況の特徴

① 平成17年度の１日平均で、出産5.99人、死亡2.72人 結婚3.72組 離婚1.09組。昼間人口が多く、人口移動が

好不況に左右されやすい。

② 産業・交通の中核都市（生産性の高い農業、飛躍的に集積の進んだ商業、製造から頭脳型に転換しようとする

工業）

③ 女性の社会参加状況（地方自治法第180条の５に基づく委員会）

名 称 委 員 数 うち女性 名 称 委 員 数 うち女性

教育委員会 ５ １ 固定資産評価審査委員会 ３ １

選挙管理委員会 ４ １ 農業委員会 19 ０

監査委員会 １ ０

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育所) 18（６） 公民館・地区市民センター等 18

小 学 校 23 スポーツ施設 29

中 学 校 13 児童館 老人憩いの家 各35

高 等 学 校 ６

大 学 ・ 短 大 ９

その他（女性センター１、中央図書館１、子ども科学館１、ヤング

コミュニティセンター１）

専 門 学 校 ２

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 社会教育関係女性団体は、趣味的活動にとどまっていて、女性問題に踏み込んだものがない。

② 各地区の公民館単位に自主女性学級や、家庭教育学級を実施しているが、参加者が固定化している。

③ 年齢階級別労働力率では、女性は20～24歳の段階にピーク（70％）があり、30歳代で40％台に低下する。

そして、45～50歳代に第二のピークがある。（国勢調査より）

④ 男女平等についての意識調べで「政治の場や政策決定の場で」「社会通念・観念しきたりなどで」非常に男

性優位と答えた割合が40％以上となっている。（Ａ市男女共同参画社会に関するアンケートより）
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２ 女性教育の現状と課題

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

男

女

共

同

参

画

・男女が固定的な役

割分業意識にとら

われることなく、

共に自立・共生を

目指す。

・男女平等を基本と

して、男女それぞ

れが豊かな生き方

ができるような学

習を推進する。

生

活

・

職

業

・女性の自己実現へ

向けた自発的な学

習を推進する。

・市民、主婦、母親、

働く女性として豊

かな人間性を培う

学習を目指す。

趣

味

・

教

養

・

健

康

・女性の健康の保

持・増進と母子保

健の学習を推進す

る。

・スポーツ・レクリ

エーションを通じ

た仲間づくりを図

る。

・現代社会の諸問題

に対しての学習を

推進する。

・高齢化社会を迎

え、これからの人

生をゆとりを持っ

て豊かに生きるた

めの学習を目指

す。

・市民大学教養講座

・板前教室

・リカレント学習推

進事業

・生涯学習シンポジ

ウム

（生涯学習課）

・資格取得講座

・ワーキングセミナ

ー

・テレビセミナー

・市民企画講座

・女性団体委託講座

・地域婦人団体への

支援

（女性センター）

・女性の広場

・家庭教育学級

・生きがい教室

（公民館）

・各種スポーツ教室

（スポーツ課）

・福祉ボランティア

講座

(社会福祉協議会)

・在宅介護講座

（福祉課）

・ホームヘルパー講

座

（福祉課）

・子育て支援セミナ

ー

（児童家庭課）

① 参加したくても

できない状況の人

がいる。

② 男女が意見を交

換したり男性の意

識の向上を図る場

が少ない。

③ リーダー的人材

の不足

④ 社会参加を望む

人たちのための事

業の不足

⑤ 男女共同参画社

会に向けた事業の

不足

⑥ 女性問題講座が

ない。

⑦ 社会教育と首長

部局との連携が図

られていない。

⑧ 参加者の固定化

誰でも参加可能な時間帯

での開設

男女で参加できる講座の

開設

リーダーの養成と経験を

積んだ女性たちの中から

リーダー的人材を掘り起

こす。

社会参加を促進するため

の学習機会の提供

男女共同参画の実現を目

指す講座の充実

ジェンダー講座等の開設

他機関等との連携による

事業の推進

インターネットメディア

を使い、参加者の拡大を

図る。
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度女性教育事業計画）

(1) 社会教育目標 ・自分を表現する効果的で的確な知識や技術を学ぼう。

・地域を取り巻く現状を見つめ直してみよう。

・自己を高め、自分自身の生き方をより豊かなものにしよう。

(2) 女性教育目標 ・女性問題への理解と認識を広めよう。

・女性の知識教養を高め、ゆとりある充実した生活を送ろう。

・女性が働きやすい環境を創造しよう。

(3) 社会教育行政目標 ・未来を支える人材づくりに向けて、生涯学習、生涯スポーツの推進、青

少年の健全育成に努める。

・誰もが誇れる文化の薫るまちづくりに向けて、市民文化の創造や育成、

国際化に対応し、また男女が共につくる地域社会を目指す。

(4) 女性教育行政目標 ・男女の自立・共生と社会参画を推進する。

・男女平等を基本とした教育、学習を推進する。

・健康の増進と福祉の向上、並びにあらゆる暴力を根絶する。

(5) 女性教育年間事業計画表

事業区分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

おんな塾

ＤＩＹ教室
① ガーデニング
② 電化製品簡単修理
③ 車の構造を知ろう
④ 木工教室

成人女性
30名

５～１月
（月１回）
全９回

消耗品費
５×13
講師謝金
５×13

おとこ塾

・家庭内の男女の役
割を見直しなが
ら、生活技術を身
につける。

・地域の仲間づくり
を推進する。 料理教室

ソーイング教室
介護体験

成人男性
30名

５～１月
（月１回）
全９回

消耗品費
５×13
講師謝金
５×13

公民館
13ヶ所

ジェンダー講
座

・男女共同参画に関
する認識を深め、
ジェンダーに敏感
な視点を身につけ
る。

・女性史を学ぶ
・男女のコミュニケ

ーションのあり方
を考える。

・リプロダクティヴ
ヘルス／ライツに
関する認識を深め
る。

市民
各回
20名

９～11月
（月曜日）
全10回

講師謝金
20×７

女性政策課
との合同開
催

Ｋ公民館

ダンベル体操
チューブ体操
ヨガ

成人女性
30名

５～９月
（月１回）
全５回

講師謝金
５×５
×13

スポーツ･レ
クリエーショ
ン教室

・スポーツ・レクリ
エーションを通し
て、健康な心と身
体をつくり同時に
仲間づくりを目指
す。

社交ダンス
成人
40名

10～12月
（月４回）
全12回

講師謝金
５×12
×13

公民館
13ヶ所

パソコン教室
成人女性
30名

５～６回
（10回）

講師謝金
４×２
×10

講

座

・

教

室

女性のための
実務講座

・働く女性および就
労を希望する女性
のために、教養を
高め社会参加を促
進する。

宅建主任資格取得講座
ホームヘルパー２級
養成講座

成人女性
30名

４～翌３月
月２回全24回

24回で
200

福祉課との
合同開催

イ
ベ
ン
ト

女性フォーラ
ム
「男と女共に
輝け21世紀」

・男女共同参画社会
の実現に向けて男
女が共に素敵に生
きるための社会を
目指す。

基調講演
パネルディスカッション
アトラクション(発表の場)
井戸端会議(意見交換)

市民
1,000名

12月
１回

講師謝金
400
諸経費
600

保育室
設置
文化会館

相

談

女性相談事業 ・家庭、地域、職場
等において女性の
あらゆる相談に対
応できるよう場所
や学習情報の提供
を行う。

・相談窓口の設置
・学習情報提供

※ 法律相
談員
10×12

女性センタ
ー
生 涯 学 習
課、及び女
性行政担当
課で対応

※ 女性相談 月～土（祝日・休日を除く）午前10時～午後５時（土曜日は正午）

法律相談 毎月第３月曜日（祝日・休日の場合は第２月曜日）午前10時から午後３時
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Ⅴ 女性教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 おとこ塾

(2) 事業の目的 ・家庭内の男女の役割を見直しながら、生活技術を身につける。

・地域の仲間づくりを推進する。

(3) 実施主体 Ａ市教育委員会 生涯学習課

(4) 対象者・定員 成人男性30名

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～１月 １回の学習時間 120分×９回

(6) 学習場所 公民館、学校、特別養護老人ホーム

(7) 学習目標 ・家庭内の男女の役割を見直し、生活技術を身につける。

・地域に仲間をつくる。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

開講式（ワークシート）

オリエンテーション

自己紹介（レク）
１

５月

仲間づくり

クッキングから

（おんな塾と合同）

グループ編成（５名×６グループ）

実習：チャーハン、スープ作り

試食、講評

片づけ、解散

公民館職員

館長

食改善グループ

（３人）

午前10時～

［持参品］

米１人１合

エプロン三角巾

グループ等にネーミング

当番日直、塾長を決める

２

６月

縫い物体験

風呂敷の七不思議

実習：雑巾（手縫い）

講義：風呂敷（使い方、手品、救急法）

女性会員

公民館職員

午前10時～

［持参品］

使い古しタオル

風呂敷

３

７月

文明の力のありがたさ エコバッグの製作

（ミシン、布、糸）

女性会員

教員（家庭科）

午前10時～

［教材費］

実費１千円

学校施設利用

４

８月

映画フォーラム

（おんな塾と合同）

映画視聴（ジェンダーに関する映画）30

分

ディスカッション45分

懇親会

公民館職員

福祉課職員

午後７時～

［懇親会費］

自己負担２千円

５

９月

食事鑑定団 講義（献立作りについて）

グループ毎に実際に献立を作る

食材の調達はグループ毎で行う。

栄養士

保健婦

午前10時～

６

10月

家庭の健康

俺についてこい

調理（前回の献立をベースに） 同上 午前10時～

７

11月

介護にチャレンジ 講義：介護の基礎知識

簡単な実技

特別養護老人ホ

ーム職員

介護福祉士

午前10時～

［会場］

特別養護老人ホーム

８

12月

発表の場 発表：学習内容の発表を「女性フォーラ

ム」の場で行う。

（２公民館）

午後１時～

［会場］

文化会館

９

１月

新たな自分の発見

（おんな塾と合同）

想い起こしと感想（ワークシート）

今後の学習について

閉講式

新年会

公民館職員

館長

午前10時～

［新年会費］

自己負担２千円
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第５節 高齢者教育計画
＜分析シート１＞

Ｏ町高齢者教育計画

１ Ｏ町の概要

 (1) 地勢・地域条件等

① Ｏ町は、Ｍ県のＯ半島頸部にあり、太平洋に面したＯ湾を囲むように位置している。

② 近海には、世界三大漁場の一つであるＫ山沖漁場が控えており、沖合漁業、養殖などが盛んである。

③ 明治22年Ｏ村となり、大正15年Ｏ町となる。

④ 面積は、6,578km2で、人口11,506人（平成17年３月現在）

 (2) 地域住民の生活状況の特徴

① 65歳以上の高齢者 3,067人

（高齢化率 平成２年14.99％、平成14年26.66％、平成19年(推定)31.90％）

② 第１次産業（特に漁業）が主産業である。漁業就業者の内、65歳以上の高齢者が約25％を占めている。

③ 全世帯の内、約半数が高齢者がいる世帯である。高齢者の内、約10％が一人暮らしである。

④ 漁港を中心に、地域住民の共同作業をする機会が多く、地域的なつながりが保たれている。

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育所) １（５） 生涯教育センター １

小 学 校 ５ 公民館（分館） １（２）

中 学 校 ３ 勤労青少年センター・自然活動センター ２

高 等 学 校 １ 敬老施設（白寿荘、寿楽荘、憩いの家） ３

大 学 ・ 短 大 ０ 総合運動場（体育館・陸上競技場・野球場 等） １

専 門 学 校 ０ 地域福祉センター １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 生涯学習関連施設は、町の中心地に集中しており、地域によって差はあるが、社会教育事業・サークル活

動等で比較的利用率は高い。

② 柔軟性に富んだ創造力・行動力を持った人づくりを目指し各種事業を展開している。

③ 地域の歴史に対する関心は高く、特に高齢者の講座等への参加者は多く、学習意欲が高い。
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２ 高齢者教育の現状と課題 ※区分は事業の目的内容別

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

学

び

あ

い

○高齢者が、家庭や
地域社会での役割
を理解し、健康で
豊かな生活を営む
ための学習を提供
する。

○互いに助け合う意
識を高め、外向的
で積極的な生き方
を学び、地域社会
に貢献する姿勢を
養う。

○老壮大学（公民館）
○離島老壮大学（公

民館）
○すえひろ学級
・講話
・清掃奉仕活動
・研修旅行
・学芸会（公民館）
○町民パソコン教室
（生涯教育センター）

○町民文化祭（生涯
学習課）

○文化講演会（生涯
学習課）

○高齢者生きがい講
座（社会福祉協議
会）

○高齢者及び障害者
の趣味の作品展
（社会福祉協議
会）

・参加者が固定化
し、排他的な状況
もみられる。

・講義形式で参加型
学習が少ない。

・学習者のニーズを
把握していない。

・ステップアップ講
座が必要である。

・講座修了生の自主
グループ化がされ
ていない。

・今後、事業の予算
措置が困難になっ
てくる。

・運営面への参画が
ない。

・老壮大学院の設置を検討
する。

・ニーズを把握するため、
プログラム作成段階から
学習者が参画する。

・プログラムの工夫を行
う。

・募集を老人クラブに依頼
するだけでなく、他課と
の連携を深め、幅広く広
報できるよう工夫する。

・移動研修の在り方を見な
おす。

・実行委員を組織化する。

健

康

○自らの健康に関心
を持ち、健やかで
心豊かな生活をす
るための知識を身
に付けさせる。

○運動・栄養・休養
の基本的な生活を
再認識し、スポー
ツや体力づくりを
通じ、明るく健康
な町民の育成を行
う。

○氣功・太極拳教室
○健康体力づくり町

民の集い
○町民大運動会（体

育振興課）

○あそびリテーショ
ン（健康福祉課）

○老人スポーツ大会
（健康福祉課）
○健康相談（健康福

祉課）

・内容が固定化して
おり、マンネリ化
がみられる。

・町民の健康に関す
る情報がまだ少な
い。

・他の課との連携が
ないまま事業が行
われている。

・他課との情報交換・連携
を行う中で、継続的な健
康教育事業を計画する。

・健康に関する情報紙を配
布する。

交

流

○高齢者の持つ、豊
かな人生経験や優
れた知識・技能を
地域の中に生か
し、声のかけ合え
るまちづくりを推
進する。

○世代間交流や学社
融合を推進する中
で、豊かな人間関
係づくりを行う。

○ウィークエンドサ
ークルまなびっ子
学校週５日制の対
応事業。地域のボ
ランティアが講師
を務める。

○うしお活動
中学校の総合的な
学習の時間の一環
として、地域のボ
ランティアが講師
を務める。（生涯
学習課）

○ふれあい高齢者
（一人暮らし）の
集い（社会福祉協
議会）

・事業プログラムの
固定化がある。

・継続的な活動につ
ながらない状況が
ある。

・児童生徒と高齢者
との取組への温度
差がある。

・その場だけの取組
となり、事業の効
果が薄い。

・既存の事業を見直し、三
世代交流事業を実施す
る。

・イベントとなりがちな取
組を日常化できるように
学校と社会教育関係課と
の話し合いを定期的に実
施する。

・児童生徒が高齢者に教え
たり、高校生が参画する
事業を実施する。

・コーディネイトを公民館
が中心に行っていく。

社

会

参

加

○町民に系統的かつ
専門的な学習内容
を提供し、地域活
動の中心的役割を
果たす人材を育成
する。

○郷土に伝わる歴史
や文化に誇りを持
ち、伝承者として
の役割を学び、地
域社会の活性化に
つなげる。

○シニアセミナー
地域の歴史を学び
歴史ボランティア
ガイドをめざす。
（公民館）

○生涯学習指導者名
簿（生涯学習課）

○町民神楽講座（公
民館）

・生涯学習指導者名
簿（人材バンク）
登録者の活躍の場
が無く、積極的な
活用が成されてい
ない。

・伝統芸能の継承者
の不足がみられ
る。

・生涯学習指導者名簿への
登録と啓発を行う。

・学校に人材バンクコーデ
ィネーターを設置する。

・コーディネーターに対す
る研修会を実施する。

・伝統芸能の発表の機会を
増やし、参加体験できる
場（三世代交流等）を設
定する。

・人材バンク等のアピール
の工夫とうしお活動での
活用を検討する。
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度高齢者教育事業計画）

(1) 社会教育目標 １ 生涯にわたり、共に学び合い、心豊かな町民になろう。

２ 豊かな自然を愛し、「やすらぎとうるおいのある町」にしよう。

３ 健康な心と体をつくり、「声かけあえる町」にしよう。

(2) 高齢者教育目標 １ いつまでも、イキイキと、仲間と共に、楽しく学び合おう。

２ 愛する郷土、歴史と文化、豊かな自然を、次の世代に伝えよう。

３ 楽しく、汗を流し、心身ともに、明るく健康で充実した毎日を送ろう。

(3) 社会教育行政目標 １ 生涯学習推進体制の整備・促進と、学習活動の支援に努める。

２ 社会教育関連施設の整備・充実に努める。

３ 柔軟性に富んだ、創造力・行動力を持った人材の育成に努める。

(4) 高齢者教育行政目標 １ 多様な学習機会を提供し、自主的な活動を推進する。

２ 世代間交流を推進するとともに、郷土の歴史・文化を継承する人材の

育成を図る。

３ 健康教育事業の充実を図るとともに、スポーツ活動の拡充を図る。

(5) 高齢者教育年間事業計画表

区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

○さくら大学 ○健康で生きがいの

ある豊かな生活を

営むための学習や
体験を提供する。

また、地域の歴史

や文化に対する理
解を深め、地域社

会に貢献する姿勢

を養う機会を提供
する。

○企画への参画を募

集し、高齢者自身

による課題の発掘
に努める。

・地域の課題、健康、

文化等について、
講義、実習、グル

ープ討議等、多用

な形態で学習す
る。

60歳以上

150人

年10回 1,000 原則として

３年で卒業

健康福祉課
町民課、社

会福祉協議

会Ｏ町学校
等と連携

○さくら博士
院

○さくら大学卒業後
のステップアップ

として、地域の特

色ある分野の学習
を深め、地域のリ

ーダー的な人材を
育成する。

○さくら大学卒業生
の企画運営の参加

により、自主的な

運営で進める。
・おらほの町歴史ガ

イド科
・郷土料理おらほの味科

・町の環境を守ろう科

・町の語り部になろう科
・おらほの土で焼物科

・パソコンの達人に

なろう科

63歳以上
20人×６クラ

ス

各科
年10回

1,200 健康福祉課
町民課、社

会福祉協議

会Ｏ町高校
等と連携

学

び

あ

い

○潮彩フェス
ティバル

○文化講演会や作品
展をとおして地域

の芸術・文化活動

の活性化・サーク
ル間の交流を図

る。

○企画への参画を募
集し、実行委員会

形式で実施する。

・作品展
・伝統芸能発表会

・Ｏ町文化フォーラ

ム

町民 11月上旬 1,500 健康福祉課
と連携

○おらほも元
気・おめほ

も元気塾

○自らの健康につい
て関心を持ち、栄

養生活習慣を改善

し、健やかな生活
を送るための、知

識や態度を育成す

る。

○食生活と健康に関
する懇談会（健康

相談）

○介護に関する知識
の習得と実技の体

験

○レクリエーション
とトレーニング

60歳以上
50人

年９回 200 保健福祉課
と連携

社会福祉協

議会と連携
体育振興課

と連携

健

康
○長寿ペナン

トレース

○運動や遊びを通

じ、地域間の交流

を深め、楽しみな
がら健康増進を図

る。

・ニュースポーツチ

ーム対抗定期競技

会

60歳以上

60人

年５回 250 体育振興課

と連携

多目的運動
場、体育館

の備品整備
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区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

健

康

○さくら通信 ○高齢者に係わる学
習機会や健康・行

事等の情報を提供
する。

○行政各課の主催す
る健康に関する講

座や行事等の情報
を掲載した情報紙

を作成、配布する。

○栄養や運動に関す
る啓発活動

全戸数配布 月１回 100 印刷配布ボ
ランティア

○ウィークエ
ンドわらし

っ子

○学社融合の一環と
して、地域の中の

豊かな人生経験や

優れた知識を有す
る者を講師に活用

するとともに、高

齢者の活躍の場を
創る。

○学校、高齢者との
協議によりプログ

ラムを作成し、広

く子どもたちに学
習の場を提供す

る｡

・小学生、中学生ご
とに実施（書道教

室、手芸教室）

小中学生
40人

高齢者

40人

年９回 300 小中学校学
校教育課と

連携

○めんこいタ

イム

○学社融合の一環と

して、高校生を対
象に地域の中の豊

かな人生経験や優

れた知識を有する
者を講師に活用す

るとともに、高校

生、高齢者が互い
に学びあうこと

で、交流を図る。

○高校の授業の中

で、学校と高齢者
との協議により、

プログラムを作成

し、互いに教えあ
う場とする。

・漬け物講習

・魚の捌き方講習
・新しい歌の合唱

高齢者

40人
高校生

40人

年３回 100 高校学校教

育課と連携交

流○わいわい市

場

○地域における豊か

な人間関係づくり
を目指し、異世代

交流の推進を図

る。

○三世代が一同に会

し、各世代が持つ
経験・知識等を生

かして、異世代と

の交流事業を行
う。

・昔の遊びコーナー

・孫が先生、パソコ
ン体験コーナー

・ふれあい高齢者コ

ーナー等

高齢者

50人
子ども

50人

町民

年２回 500 健康福祉課

と連携

○うしおネッ
ト

○高齢者のスムーズ
な社会参加を支援

し、円滑な事業推

進を図る。

○社会参加の情報提
供、人材の発掘、

人材バンクの整備

を行う。
○コーディネーター

の育成のための組

織づくり

高齢者
学校

町民

定例会
年12回

随時

500 学校教育課
と連携

○プラチナ工
房

○高齢者のボランテ
ィア活動等をとお

して社会参加を推

進する。

○さくら博士院卒業
者等により、学校

や地域で環境美化

を行い、地域に環
境の大切さを伝え

る。

さくら博士院
卒業者を中心

とした高齢者

40人

年24回
随時

100 健康福祉課
と連携

○えびす倶楽

部

○高齢者の語り部を

育成し、その知識、
技能を発揮するこ

とで豊かな地域社

会の向上を図る。

○さくら博士院卒業

者等により、幼児
から高齢者まで語

りを行う。

さくら博士院

卒業者を中心
とした高齢者

40人

年24回

随時

100 幼稚園、各

学校、健康
福祉課と連

携

社

会

参

加

○Ｏ町舞スタ
ーズ

○地域の伝統技術の
素晴らしさを再発

見しその普及と伝

承を推進する。

・法印神楽、獅子舞
等の伝承を行う。

・各地での公演

・小中高校への訪問
指導、道具の整備

高齢者
40人

町民

年24回
随時

100 文化振興課
と連携
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Ⅴ 高齢者教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 さくら大学（高齢者学級）

(2) 事業の目的 １ 健康で、生きがいのある豊かな生活を営むための学習や体験を提供す

る。

２ 地域の歴史や文化に対する理解を深め、地域社会に貢献する態度を養

う機会を提供する。

(3) 実施主体 さくら大学運営委員会、生涯学習課

(4) 対象者・定員 60歳以上の高齢者 150人

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～２月 １回の学習時間 ２時間×10回

(6) 学習場所 生涯教育センター 他

(7) 学習目標 １ 仲間と共に、学び合う喜びを知り、心身ともに、明るく健康で豊かな

日常生活を営むための学習を行う。

２ 郷土の歴史と文化に対する理解を深め、豊かな自然を守り育てる態度

を身に付ける。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１

(5月)

出会い講座

「わくわく入学式」

○オリエンテーション

○実行委員紹介

○プログラム内容の説明(運営委員代表)

○講義（交通安全と防犯）

○アトラクション（Ｏ町舞スターズ）

・さくら大学運

営委員

・Ｏ町交番

・Ｏ町舞スター

ズ

・生涯教育センター

２

(6月)

趣味講座１

「なつかしっちゃ 唄う

っちゃ」

○鑑賞（昔のＯ町の風景スライドを見な

がら朗読を聞く）

○実技（童謡合唱）

・地元コーラス

グループ

・えびす倶楽部

・アコーディオ

ン奏者

・生涯教育センター

・スライド

・懐かしい曲

３

(7月)

健康講座

「散るまで満開、健康講

座」

○講義（栄養、生理学、生活習慣等）

○実技（座ってできる軽体操、自分でで

きる健康チェック）

・町立病院医

者・看護師

・体育振興課

・体育指導員

・保健師

・生涯教育センター

・玄米ダンベル

・手ぬぐい

４

(8月)

ボランティア講座１

「おらがまちを自慢しよ

う!?」

○講義（「自慢できるまちとボランティア

活動」）

○グループ討議（「まちづくりをとおして

Ｏ町を見なおそう」）

・プラチナ工房

・町民課

・地元NPO

・生涯教育センター

・10グループ

５

(9月)

ボランティア講座２

「きらきらイキイキ

Ｏ町ちょボラ隊」

○実技（グループごとのボランティア体

験）

・海岸、鳴り砂清掃

・花いっぱい運動

・老人ホーム、学校清掃

・プラチナ工房

・町民課

・地元NPO

・老人ホーム、

各学校

・現地集合、一部バス送迎

・10グループ

・プラチナ工房との事前打

ち合わせ

６

(10月)

若者講座

「知って得する若者く

ん」

○パネルディスカッション（「うまくいく

の!?三世代」高校生vsおやじ世代vsさ

くら大学生）

○講義（「三世代、うまくいくんです～

ぅ！」）

（Ｉ大学教授）

・高校

・実業団（40～

50代）

・Ｉ大学

・生涯教育センター

・コーディネーター、パネ

リスト等との打ち合わせ

７

(11月)

交流・スポーツ講座

「孫になんか負けない

ぞ！」

○実技

・ニュースポーツ（ペタンク、グラン

ドゴルフ等）

・昔遊び（独楽回し、竹馬、お手玉等）

・フォークダンス

・体育指導員

・小学校

・保健師

・小学校

・10グループ

・健康チェックコーナー

８

(12月)

趣味講座２

「腕自慢集まれ」

○実技

・手芸、陶芸、パソコン、料理、書道、

絵画、彫刻等

・さくら大学博

士院

・サークル活動者

・食生活改善員

・一般企業

・生涯教育センター

・グループ（自由選択）
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回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

９

(1月)

趣味講座３

「腕自慢集まれ」

○実技

・手芸、陶芸、パソコン、料理、書道、

絵画、彫刻等

・さくら大学博

士院

・サークル活動

者

・食生活改善員

・一般企業

・生涯教育センター

・グループ（自由選択）

1O

(2月)

ふりかえり講座

「キャリアアップ 終業

式」

○グループ討議（「さくら大学を振り返っ

て」）

・自己評価

・学んだことを今後にどう生かすか。

○修了証・皆勤賞授与

○オリエンテーション

・さくら大学博士院入学説明

・実行委員応募について

○講話 さくら大学学長

・さくら大学運

営委員

・保健師

・生涯教育センター

・作品・活動風景展示「見

て 見 て お ら ほ の 力 作

を！」

・健康チェックコーナー

※ 前年度に、企画への参画を募集して運営委員会を組織し、高齢者自身による課題の発掘に努める。

※ 人間関係が偏らないように、第４回講座よりグループ編成を配慮する。

※ さくら大学博士院への入学は、さくら大学修了生を原則とする。
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第６節 生涯スポーツ振興計画

＜分析シート１＞

Ｔ市生涯スポーツ振興計画

１ Ｔ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① 本市は、Ｇ県の中西部に位置し、日本列島のほぼ中心にある。平成18年１月にＫ村、Ｍ町、Ｇ町、Ｓ町と合併

し、総人口は県内最大となる。

② 古くから交通の要衝として発展した商都である。現在は新幹線２路線、JR在来線５路線、私鉄１路線、高速自

動車道２路線、そして、国道４路線が集中する全国有数の内陸交通の拠点性を有している。東京へ約100km新幹

線で約50分という位置にある。

③ 人口は、平成18年３月１日現在321,702人（男158,819人、女162,883人 、世帯数127,789世帯である。）

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① 平成17年現在の就業人口は、新市で155,982人である。内訳は、第１次産業（農業、林業等）が3.3％、第２次

産業(建設業、製造業等）が30.7％、第３次産業（運輸業、小売業、金融業、サービス業等）が65.5％となって

いる。

② 地域別の特徴としては、Ｋ地域では他の地域に比べ第１次産業の比率が高く、その他の地域では第３次産業の

比率が高くなっている。

③ 推移を見ると、第１次、第２次産業では近年の農工業離れの影響による従事者数の低下が見られる。その一方

で第３次産業は、職種の多様化や第１次、第２次産業からの移行等により、増加の傾向にある。就業人口全体で

は、昨今の経済情勢の影響を受け、平成７年から減少している。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数 種 別 数

25(公立)56(私立) 体 育 館 ９ 弓 道 場 １幼稚園(保育所)

小 学 校 45 野 球 場 ５ 図 書 館 ４

中 学 校 21 プ ー ル ７ 公 民 館 42

高 等 学 校 12(公立)４(私立) テニスコート ４ 社会教育施設 ４

大 学 ・ 短 大 ６(大学)５(短大) 多目的運動場・広場 18 資 料 館 ２

専 門 学 校 ４ 競 技 場 １ 交流館 14（ ）体育館等の複合施設

相 撲 場 １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 生涯スポーツの振興を図るため、体育施設の充実と保守・管理及び整備に努めている。

② スポーツ指導者の養成や資質向上を図り、指導体制の充実に努めている。

③ 市民の多様なニーズに応える為、市教育委員会スポーツ課の主催するスポーツ教室の充実に努めている。

④ 子どもフェスティバルへの支援や多様な活動情報の提供によって、子ども達の学校外活動や体験活動への参加

を促進している。
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２ 生涯スポーツ振興の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

・生涯スポーツの普 ・各種健康スポーツ ・学校施設の開放 ①余暇時間の増大や ①学習者のニーズにあった
及と推進 教室の開催 ライフスタイルの 事業を企画する。

（スポーツ課・公 変化への対応がで
市 民館・その他） きていない。

②体力が低下してい ②継続的な事業を展開す
民 る。 る。

健 ③学童期児童の運動 ②③放課後の学童保育にお
機会が減少してい ける遊び・スポーツの機

康 る。 会を増やす。
④子どもの食事・睡 ④保護者向けの学習機会を

ス 眠・休養など生活 提供する。
・市民参加型のスポ ・市民健康マラソン 習慣が乱れてい

ポ ーツ・レクリエー る。
ション大会の実施 ・市民体育祭 ⑤スポーツ・レクリ ⑤広報活動を充実させる。

エーション活動へ

ー

の参加者が少な
ツ い。

⑥参加者に偏りがあ ⑤⑥誰もが参加できる運動
る。 機会を増やす。

・指導体制の強化と ・各種スポーツ教室 ・各種競技大会開催 ①競技者の発育発達 ①④競技力向上のため指導
競 充実による競技ス の開催 に応じた適切なプ プログラムのシステム化

ポーツの普及 ・指導力向上のため ・学校施設の開放 ログラムの構築が を図る。
の研修会 されていない。 ②③運動離れを食い止める

技 ・市民体育大会 ②競技人口が減少し ために学童期における多
ている。 様なスポーツ普及活動を

充実させる。
ス ③チーム編成が困難 ③学校・各競技団体間の連

な状況にある。 携を図る。
④指導者が少ない。 ④指導者を育成する。

ポ
・スポーツイベント ・国際大会・全国大 ・プロ野球イースタ

の誘致・開催 会の誘致 ンリーグ開催ー
ツ

施 ・体育施設の整備・ ・東南部運動公園 ①市の北西部に体育 ①東南部に総合運動公園の
設 充実 （仮称）整備事業 施設が偏ってい 整備をする。
の ・城南野球場整備事 る。 ①学校施設を開放する。
整 業
備
充 ・開かれた生涯スポ
実 ーツ施設の開設

総 ・総合型地域スポー ・Ｓ町にある総合型 ①総合型地域スポー ①②総合型地域スポーツク
合 ツクラブ設立のた 地域スポーツクラ ツクラブに対する ラブに関する住民・学校
型 めの基盤整備 ブ 理解が不足してい への理解を図る。
地 ・サッカー る。
域 ・バレーボール ②社会教育、学校教
ス ・バスケットボール 育との連携ができ
ポ 小・中・高校生 ていない。 ③クラブマネージャー養成（ ）

③指導者・リーダー 講習会を開催する。

ー

ツ が不足している。 ③指導者・リーダーの資格
ク 取得支援をする。
ラ
ブ

＜分析シート２＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度生涯スポーツ振興事業計画）

(1) 社会教育目標 誰もがともに学び、生きがいを見出すことのできる生涯学習社会を目指そ
う。

(2) 生涯スポーツ振興目標 いきいきとしたスポーツライフを目指そう。

(3) 社会教育行政目標 ・ともに学ぶ学習を推進する。
・幅広い交流活動を推進する。
・市民の学習活動を支援する。

(4) 生涯スポーツ振興行政目標 ・生涯スポーツを普及・推進する。
・市民参加型のスポーツ・レクリエーション大会を実施することにより、

住民相互の親睦を図る。
・指導体制の強化と充実を図り、競技スポーツの普及に努める。
・競技人口を増やすために、スポーツイベントを誘致し、開催する。
・総合型地域スポーツクラブ設立のための基盤整備を行う。

(5) 生涯スポーツ振興年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

・各種健康スポ ・市民の自主的参加 ・陸上競技、フェン 在勤在学在住 22講座 220 ・体協と各
ーツ教室の開 によって様々なス シング、体操、水 者 年450回 競技団体
催 ポーツを体験し、 泳 ソフトテニス 各講座 との連携、 、
（継続） スポーツの楽しさ スキーなど（22種 30名 を図る。

を体験する機会を 目）を実施する。
市 提供する。

・市民健康マラ ・マラソンを通し ・親子（２km 、３k 在勤在学在住 年１回 2,000 ・体協と各）
ソン て、市民の健康増 m、５km、10kmの 者 （11月） 競技団体
（継続） 進を図るととも 部門ごとにマラソ 1,500名 ・ボラン

民 に、親睦を深める ンを行う。 ティアと
場とする。 の連携を

図る。
・救急体制

には十分
健 に配慮す

る。

・市民体育祭 ・スポーツを通し ・各地区ごとに大会 市民 年１回 3,000 ・体育指導
（継続） て、住民相互の親 を行い、市民スポ （10月） 員との連

康 睦を図るとともに ーツフェスティバ 携 を 図
体力の増進を図 ルに代表チームが る。
る。 出場する。

・綱引き、フライン
グディスクゴル

ス フ、ターゲットバ
ードゴルフ、グラ
ンドゴルフ、スマ
イルボウリングの
５種目を行う。

ポ
・学校施設の開 ・学校体育施設を開 ・市内全小中学校の 市民 通年 0 ・学校との

放 放することで市民 体育施設を無料開 連携を図
（継続） にスポーツの場を 放する。 る。

提供する。ー

・いきいきエク ・高齢者を対象に健 ・いきいき体操、ウ 61歳以上 年10回 500 ・体育指導
ササイズ 康づくり・体力づ ォーキング、ハイ 40名 員・体協
（新規） くり・生きがいづ キング、その他ニ 各競技団

くりを目指す。 ュースポーツなど 体と連携
ツ ・年齢の近い仲間と を実施する。 を図る。

交流の場とする。 ・健康に関する講義 ・医師、看
を行う。 護師、学

校との連
携 を 図
る。

＜様式４＞
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対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

・集まれわんぱ ・様々な遊び、スポ ・体育指導員や各競 小学生 通年 4,000 ・体育指導
くキッズ ーツを体験させる 技団体指導者を学 員や各競

市 （新規） ことで、体を動か 童保育に派遣す 技団体指
民 すことの楽しさを る。 導者との
健 経験させる。 連携を図
康 る。
ス
ポ ・子育てわくわ ・親子で楽しめる軽 ・軽スポーツ・ゲー 未就学児保護 年６回 100 ・児童福祉

くクラブ スポーツを紹介 ムを通じた交流や 者 課などと

ー

ツ （新規） し、運動不足解消 子育てに関する講 30組 の連携を
と、仲間との交流 座を行う。 図る。
を深める。

・各種スポーツ ・競技選手を目指し ・陸上競技、水泳、 小学生 ３講座 300 ・体協と各
教室の開催 て各種目の基礎練 柔道を実施する。 各講座 年48回 競技団体
（継続） 習と基礎体力・技 30名 との連携

競 能の向上を図る。 を図る。

・指導力向上の ・組織的に指導者を ・トレーニングとリ 各競技団体指 年２回 80 ・体協と各
ための研修会 育成し、資質向上 ハビリについての 導者 競 技 団
（新規） を図る。 講習会を開催す 体、大学

技 る。 との連携
・選手の健康安全管 を図る。

理についての講習
会を開催する。

・市民体育大会 ・競技大会を開催 ・各競技ごとに競技 在勤在学在住 各競技 600 ・体協と各
ス （各種競技大 し、競技力を高め 大会を開催する。 者 年１回 競技団体

会開催 （継 る。 との連携）
続） ・他団体との交流を を図る。

図る。

・学校施設の開 ・学校体育施設を開 ・市内全小中学校の 市民 通年 0 ・学校との
ポ 放 放することで市民 体育施設を無料開 連携を図

（継続） にスポーツの場を 放する。 る。
提供する。

・国際大会・全 ・多くの市民に高度 ・国際女子ソフトボ 一般 各年１回 3,000 ・体協と各
国大会の誘致 なプレーを観戦す ール大会・全日本 競技団体
・開催 る機会を提供し、 実業団ソフトボー との連携

ー

（継続） 競技人口の拡大、 ル選手権大会・Ｖ を図る。
競技力の向上を図 リーグ大会等を誘
る。 致・開催する。

・プロ野球イー ・多くの市民にプロ ・プロ野球イースタ 一般 年１回 6,000 ・体協と各
ツ スタンリーグ 野球の醍醐味を観 ンリーグ公式戦を 競技団体

開催 戦する機会を提供 開催する。 との連携
（継続） し、競技人口の拡 を図る。

大、競技力の向上
を図る。

・アンケート調 ・市民の現状を把握 ・市民にアンケート 市民 年１回 5 ・ホームペ
査 し、ニーズを確認 調査を実施する。 ージを活
（新規） する。 用する。

・総合型地域ス ・総合型地域スポー ・総合型地域スポー 市民 年10回 10 ・ホームペ
ポーツクラブ ツクラブの理解を ツクラブを理解す ージ、広
の広報・啓発 図る。 るための情報を提 報誌を活
活動 供する。 用する。
（新規）

・総合型地域ス ・総合型地域スポー ・総合型地域スポー スポーツ関係 年10回 10 ・体協と各
ポーツクラブ ツクラブの必要性 ツクラブ設立準備 団体指導者 競技団体
設立準備委員 について、理解を 委員会を開催す 30名 との連携
会の立ち上げ 深めるとともに課 る。 を図る。
（新規） 題を明確にする。 ・情報交換・意見交

換を行い、課題解
決を図る。

総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
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Ⅴ 生涯スポーツ振興学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 いきいきエクササイズ

(2) 事業の目的 ・高齢者を対象に健康づくり・体力づくり・生きがいづくりを目指す。
・年齢の近い仲間との交流を深める。

(3) 実施主体 Ｔ市教育委員会スポーツ課

(4) 対象者・定員 61歳以上・40名

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～11月 １回の学習時間 ２時間×９回 ４時間×１回

(6) 学習場所 Ｔ市Ｈ総合運動公園他

(7) 学習目標 ・自分自身の体力にあわせた無理のない運動を心がけ、体力の維持増進を図
る。

・運動を通して、日常的な運動習慣を習得する。
・運動をしながら、仲間と交流し、社会へ積極的に参加する。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

みんなで楽しく健康作り ○開講式・オリエンテーションをす 社会教育主事 ・事業全体のねらいと展開第１回
５月 る。 大学教授など についての周知を行う。

○講義： 健康と運動」 医師、看護師 ・学習者の健康について配「
○健康診断をする。 体育指導員 慮し、自己管理に努める

・問診・身体測定・血圧測定・尿検 ように指導する。
査・視力・聴力 【会場】

○アイスブレイキングをする。 第１会議室
【教材・教具】
測定機器・音響機器

いきいき生活始めよう ○講義:「ストレッチと体操・ウォー 大学教授など 【会場】第２回
５月 キングの効果」 体育指導員 第１会議室・体育館

○ウォーキング・いきいきストレッチ 【教材・教具】
をする。 測定機器・音響機器

○体力測定を行う。
・握力・長座体前屈・上体起こし・

閉眼片足立ち・６分間歩行

ナイスバーディー！？ ○ウォーキング・いきいきストレッチ 社会教育主事 【会場】第３回
６月 ～ニュースポーツに をする。 体育指導員 グラウンド

チャレンジ１～ ○グラウンドゴルフのルールを学び、 グラウンドゴル （雨天時）体育館
各自の力にあわせて楽しくプレーす フ協会 【教材・教具】
る。 グラウンドゴルフセット

音響機器

子どもと遊ぼう ○ウォーキング・いきいきストレッチ 学童保育士 【会場】第４回
６月 をする。 社会教育主事 学童保育（市内小学校)校

○グラウンドゴルフを指導するととも 体育指導員 庭（雨天時）体育館
に、子どもと一緒に楽しむ。 【教材・教具】

グラウンドゴルフセット

これからの「食」 ○ウォーキング・いきいきストレッチ 社会教育主事 【会場】第５回
９月 をする。 体育指導員 中央公民館調理室

○講義： スポーツと食事」 栄養士 【教材・教具】「
～カルシウムの上手な取り方 食材・音響機器
～

○実習： 骨太クッキング」として、「
調理実習をする。

＜様式５＞
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回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

エースをねらえ ○ウォーキング・いきいきストレッチ 社会教育主事 【会場】第６回
９月 ～ニュースポーツに をする。 体育指導員 体育館

チャレンジ２～ ○ミニテニスのルールを学び、各自の ミニテニス協会 【教材・教具】
力にあわせて楽しくプレーする。 ミニテニスセット

音響機器

しゃるうぃーダンス ○ウォーキング・いきいきストレッチ 社会教育主事 【会場】第７回
10月 をする。 体育指導員 体育館

○さわやかダンスをする。 さわやかダンス 【教材・教具】
簡単ステップで、歌謡曲・ポップス 協会 音響機器

、 。・演歌など 色々な曲で楽しく踊る

すいすいアクアプログラム ○いきいきストレッチをする。 社会教育主事 【会場】第８回
10月 ○水中エクササイズをする。 体育指導員 温水プール

水中エクササイズ（ウォーキング、 スポーツクラブ 【教材・教具】
エアロビクス、スイム）で体に無理 インストラクタ アクアグローブ、ビート板
なく持久力をつける。 ー など・音響機器

Ｋ山いきいきチャレンジウ ○いきいきストレッチをする。 社会教育主事 【会場】第９回
11月 ォーク ○Ｋ山ハイキング 体育指導員 Ｋ山ハイキングコース

自然とふれあいながら、仲間と共に （４時間）
歩き、達成感を味わう。

みんなで語ろう ○ウォーキング・いきいきストレッチ 社会教育主事 【会場】第10回
11月 をする。 体育指導員 第１会議室

○健康診断をする。 医師、看護師 【教材・教具】
・問診・身体測定・血圧測定・尿検 測定機器・音響機器

査・視力・聴力 振り返りワークシート
○振り返り・各自の発表をする。

ワークシートに振り返りを記入し、
発表する。

○閉講式をする。
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第７節 環境教育計画
＜分析シート１＞

ＭＤ市環境教育計画

１ ＭＤ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｃ県の北西部、都心より20km圏に位置し、首都圏の典型的な住宅都市として発展してきた。

② ＪＲ線が市の市街西部をほぼ南北に走り、これを境にＥ川に至る低地とＳ台地の一部に属する起伏の多い台地

とに分割されている。

③ 人口は現在約47万人である。近年は、地域の大規模開発もなく、人口流入も抑制されつつある。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① ＭＤ市は市域の約72％が市街化され、多くが住宅地として利用されている。そのため、緑地とオープンスペー

スが少ない。

② 家庭内のゴミ分別や節電に対する住民の意識が高い反面、ゴミのポイ捨てなどモラルの低下が見られる。

③ 市民生活に直接係わりのあるごみ処理施設の整備を中心とした生活環境整備と清掃事業が推進されてきた。

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育所) 40（49） 公 民 館（分館を含む） 20

小 学 校 47 青少年会館 ２

中 学 校 21 図 書 館（分館を含む） 20

高 等 学 校 10 市民会館・ホール・劇場 ３

大 学 ・ 短 大 ４ 博物館・歴史館 ２

専 門 学 校 18 スポーツ施設 19

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 市内に20の公民館と３の市民会館等を整備し、地域のコミュニティー活動の拠点として生涯学習を振興し

ている。

② 環境教育については、主に環境計画課及び学校教育課を中心に推進している。

③ 市民がゆとりや生きがいを実感できるように、市民の文化活動への参加を積極的にすすめるとともに、優

れた文化・芸術に気軽に親しめる機会を提供するなど、文化ホールや市民会館を活用した文化活動のための

環境を整えている。

④ 人権尊重都市宣言を行い、一人一人の人権が尊重される社会を目指して、積極的に取り組んでいる。
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２ 環境教育の現状と課題

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

家

庭

・エコロジーに対す
る消費者の意識の
向上を図る。

・生活排水やゴミの
減量化・資源化を
推進する中で、環
境意識の向上を図
る。

・住民に緑を育てる
心を養う。

身近なことから始め
てみませんか（講座）
（社会教育課）

エコロジー講座
身近な地球温暖化防
止対策講座（公民館）

緑のまちづくりに向
けて（講座）（公民
館）

ゴミ減量啓発・促進
事業（環境計画課）

花いっぱい運動
（みどりと花の課）

・一般に周知されて
おらず、一部の参
加者にとどまって
いる。

・家庭から出るゴミ
の分別化はできて
いるが、地域にお
ける実践に繋がっ
ていない。

・参加者だけの楽し
みに終わり、市全
体への広がりが見
られない。

・事業所等からの協力を得
る。

・インターネット等を使っ
て情報を発信する。

・NPOや関係機関との連携
の中で、市全体として取
り組む。

・花作り講座の開設
・住民参加コンクールの創

設

地

域

・散乱ゴミを出さな
い住民の意識づく
りを行う。

・地域ゾーンの特色
にあわせた緑化を
推進する。

・豊かな自然が残る
魅力ある河川の保
全の大切さを啓発
する。

・トンボや蛙などが
生息する水辺環境
を創造する。

・安全で快適な地域
づくりを目指す住
民の意識を高めさ
せる。

貝塚を考える(教室)
（社会教育課）
環境情報の提供（広
報・冊子・ネット）
講演会・観察会の開
催（社会教育課）
地域生態学入門（講
座）（社会教育課）
市内巨樹古木ツアー
（教室）（社会教育
課）
竹炭づくり（教室）
（社会教育課）
リーダーキャンプ
（公民館）

水生生物による河川
調査（調査）

自然環境講座（公民
館）

Ｅ川クリーン作戦
（環境計画課）
水辺環境整備（環境
計画課）

環境ボランティア活
動への参加（環境保
全課）

・学習者に必要な情
報が手に入りにく
い。

・単発的事業である
ので、一過性であ
ることが多い。

・参加者の目的意識
がそれぞれ違うこ
とが多く、参加者
が限られている。

・調査活動に終わる
ことが多く、次の
活動に発展するこ
とが少ない。

・首長部局との連携
体制がない。

・ＨＰのコンテンツの内容
充実を図る。

・学習者のニーズに合った
情報提供をする。

・博物館等と連携した総合
的講座の企画

・広報の充実
・ボランティアリーダーの

養成

・調査結果の２次、３次的
利用の促進

例）ホームページの作成
データを生かした講座
の開設等

学

校

・自然に対して豊か
な感性や周囲の環
境を保全しようと
する態度を育て
る。

・環境問題や環境に
対する人間の責任
や使命について理
解を深める。

・環境問題を解決す
るための技能を身
につけ、自分でで
きることを実行し
たり、情報を発信
したりする。

林間学校(学校教育)
環境チェックノート
（環境計画課）
小中学校合同Ｓ川調
査（学校教育課）
｢わたしたちの環境｣
・「身近な自然」冊

子配布（学校教育
課）

・子どもエコクラブ
育成事業（環境省）

・学習スタート時で
のつまずきから継
続が難しい。

・子ども達の主体的
活動のため、時間
がかかる。

・現状と内容の食い
違いがある。

・エコクラブサポー
ターの不足

・学社連携・融合に
よる取り組みが不
十分である。

・チェックノートの柔軟な
活用方法を周知する。

・継続調査を行う。また、
調査対象河川を拡大す
る。

・現状に合わせた内容に改
訂する。

・サポーター養成講座の開
設

・ビオトープづくりを通し
て、水辺環境の保全のた
めの実践力を身につけさ
せる。

・NPOや民間等関係団体と
の連携を図る。

企

業

・

団

体

・既存エネルギーの
見直しを行い、環
境意識の向上を図
る。

・エコエネルギーや
リサイクルの利用
を促進する。

・地域環境づくりへ
の積極的参画を促
す。

エコオフィス行動プ
ラン（環境計画課）

・企業毎の取り組み
が把握されていな
い。

・企業が地域と結び
ついた学習機会が
ない。

・企業との連絡協議
会等の連絡機関が
設置されていな
い。

・企業の取り組みを調査
し、把握する。

・企業等のリーダーのエコ
マインド養成講座を充実
させる。

・公民館等と共催して学習
機会を提供する。

・ＰＲ館を活用した事業を
行う。
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度環境教育事業計画）

(1) 社会教育目標 ・学ぶ習慣を身につけた市民を目指そう。

・自ら問題を見つけ、解決する力を身につけた市民を目指そう。

(2) 環境教育目標 ・自然を理解し、自らの役割のなかで環境と調和した生活を築こう。

・自然を大切にし、その出会いを喜びと感じる豊かな心を育てよう。

・身の回りの環境を振り返り、よりよい環境づくりに努めよう。

・「地球市民」として、環境問題に積極的に取り組もう。

(3) 社会教育行政目標 ・生涯にわたる学習活動を推進する。

・家庭・地域の教育力回復の施策を推進する。

・学習機会・場、情報提供の充実を図る。

・地域文化の保護・継承・創造に向けた支援を行う。

・人権意識の高揚を図る。

(4) 環境教育行政目標 ・環境政策への住民参画体制を整備する。

・環境を配慮した生活や事業活動の実践を促進する。

・環境ボランティア育成に努める。

・独自の取組を実践するための地域活力を増進する。

・庁内各部門の環境政策への参画と環境実績を確保する。

・環境推進体制の整備と評価システムづくりに努める。

(5) 環境教育年間事業計画表

区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

総

合

３つのＲでゴ

ミを減らそう

環境・リサイ

クルフェステ

ィバル

花いっぱい運

動

市民大散歩会

ゴミ減量、資源化に

関する広報活動を推

進する。

地球環境保護の視点

に立ち、循環型社会

の構築を目指して、

その啓発・推進を行

う。

花いっぱい運動を通

して、環境美化への

意識の高揚を図る。

ＭＤ市の環境に触

れ、自然に親しむ心

を養う。

・ポスター、パンフ

レットの作成、配

布

・マスコミ等を使っ

た広報活動

・エコ商品づくり体験

・環境エコカーの試

乗会

・おもちゃの病院

・記念講演会

・環境エネルギー展

・ＭＤ市の自然写真

展

・苗、土づくり講座

・ガーデニング教室

・花いっぱいコンク

ール

・市民大散歩会

市民一般

市民一般

市民一般

市民一般

年間

年１回

２月

年間

９月

1,000

5,000

2,000

500

環境計画課

社会教育課

共催

首長部局

各関連部局

社会教育課

みどりと花

の課共催

コンクール

：６月開催

環境計画課

健康福祉課

共催

成

人

「これがわた

しのおすすめ

びゅ～」をつ

くろう！

環境学習やマップづ

くりを通して、環境

保全や改善への関心

を高め、実践力の向

上を図る。

・現地調査

・マップ作成

・ウォークラリー

・ワークショップ

※事業終了後市民大

散歩会に向けての

準備（環境マップ

を使って）

成人

50人

５～８月

全10回

２～３ｈ

300 環境計画課

河川清流課

社会教育課

共催

各環境施設
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区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

成

人

エコエコ・マ

マ＆パパ

（地域のママ

とパパです）

あなたの姿が

手本です

大人のための

ビオトープづ

くり

ゴ ミ は ど こ

へ？

ＭＤクリーン

アップキャン

ペーン

エコロジーに係わる

講座を通して、環境

保全への意識の高揚

と実践力を養う。

環境問題解決のため

のリーダーを養成す

る。

自然と共生した生活

を目指し、地域の環

境に配慮した態度を

養う。

ゴミ処理の方法の実

体を知り、環境問題

への関心を高くさせ

る。

新しく施行された

「安全で快適なまち

づくり条例」の普及

を図る。

・エコ商品の紹介

・エコクッキング教

室

・リサイクル商品の

開発

・環境全般に関する

講話

・ワークショップ

・ボランティア活動

の実践

・ビオトープづくり

・観察（動植物の環

境変化）

・手入れ

・ゴミ処理について

学ぶ（昔と今）

・焼却場、処分場見

学

・ボランティア募集

・ノーポイ運動

・街頭キャンペーン

成人

40人

男女性各20人

成人

20人

成人

成人

50人

成人50人

（ボランティ

ア）

２ヶ月

５回

２ｈ

２ヶ月

５回

２ｈ

年間

２ヶ月

４回

４月１日～

４月７日

50

50

500

50

130

社会教育課

消費者友の

会共催

社会教育課

子育てNPO

環境計画課

社会教育課

共催

環境計画課

社会教育課

共催

環境計画課

社会教育課

共催

各関連部局

青

少

年

チャレンジ

・マイ・リ

ヴァーinＭ

Ｄ市

かんきょう

をチェック

するノート

野外活動を通し

て、自然に親しみ、

河川の浄化と愛護

に努める心を育て

る。

よりよい環境づく

りをしようとする

態度を育てる。

・動植物についての

学習

・河川流域環境調査

・探検ツアー

・チェックノート配布

・生活環境の自己評価

小中学生

40人

市内小学５

年生

３ヶ月

７回

２ｈ

年１回配布

100

60

河川清流課

社会教育課

学校共催

学校教育課

環境計画課

共催

企

業

・

団

体

企業環境奨

励制度

エコ・マイ

ンド講座

企業・団体の環境

への取り組みに対

する奨励制度の整

備を行う。

環境について幅広

い視野を持ち、環

境学習についての

リーダーを養成す

る。

・奨励制度の創設

・地球環境・環境保

全活動についての

学習

・自然観察・水質調

査等の体験活動

・プログラム作成・

体験

企業・団体

地域、企業・

団体のリー

ダー

30人

年間

年８回

５～２月

２ｈ

500

100

環境計画課

商工観光課

社会教育課

共催

民間事業者

環境計画課

社会教育課

共催
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Ⅴ 環境教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 「これがわたしのおすすめびゅ～」をつくろう！

(2) 事業の目的 環境学習やマップづくりを通して、環境保全や改善への関心を高め、実践

力の向上を図る。

(3) 実施主体 環境計画課、河川清流課、社会教育課共催

(4) 対象者・定員 成人・50人

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～８月 １回の学習時間 ２～３時間×10回

(6) 学習場所 博物館、図書館、ＭＤ市内各所（公民館・分館含む）

(7) 学習目標 ・環境学習やマップづくりを通して、環境保全や改善への関心を持とう。

・環境改善の実践を身につけよう。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１ ＭＤの自然Ⅰ いまとむ

かし

・開講式（オリエンテーション）

・アイスブレーキング（グループ分けを

行う）

・講座（ＭＤ市の50年前と今の自然環境

全般）

・ふりかえり（感想発表、環境チェック）

環境計画課職員

社会教育主事

博物館職員

博物館

視聴覚機器等

環境チェックカード

（１～５回使用）

２ｈ

２ ＭＤの自然Ⅱ 野鳥ウォ

ッチング

・講座（ＭＤ市の野鳥を中心に）

・ふりかえり（感想発表、環境チェック）

ＭＤ野鳥の会会

長

社会教育主事

博物館

視聴覚機器等

２ｈ

３ ＭＤの自然Ⅲ 身近な草

木を見に行こうよ

・講座（ＭＤ市の植物を中心に）

・ふりかえり（感想発表、環境チェック）

Ｃ大学園芸学部

教授

社会教育主事

博物館

視聴覚機器等

２ｈ

４ ＭＤの自然Ⅳ だれがわ

たしをくるしめるの？

・講座＆参加体験型学習（ＭＤ市の生活

公害について：水質、騒音、大気汚染

etc）

（参加体験型学習は水質について行う）

・ふりかえり（感想発表、環境チェック）

Ｃ県環境研究セ

ンター職員、

環境ボランティ

ア

社会教育主事

博物館

視聴覚機器等

水槽等実験セット

２ｈ

５ 22世紀の森と広場でミニ

ミニマップをつくろう！

・フィールドワーク（現地にて）

・模擬マップ作成（現地にて）

・ふりかえり（感想発表、環境チェック）

環境計画課職員、

河川清流課職員、

森と広場ボランテ

ィア、生き物調査

調査員

22世紀の森と広場

デジカメ

３ｈ

６ おすすめマップづくりⅠ

環境びゅ～ポイントを決

めよう！

・グループ協議

（希望により３～６のエリアに分かれ

調査を行う場所、内容、手順、方法等

を決定する）

環境計画課職

員、社会教育主

事

博物館

参考資料「生きもの調査報

告書」

３ｈ

７ おすすめマップづくりⅡ

びゅ～ポイントの蟻ん子

隊調査

・フィールドワーク（グループ毎に現地

にて）

・現地調査

環境計画課職

員、河川清流課

職員、環境ボラ

ンティア、町内

会長

ＭＤ市内各所

デジカメ、ＭＤ市マップ

３ｈ

８ おすすめマップづくりⅢ

バードびゅ～

・フィールドワーク（グループ毎に現地

にて）

・調査のまとめ

環境計画課職

員、河川清流課

職員、環境ボラ

ンティア、町内

会長

ＭＤ市内各所

デジカメ、ＭＤ市マップ

３ｈ

９ おすすめマップづくりⅣ

ビストロびゅ～

・マップ作成

（地図、コメント、写真を工夫しなが

ら作成する）

環境計画課職

員、環境ボラン

ティア

図書館

３ｈ

10 これがわたしのおすすめ

びゅ～

・発表会（マップ）

・ワークショップ

（環境チェックカードをもとにして～

環境に対する気づき～）

・閉 講 式

環境計画課職

員、社会教育主

事他講座等学習

支援者

博物館

環境チェックカード

視聴覚機器

３ｈ

※ 事業終了後市民大散歩会に向けての準備（環境マップを使って）
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Ⅵ 学習展開計画（展開プログラム）

(1) 事 業 名 「これがわたしのおすすめびゅ～」をつくろう！ 第４回（６月４日 金曜日）

(2) 学習テーマ ＭＤの自然Ⅳ ～だれがわたしをくるしめるの？～

(3) 学習目標
身近な環境問題について関心を持つとともに、自分の生活が環境にどうかかわっているかを理解す

る。

(4) 準備するもの（チェックリスト）

□ 色つきシール □ 水槽等実験セット

□ 旗 □ アンケート用紙

□ レジュメ □ マジック

□ プロジェクター □ 新 聞 紙

□ パソコン □

□ 模 造 紙 □

□ 付 箋 紙 □

□ は さ み □

(5) 会 場 図

(6) 展 開

展開 時間 学 習 活 動 学習支援者 留 意 点 備 考

導

入

10 １ アイスブレーク

①「同じ色に集まれ!!」

・コミュニケーションとグル

ープ分け

②「旗揚げアンケート」

・身近な環境についての質問

し、学習の下地を作る。

社会教育主事 ・コミュニケーションがうま

く取れない人はいないか注

意する。

・身近な質問からはじめて、

環境に関する質問を行い講

義につなげる。

［会議室］

色つきシール

旗（グループ数分）

展

開

50

25

15

１ 講義・演習

①講義「Ｃ県の環境問題」

②演習「Ｏ川の水質検査」

学習支援者の説明にしたがっ

て、各グループごとに水槽実

験を行う。

最後に、学習支援者からのま

とめの話を行う。

２ 話し合い

「身近な生活公害について考える」

～日常生活の中で環境を汚染

しているものは何でしょう～

①グループ内自己紹介、役割分

担

②ＫＪ法による問題点の抽出

３ 発 表

各グループごとに発表する。

Ｃ県環境研究セ

ンター職員

環境ボランティ

ア

社会教育主事

社会教育主事

学習リーダー

・レジュメの配布と機器の動

作確認を行っておく。

・グループ内で演習に参加で

きない人がいないか注意す

る。

・演習中に薬品等の取り扱い

に注意を促す。

・話し合いのポイントを板書

して明示する。

・巡回して必要に応じて助言

する。

・発表の視点を確認する。

・発表する順番を参加者に決

めてもらう。

レジュメ、プロジェ

クター、パソコン

水槽等実験セット

模造紙、マジック、

付箋紙、はさみ、新

聞紙

ま

と

め

10

５

５

１ ふりかえり

①この時間で考えたこと

②環境を守る日常生活とは

２ 次回の内容について

３ アンケート

社会教育主事

社会教育主事

環境ボランティ

ア

・学習目標に関わる質問を

し、気づきを促す。

・次回の学習に対して興味を

持つようにする。

アンケート用紙

教

材

置

場

演 台
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第８節 人権教育計画

＜分析シート１＞

Ｔ市人権教育計画

１ Ｔ市の概要
(1) 地勢・地域条件等

① Ｔ市はＩ県の南部にあり、Ｋ浦の西に位置し、市域は、Ｓ川がＫ浦に注ぐ一帯の低地と周辺の広大な大地とで
形成され、123.54km の面積を有している。2

古くから県南地方の政治、経済、文化の中心をなし、県南随一の商都として発展してきた。

、 、② 首都Ｔから60km圏内にあり Ｔ研究学園都市に隣接しＮ国際空港やＫ港に近接するなどその地理的優位性から
国のグレーターＴ構想の中でも枢要な地域として位置づけられている。

平成12年度には、21世紀初頭のＴ市づくりとの指針「第６次Ｔ市総合計画」を策定し 「心豊かな市民生活の、
創出 「活力あふれるまちの実現」を基本理念に、将来像である「生き生きと輝く人と環境に優しいまちＴ市」」
づくりを目指した努力が続けられている。

③ 人 口
Ｔ市の人口は、平成18年４月現在、143,262人（男71,250人 女72,012人）で、世帯数は53,633世帯である。
うち、外国人登録者数は3,348人、就業人口は67,642人となっている。人口割合は０～14歳は14.6％、15歳～

64歳は70.1％、65歳以上は15.2％である。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① 豊かな自然環境を生かし、業務機能等の近接性に配慮した住宅の整備を進めるなど、ゆとりとうるおいのある
職住近接型の住環境づくりに取り組んでいる。Ｔ市駅前地区は、商業・業務・住居・福祉施設等の複合施設を備
えている。

② 産業は、第３次・第２次・第１次（但し、兼業農家が多い）の順で就業人口が多く、経済成長率は、わずかだ
かマイナスの状況になっている。れんこんの生産が日本一である。

③ 日帰りレジャー、国内観光旅行、散策・ウォーキングをする市民が50％を超え、80％以上の市民がスポーツ、
趣味・娯楽、旅行等を楽しんでいる。活動形態は個人的活動が最も多い。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数（私立を含む） ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

22（19） 地区公民館 ８幼稚園(保育所)

小 学 校 20 図 書 館 １

中 学 校 10 市民会館 ２

高 等 学 校 ８ 青少年の家 １

大 学 ・ 短 大 ２ 博 物 館 ２

専 門 学 校 ５ 社会体育施設 15

広域社会教育施設 ２

その他の社会教育施設 ７

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 生涯学習に対する関心が高く、公民館や社会教育に関する施設などハード面が充実している。

② 人権意識の高揚を図るために、行政では６つの人権課題に関する出前講座や、20本の人権に関する視聴覚
教材の貸し出しを中心に行い、市民の学習に寄与している。

③ 以前に比べて、社会教育関係団体からの人権に関する出前講座や、視聴覚教材の貸し出しが増えており、
人権に対する関心が高くなってきているが、個人の関心度は高いとは言えず、市全体を見据えた人権意識の
高揚が課題である。
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２ 人権教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

○人権問題の理解、 ・人権擁護の街頭活 ・小学生を対象とし ①啓発・広報が地域 ①テレビやインターネッ
差別の解消に努め 動 た人権教室の開催 の人々に十分伝わ ト、市報等の既存の活動
るため、市民の人 （生涯学習課） （広報広聴課） っていない。 に加え、社会教育施設や
権問題に関する学 ・紙芝居や絵本、パ ・学校における人権 情報を受け取りづ 民間との連携を促進し、

啓 習意欲の向上を目 ネルシアターを使 尊重教育の推進 らい人への配慮。 様々な機会を有効に活か
指し、広報紙等を ったおはなし会 （指導課） す。
通して啓発活動を （図書館） ・男女共同参画セン ②市民の人権に対す ②とりあげる人権課題や対

発 促進する。 ・ビデオの貸し出し ターフェスティバ るイメージが抽象 象者（子ども、大人、外
（生涯学習課） ル 的で、人権が身近 国人等）を明確にした啓

・図書館・社会教育 男女共同参画課 な問題であるとい 発活動を行い、地域の人（ ）
・ センター・各地区 ・広報紙 う意識が低い。 々が人権問題を身近に感

公民館における啓 （広報広聴課） じるようにする。
発 ・市のホームページ

広 ・人権教育ビデオ （広報広聴課）
（約20本）を所蔵 ・ケーブルテレビ
し、研修時等に使 （民間）

報 用
（生涯学習課）

・人権啓発資料の配
布

（生涯学習課）

○人権問題、差別問 ・パソコンIT講習会 ・要約筆記講座事業 ①講義型の講座が多 ①参加体験型学習をはじめ
題に関する理解を （生涯学習課） （障害福祉課） い。 とした、多様な学習機会

学 深めるため、学習 ・障害者向けパソコ ・自己表現トレーニ を提供する。
者の実態、地域の ンIT講習会 ング ②参加者の開拓。 ②公民館講座の内容の充実
実情等をふまえた （生涯学習課） 男女共同参画課 を図る。（ ）

級 うえで学習機会の ・ 世界の友達と話 ・女性のための生活 ③人権を主題とした ③個人向け事業の充実を図「
提供に努める。 そう」事業 セミナー 事業が団体向けの る。

（生涯学習課） 男女共同参画課 事業に偏ってい（ ）
・ ○各種の学級・講座 ・いきいき出前講座 ・男性のための生活 る。

等で人権尊重の学 （生涯学習課） セミナー ④大学・専門学校と ④学生と連携したプログラ
習を取り入れるよ ・家庭教育学級での 男女共同参画課 の連携。 ムを設ける。（ ）

講 う提言していく。 人権学習会
（生涯学習課）

・学級・講座等での
座 人権・同和問題学

習会
（生涯学習課）

○人権問題に関して ・学級・講座等での ・手話奉仕員養成研 ①講習した内容を実 ①人材バンクを中心とした
深い知識と理解を 人権同和問題指導 修会 際の現場で生かさ 受け皿作りを多く設定す
持つ指導者を養成 者研修会 （障害福祉課） れる機会が少な る。

研 するため、各種研 （生涯学習課） い。
修会へ積極的に参 ・教育委員会、学校 ②研修者が学習した ②研修者が所属する各機関
加する。 教職員への人権同 事柄を、自分の所 で研修報告会を行うよう

和問題研修会 属する各機関へ伝 促す。
修 （生涯学習課） 達する機会が不十

・各種研修会への職 分である。
員の参加
（ ）行政職員・学校職員

○人権学習に関する ・人権相談 ①人権学習に特化し ①人権学習の相談窓口を開
相談体制を整え、 （広報広聴課） た相談の窓口がな 設する。
関係機関と協力し ・女性問題相談 い。
て市民の人権感覚 男女共同参画課 ②民間・団体との連 ②人権学習を扱う民間・団（ ）
を涵養する。 ・教育相談及び学校 携が不十分であ 体への支援を行う。

内の相談窓口 る。
（指導課） ③人権学習の相談に ③人権学習の相談に関する

・ふれあい訪問電話 関する指導者の不 指導者育成を図る。
サービス 足

（障害福祉課）

相

談

・

連

携

＜分析シート２＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度人権教育事業計画）

(1) 社会教育目標 一人ひとりが尊重され、お互いを尊重しあう 「誰もが健やかに暮らせる、
やすらぎに満ちた社会」を実現しよう。

(2) 人権教育目標 人権意識の高揚を図るとともに、人権問題に対する理解を深めるため、人
権尊重の教育を基盤とした人権教育を、様々な学習機会等を通して効果的
に推進しよう。

(3) 社会教育行政目標 市民一人ひとりが、お互いを尊重し、学習を通して、地域社会の一員とし
て相互支援を育む学習ができるよう、また、学習を通して、学ぶことの楽
しさや生きがいを共有できる場づくりができるよう支援する。子どもから
高齢者、障害のある方まで、すべての市民が、いつでも、どこでも、誰も
がともに学べる学習機会を提供できる環境を整備する。

(4) 人権教育行政目標 (1) 人権に対する関心を高めるため、他部局と協力して効果的な啓発を
行う。

(2) 市民の誰もが人権に関する学習を行えるよう、多様な学習機会の提
供に努める。

(3) 市民の自発的な学習活動を支えるため、相談体制を整備し、指導者
の育成に努める。

(4) 関係機関と連携し、人権に対する理解のある社会を構築する。

(5) 人権教育年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

人権啓発広報活 ・具体的な事例を通 ・12ある人権課題を 市民 随時 3,500
動 した啓発活動を行 月毎にクローズア
12の人権課題 うことで、市民が ップし、広報紙、（ ）

（拡充） 人権を身近に感じ 冊子、ケーブルテ
られるよう促し、 レビ、ホームペー

啓 更に人権活動につ ジ、ポスター等の
ながるよう人権意 メディアで広報す
識の形成を図る。 るとともに、人権

活動参加支援とし
て人権教育活動を

発 市民に紹介する。

Ｔ市人権啓発フ ・一人ひとりが人権 ・パネル、ステッカ 市民 年１回 1,500 NPO等の民
ェスティバル を身近な問題とし ー、テキストブッ 2,000人 12月10日から 間団体の活
2006！（新規） て捉え、相手の立 クの作成。 一週間（人権 用と、参加

・ 場を理解できる人 ・生涯学習センター 週間） 者の体験活
権意識の養成を図 において、民間と 動を重視。
る。 の連携による啓発

活動の実施。
（絵画展、講演、演

広 劇、映写会等）
・人権を身近に体験

できるイベントの
開催。

報 みんなで作ろう ・市民から人権標語 ・人権標語の募集 15歳以上（中 期間 300
人権標語！ を募集すること と、標語採用者へ 学生を除く） 10月～11月
（新規） で、市民の人権意 の表彰。

識の高揚を図る。 ・採用された標語を
様々な機会で活用
する。

＜様式４＞
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対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

『ココロ』をつ ・人権についての多 ・フィルムフォーラ 地域住民 ６回 90
なぐふれあい講 様な捉え方・認識 ム、ロールプレイ 50名
座～人権ってな を学習し互いの交 ング、パネルディ
に？～（新規） 流を通して、豊か スカッション、ア

な人権感覚を磨 サーティブトレー
学 く。 ニング、ブレーン

ストーミング等の
ワークショップを
通して人権感覚を

級 豊かにする。
・地域の優先課題を

５つ設け、適した
ワークショップを

・ 取り上げて各講座
を構成していく。

ココロちゃんの ・地域課題である人 ・県の人権啓発キャ 市民 通年 0 ホームペー
講 人権講座 権問題の現状につ ラクター「ココロ ジの開設を

（新規） いて理解を深め ちゃん」を起用し 広報紙によ
る。 た人権教育に関す り広く市民

・大学・専門学校の るホームページの に知らせ、
座 学生ボランティア 開設。 アクセス数

を募り、ホームペ ・掲示板 チャット の増加につ、 、
ージの共同作成を Ｅメールを内容に なげる。
通じて人権問題に に盛り込み、地域
対する理解を図 住民の意見交流の
る。 場とする。

「共生」コーデ ・障害を持つ人が、 ・障害者がかかえる 社会福祉 ６回 120 市長部局予
ィネーター養成 日常生活の中でバ 社会的背景と「共 ・行政関連団 算
塾 リア負担を少なく 生」の意義を学び 体指導者 修了者は相
＜研修＞ するために、様々 ながら、ボランテ 20名 談窓口で活
（拡充） な場面で活動・支 ィア活動支援と人 用

援・調整ができる 材バンクを中心に
研 人材を育成する。 調整や斡旋などの

活動を行う。

「みんなにやさ ・人権問題を扱う団 ・人権、同和問題に 行政・教育・ ６回 120 修了者は相
しい街づくり」 体・行政職・教育 関する教育を社会 関連団体指導 談窓口で活
プログラマー養 職などを対象に指 教育・学校教育な 者 用

修 成塾 導者を養成し「み どの実際の現場 20名
＜研修＞ んなにやさしい街 で、有効に指導で
（拡充） づくり を目指す きるように研修報」 。

告会を含めた実践
的プログラムを作
成し、理解や啓発
を促す。

ネット人権学習 ・関連行政・民間・ ・人権学習相談支援 関連行政 随時 100 パンフレッ
相談支援窓口 団体に呼びかけ、 窓口の設置 民間団体 トの作成
（新規） 人権学習相談支援 ・ネットワーク化し 市民

のネットワーク化 た各施設における
を図り、上記各機 情報収集や情報提
関からの情報収集 供
・情報提供も可能
にしていく。

人権学習チーム ・ネットワーク化し ・チームによる情報 指導者 月２回 500 人権学習指
カウンセリング た関連行政・民間 収集や情報提供 市民 導者の配置
（新規） 団体から指導者を ・人材を求めている

募り、チームを組 人への橋渡し
み、多様な学習相 ・相談を通した指導
談支援への対応を 者の資質・能力の
図る。 向上

・多様な相談活動を
通し、指導者自身
の力量を高めてい
く。

相

談

・

連
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Ⅴ 人権教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 『ココロ』をつなぐふれあい講座～人権ってなに？～

(2) 事業の目的 人権についての多様な捉え方・認識を学習し互いの交流を通して、豊かな人
権感覚を磨く。

(3) 実施主体 Ｔ市教育委員会 生涯学習課

(4) 対象者・定員 地域の成人一般 定員50名

(5) 学習期間・学習時間（回数） ９月～11月 １回の学習時間 ２時間×４回、３時間×２回

(6) 学習場所 公 民 館

(7) 学習目標 人権問題について広範な知識を習得するとともに、参加型学習を通して実生
活に即した人権感覚を養い、人権に対する理解のある市民を育成し、地域社
会の人権に対する意識高揚を図る。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１ ウォーミングアップ ・オリエンテーション 社会教育主事 日曜日
『人権』って何だろう？ ・アイスブレーキング 県人権・同和教 10：00～12：00

９月 ・講義『12の人権課題』 育室職員
・ワークショップ

２ 同和問題を考える ・ビデオ視聴 社会教育主事 日曜日
すべての人が輝くために （県制作映画『３人兄弟』を視聴） 総務課職員 10：00～12：00『 』

９月 ～身近にある差別～ ・講師によるレクチャーと質疑

３ 高齢者・障害者差別 日常生活（散歩・通勤・家事等）や就 社会教育主事 日曜日
かわいそう？その前に… 職・結婚などの場面設定をして、高齢 高齢福祉課職員 ９：00～12：00「 」

10月 ～ノーマライゼーションの 者（高齢者体験スーツの着用 ・障害 障害福祉課職員）
社会を目指して～ 者（アイマスク・車いすなどの利用） 人権教育プログ

の疑似体験を行う。その後、参加者全 ラマー
員で高齢者や障害者差別について考え
る。最後にまとめの話を聞く。

４ 子どもと人権 日常生活の中で、隣近所などの自分の 社会教育主事 日曜日
「となり・近所から 身近な地域で、子どもに対しての暴力 児童相談室相談 ９：00～12：00

10月 見つめる子どもの人権」 や虐待を見つけた場合、どのように対 員
処すべきか、具体的な事例を交えなが スクールカウン
ら意見を交換する。 セラー
また 「子どもの人権 」とは何か、子 民生委員、
どもの心を健全に育てるための大人の 地区長
役割について考える。 PTA代表

＜ ＞ 研修修了者などワークショップ・パネルディスカッション

５ インターネットと人権 ・インターネットによる人権侵害につ 社会教育主事 日曜日
「ネチケットってなに？」 いて考える。 Ａ山学院大学助 10：00～12：00

11月 （例：掲示板への誹謗・中傷の書き 教授
込みについて考える ） （情報）。

・講 義
・グループによる事例研究

６ ま と め ・グループごとに学習成果の出し方を 社会教育主事 日曜日
「想いを形に」 討議する。 人権活動団体 10：00～12：00

11月 ・発表・質疑・応答 ・アンケートの実施
・修了証の交付を受ける
・学習成果を活用する場の情報提供を

受ける
・閉 会 式

＜様式５＞
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第９節 国際理解教育計画

＜分析シート１＞

Ｓ市Ａ区国際理解教育計画

１ Ｓ市Ａ区の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｍ県の中央部に位置し、北西方向に帯状に広がっている。Ｈ川（全長35km）が区内を東西に貫いている。

② 近代的な都市機能と豊かな自然環境が共存する。

③ 人口は、282,199人であり、20代の占める割合が高い。

０～14歳（12.8％ 、15～64歳（70.5％ 、65歳以上（16.8％）） ）

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① 区の中央に行政機関・金融機関・事務所・商店が集中し、新旧の住宅団地群が丘陵地帯に広がる。

② 東部は、宅地開発と区画整理が行われ人口が急増、北西部では畜産・農林業などが営まれている。

③ 外国人登録者は約１万人（平成17年）で、そのうち留学生数は1,800人である。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

32（28） 公 民 館（市民センター） 16幼稚園(保育所)

小 学 校 31 博物館・資料館 21

中 学 校 21 コミュニティ・センター 13

高 等 学 校 15 文化会館 10

大 学 ・ 短 大 ８ 美 術 館 ６

専 門 学 校 27 国際センター １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① Ｔ大学をはじめ多くの大学、研究機関、専門学校があり、文教ゾーンを形成しているとともに、国際文化

交流の拠点施設である国際センターが設置されている。

② SLLプラン21（平成６年）で市民一人一人が生きがいのある充実した学習を実現するため 「市民による市、

民のための生涯学習」を基本理念として掲げている。

③ 生涯学習に関する調査の結果、住民が希望する学習内容は以下の通りである。１位：パソコン（37％）

（ ）。 、 、 、２位：英語・英会話 12％ 年齢別に見た英語・英会話の希望状況は 20代では１位 30～40代では２位

50代は４位となっている。また、60～70代は５位以内にランクされていない。 ＊平成17年調査
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２ 国際理解教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成の施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 ための方向性
民間・団体等

・国際社会に積極的 ・英語で遊ぼう ・小学校英語活動サ ・社会教育と学校教 ・関係機関のネットワ
に対応する教育と 小学１・２年生 ポート事業（学校 育の連携が不十分 ークを強化し、連携（ ）
子供の個性を尊重 （生涯学習課） 教育課） であり、系統的で を図っていく。

、する教育を充実す ・チャイルドスクー ・青少年国際理解講 ない。 ・地域人材等を活用し
教 る。 ル 座（Ｓ国際交流協 ・帰国子女対策が少 帰国子女の心のケア

青 室 小学４・５年生 会） ない。 をする。（ ）
・ （生涯学習課）
講 ・キッズクラブ

（ ）座 小学１～３年生
少 （生涯学習課）

・子ども自由塾
（ ）小学３～６年生
（生涯学習課）

年
交 ・様々な分野におい ・国際交流事業 ・ホームステイプロ ・交流の場面で、派 ・インターネットを積
流 て、海外都市との 青少年の海外派 グラム ユネスコ 遣先での治安に対 極的に活用し派遣先（ ）

。事 多様で重層的な交 遣、受け入れ ・アメリカ交換留学 する不安が残る。 の情報の収集を図る
業 流を作り出す。 （生涯学習課） 生（ユネスコ） ・新たな国際交流プロ

グラムを開発する。

・外国の文化・生活 ・タイについての井 ・国際理解教育支援 ・取り上げる題材が ・多様な講師を開拓す
について学ぶとと 戸端会議 公民館 事業（MIA） 表面的であるとと る。（ ）

教 もに国際理解を深 ・国際交流講座（公 ・エスペラント語講 もに、継続的でな ・地域を限定し、長い
室 める。 民館） 習会（市民活動サ い。 スパンで世界の各地
・ ・ボンジョールノイ ポートセンター） ・学ぶ国が偏ってい 域を紹介する。
講 タリア（公民館） る。 ・市民の関心がある講
座 ・私のスペイン ・日本語教育市民講 ・講座開催時間が昼 座を参加可能な時間

（スペイン料理） 座（民間団体） のため、参加者が に開催する。
成 （公民館） 限定されている。

・国籍・文化・言語 ・日本語ボランティ ・外国人に対する差 ・文化・民族・習慣に
。リ など異なる人々が ア育成講座（国際 別や偏見をなくす 関しての講座を開く

快適に暮らせるよ 交流協会） プログラムが少な ・生涯学習ボランティ

ー

ダ う国際化を推進す ・災害（語学）ボラ い。 アの育成プログラム
る。 ンティア養成（国 ・教授法だけではな の積極的な導入を図

ー
研 際交流協会） くボランティアと る。
修 しての意識を高め

人 るプログラムが不
足している。

・交流活動や情報の ・Let's話すっちゃ ・英語日本語スピー ・情報の発信を通し ・座学だけでなく、参
交 発信を通して、コ （公民館） チフォーラム（民 てコミュニケーシ 加体験型のプログラ
流 ミュニケーション 間団体） ョンへの意欲を高 ムを組む。
事 への関心を深め ・誰かに教えたくな める講座が少な
業 る。 る日本語（民間団 い。

体）

・国際化社会のニー ・SHALL WE ENGLISH ・高齢者は語学学習 ・高齢者側から見たニ
ズに合わせ世界で （公民館） へのニーズが低 ーズを把握し、企画
最も幅広く使われ ・シニアのための英 い。 する。

高 ている英語を学 会話、度胸だめし ・生活習慣を学ぶ場
教 ぶ。 （公民館） がない。
室 ・外国の文化・生活 ・老荘学園 公民館 ・学んだ成果を発揮（ ）

齢 ・ について学ぶとと する機会が少な
講 もに国際理解を深 い。
座 める。 ・参加者は固定して

者 いる （経済的に。
恵まれていない人
のためのプログラ
ムがない ）。

＜分析シート２＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度国際理解教育事業計画）

(1) 社会教育目標 ・様々な人との関わりを通して、主体的に学ぶ力を身につけよう。
・生きがい作りや学び直しを通して、自分に合った方法で学ぼう。

(2) 国際理解教育目標 ・様々な国の文化を理解し、自らの生活に生かしていける力を身につけよ
う。

・文化の違いを超えて、互いに尊重し合い、ともに生きていく態度を身に
つけよう。

(3) 社会教育行政目標 ・市民一人ひとりの学ぶ力をはぐくむために、生涯学習施設の機能の充実
を図る。

・人材、資料、施設などの学ぶ環境を市民が活用できるようにする。

(4) 国際理解教育行政目標 ・異文化理解に関する情報提供に努め、生活経験を生かし、社会の変化に
対応できる人材を育成する。

・国際交流の場の提供を通して、コミュニケーション能力の育成を図る。

(5) 国際理解教育年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

・英語であそぼ ・コミュニケーショ ・海外のＴＶを見 小学生 隔週１回 120 博物館
う ンへの関心を高め る。 （３ヶ月） 学校へ出前（ 、 ）１～３年生 20人

る。 英語の歌、漫画、 学校から出
教 ゲームに触れる。 前
室 ・英語を使おう ・表現力を高める。 ・英語の歌、漫画な 中学生 隔週１回 120 大学への依
・ どを和訳、日本の 20人 （３ヶ月） 頼
講 歌を英訳して楽し
座 む。

・キッズスクー ・外国の文化につい ・言葉 歴史 衣服 小学生 隔週１回 120、 、 、
青 ル ての理解を図る。 食文化、遊び、日 （３ヶ月）（ 、 ）４～６年生 20人

常生活についての
学習をする。

少 ・見るっちゃＡ ・自分の住んでいる ・フィールドワーク 小学生 ５～８月 40 図書館
知るすぺ世界 地域についての理 を中心とした地域 夏季休業中合 公民館（ 、 ）５～６年生 10人
Part１ 解を深める。 調べをする。 宿を含め10回

交 ・地域に居住する外 中学生
年 国人へのインタビ 10人

流 ューを行う。
・見るっちゃＡ ・外国の人の目を通 ・地域についての英 小学生 隔週１回 20 公民館

事 知るすぺ世界 し、日本の現状を 語での情報を発信 （３ヶ月）（ 、 ）５～６年生 10人
Part２ 見つめ直す機会と する。

業 する。 ・海外（外国人、日 中学生
本人学校に通う日 10人
本人）とのインタ
ーネットを活用し
た交流を行う。

・世界を身近に ・韓国文化の様々な ・食文化、伝統民族 一般市民 月１回 80 公民館
感じたい 側面に触れて「近 衣装を紹介し合 50人 計10回
（韓国編） くて遠い国」とい う。 年度ごとに

教 う既存のイメージ ・韓国のドラマのビ テーマを設
成 を払拭する。 デオ鑑賞をする。 定

室 ・鑑賞後、デｨスカ
ッションを行う。
（ 、 、・ 恋愛観 家族観
人生観について）

講 ・パネルディスカッ
人 ション（在日韓国

座 人の日本観）を実
施する。

・ハングル文字の学
習をし、講師に簡
単な礼状を書く。

＜様式４＞
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対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

・日本語ボラン ・外国人に対する差 ・対象国の言葉およ ボランティア ６時間 200 国際交流協
ティア実践講 別や偏見をなくす び文化に対する学 および希望者 を10講座 会との共催

リ 座 ため異なったもの 習を深める。 30人 公民館
の見方価値観との

ー

ダ 出会いを試みる。ー

成 研 ・災害（語学） ・災害発生時に外国 ・防災知識習得のた ボランティア 研修会２回 40 公民館
修 ボランティア 籍市民を支援する めの研修会や市主 および希望者 訓練１回 市消防局、

実践講座 ボランティアを育 催防災訓練に参加 50人 警察署との
成する。 する。 連携

・エンジョイい ・英語圏の生活を疑 ・外国人の教員、留 一般市民 通年 70 公民館
交 んぐりっしゅ 似体験し、文化交 学生とともに日本 30人 計10回

人 流を図り国際理解 語を使わずにロー
流 を深める。 ルプレイ、ティー

パーティー、ゲー
事 ムなどを通して楽

しみながらコミュ
業 ニケーションを図

る。

・歳 の 差 な ん ・話し合いを通して ・高齢者と小中学生 小中学生帰国 年４回 0 学校教育課
て… 異文化理解を図 の帰国子女とのデ 子女

る。 ィスカッションを 高齢者
・帰国子女の心のケ する。 50人

高 教 アを図る。

室 ・やるっちゃグ ・グラウンドゴルフ ・地域に居住する外 高齢者 年２回 0 学校グラウ
ラウンドゴル を通して臆せずコ 国人と一緒にグラ 居住外国人 ンド

齢 ・ フ ミュニケーション ウンドゴルフをす 各20人 グラウンド
を図ることができ ることを通して交 ゴルフ協会

講 る度胸をつける。 流を深める。 との連携

者 座 ・やるすぺ ・ガーデニングを通 ・英国の歴史、文化 高齢者 年４回 60 公民館
BONSAI して英国の歴史や について学ぶ。 20人

文化に触れる。 ・ガーデニングに関
する知識技術の習
得を図る。
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Ⅴ 国際理解教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 見るっちゃＡ地区 知るすぺ世界 Part１

(2) 事業の目的 ・自分の住んでいる地域についての理解を深める。
・外国の人の目を通し、地域・日本の現状を見つめ直す機会とする。

(3) 実施主体 Ｓ市教育委員会 生涯学習課

(4) 対象者・定員 小学生（５～６年生）10人、中学生10人

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～８ 月 １回の学習時間 ２時間×８回
宿泊（１泊２日）９時間

(6) 学習場所 図書館 公民館（宿泊時）

(7) 学習目標 ・地域調べを通し、郷土についての理解を深める。
・外国人へのインタビューを通し、自分たちの住んでいる地域の現状につい

て考える。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１ やっぺ ・開講式 居住外国人 ２時間
・オリエンテーション、アイスブレー 図書館司書

５月 （入学式） キング 班分け（小学生２人、中学 社会教育主事
嘱託社会教育主事生２人）５班

学習内容の確認 ボランティア

フィールドワーク２～４ なんだりかんだり調べっち ・地域調べ（班別活動） 居住外国人 ２・３回：
ゃ フィールドワークは外国人も一緒に 社会教育主事 各２時間

活動 歴史保存会 ４回：図書館
（調べ学習） （Ｈ川、Ｂ山、史跡、たなばた、伝 教職員 ２時間５･６

月 統芸能） 図書館司書
嘱託社会教育主事グループディスカッション、協議

・発表準備 ボランティア

５ まず聞くっちゃ ・中間発表会 居住外国人 ２時間
互いに発表 地域振興課職員 実物投影機

７月 （発表会その１） 質疑応答 社会教育主事
図書館司書
嘱託社会教育主事
ボランティア

６ 準備すっぺし ・ふりかえり 居住外国人 ２時間
・インタビューの事前準備 社会教育主事

７月 （宿泊事前準備） 図書館司書
嘱託社会教育主事
ボランティア

泊まりにあべ ・公民館で宿泊 一泊二日 しながら 居住外国人 公民館７～８ （ ） 、
聞きにあばいん 地域に居住する外国人へのインタビ 公民館長 １日目午後４時間

ューをし、自分たちの住んでいる地 社会教育主事 １日目夜 ２時間７･８
月 （宿泊学習交流会） 域の姿について知る。 ２日目午前３時間嘱託社会教育主事

＜１日目午後＞ ボランティア
・アイスブレーキング 図書館
・外国人へのインタビュー

（Ａ地区の住みやすさ、住みにくさ
について）

＜１日目夜＞
・外国人と一緒にバーベキューをして 銭湯へ行くためのバスを市

交流を深める （含：すずめ踊り） より借用。
・インタビューのふりかえり
＜２日目午前＞
・協力してもらった外国人の方へ礼状

作り
・インタビューをもとに発表準備

＜様式５＞
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回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

９ いまっと見てみっぺ ・インタビューの成果の発表会 居住外国人 ２時間
互いに発表 国際交流協会

８月 （発表会その２） 質疑応答 社会教育主事
嘱託社会教育主事・外国人からの発表

質疑応答 ボランティア

10 んでまず ・全体のまとめ 居住外国人 ２時間
・Part２の概要を知る 生涯学習課長

８月 （とりあえず卒業式） ・閉講式 社会教育主事
嘱託社会教育主事
ボランティア
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第10節 健康教育計画
＜分析シート１＞

Ａ市健康教育計画

１ Ａ市の概要

 (1) 地勢・地域条件等

① Ａ市はＫ県のほぼ中央に位置し、都心から約40㎞のところにある。

② 地形は、市内を北から南へ緩やかに流れるＴ川・Ｈ川・Ｍ川の３河川による河岸段丘と平坦地によって形成さ

れていて、気候は比較的温暖である。

③ 人口は、平成18年６月現在、81,803人（男41,856人、女39,947人）、世帯数が30,209世帯である。この10年間は、

人口・世帯数ともほぼ横ばい状態で、１世帯平均2.70人である。

 (2) 地域住民の生活状況の特徴

① 65才以上の高齢者率が16％と県内でも大変低く、平均年齢が41才と若い街である。

② 「産業マスタープラン」・「タウンセンター計画」等が進められ、活力に満ちた特徴ある産業を育み、豊かで多

彩な産業都市として成長しつつある。

③ 県下で唯一「生涯学習宣言」をし、市内６ブロックに地区センターを配置し、市民の学習の場となっている。

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育所)  10（６) 公 民 館 １

小 学 校 10 文化会館 １

中 学 校 ５ 地区センター等 ８

高 等 学 校 ２ スポーツ施設 13

大 学 ・ 短 大 ０ 図書館等 ４

専 門 学 校 ３ 児 童 館 ３

福祉会館 ３

保健医療センター １

◇ 教育・文化的環境の特徴

① Ａ健康プラン21に基づき、出張健康講座を開催し、健康づくりを支援するとともに、「Ａいきいき体操」の

普及に努め、健康づくり運動を展開している。

② 市総合スポーツ大会や駅伝大会の開催をするなど、競技意欲の高揚を図るとともに、子どもから高齢者ま

で参加できるニュースポーツの普及や体育施設の充実に取り組んでいる。

③ 「生涯学習推進大会」を実施したり、現代的課題に対応した学習機会「お届けバラ講座」を開催したりし

て、生涯学習を支援している。



＜分析シート２＞
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２ 社会教育における健康教育の現状と課題

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

広

報

・

啓

発

・「Ａ健康プラン21」
を広く、市民に周
知し、市民の健康
づくり運動を推進
する。

・生涯学習情報紙
「かがやき」に年
４回掲載

・健康教育の関連事
業の啓発（インタ
ーネット、広報紙、
健康普及員の活
動）をする。

・広報は配布してい
るが、市政への関
心は低く、施設の
利用状況は横ばい
状態である。

・市の広報紙と生涯
学習情報紙との関
連が図られていな
い。

・地区センターを利用して
PR活動を多くするととも
に、学校、地域との連携
を図り、課題意識を持た
せる。

講

座

・

教

室

・「Ａ学びプラン響
（生涯学習基本構
想・推進計画）」に
よる学習活動を提
供する。

①休養、心身の健康
づくり

②運動、身体活動の
推進

③栄養、食生活の改
善

④禁煙、分煙と適正
飲酒の推進

⑤地域の仲間づくり

⑥高齢者の生きがい
づくり

・健康づくりPART１
・アトピー講座
・成人学級「新時代

の感染症」

・フットサルにチャ
レンジ

・正しいウォーキン
グ

・ピラティス（ヨガ）
・乳幼児期の食教育
・バランスのとれた

食生活と健康（落
語口演）

・健康づくりPART２

・きれいな血液で健
康な身体づくり

・高齢者の生きがい
づくりと安心サー
ビス

・心と身体の学び塾
（幼・小・中対象）
（幼２校、小３校、
中３校）

・健康普及員活動で
健康の輪を広げる
（保健医療センター等）

・ショートテニス・
カローリング教室
（体育指導委員協議会）

・「誰でも作れる豚
肉料理～ミートロ
ーフとハンバーグ
～」

・発酵食品で健康に
～キムチ作り～
（婦人会）

・いきいき健康フェ
スティバル
（保健医療センター）

・学び塾では、PTA
役員が中心になっ
ている。

・運動に対する関心
は高いが、講座数
が少なく、ニーズ
に対応することが
できていない。

・食生活に対する関
心は高いが、参加
ニーズに充分対応
しきれていない。

・喫煙、飲酒してい
る未成年者の割合
が多い。

・参加者が400名を超
え成功したが、Ａ
いきいき体操の普
及まではいかなか
った。

・参加者が少なく、
広報活動やニーズ
について再考する
必要がある。

・学習内容を工夫し、健康
に対する意識を高める。

・市民ニーズを取り上げ
て、講座の時期・内容等
を工夫していく。

・内容と機会を充実させ、
指導者養成を行ってい
く。

・小学生から参加できる講
座を企画し、保護者とと
もに学べるようにする。

・健康アドバイザー等のボ
ランティアを養成する場
づくりを行っていく。

・高齢者と若者、子どもが
触れ合う場や機会を作
る。

相

談

注：社会教育サイド
では行っていな
い。

・健康相談室
（子ども、成人対
象）
（保健医療センター）

・新生児訪問
（保健医療センター）

・健康相談のサービ
スを知らない人が
多い。

・広報活動の充実を図る。
・健康に関する学習相談を

実施する。

調

査

・市民の意見調査結
果をもとにＨ13～
Ｈ22までの10年間
にわたる「Ａ学び
プラン」を策定。

・お問い合わせメー
ルを活用し、市民
のニーズを取り上
げる。

・健康づくりのため
の学習ニーズ収集
（生涯学習課）

・市民健康生活アン
ケート調査の実施
（事業ごと）

・ヘルスアセスメン
ト（健康度評価）
の実施

・アンケート調査の
結果の広報の仕
方、及び事業への
生かし方が明確で
ない。

・「Ａ健康プラン21」のため
の事業をアンケート結果
により検討する。

・お問い合わせメールに対
する誠実かつ適切な回答
をする。



＜様式４＞

― 94 ―

Ⅳ 年間事業計画（平成18年度健康教育事業計画）

(1) 社会教育目標 ・市民一人一人が主体的な学習を通じて、健康づくりを促進するまちづく

りを目指そう。

(2) 健康教育目標 ・Ａ健康プラン21に基づく市民による「いきいき健康のまちづくり」に努

めよう。

(3) 社会教育行政目標 ・ライフステージに対応した学習機会の提供や自主的な学習活動への支援

を行う。

・各施設の有効利用や誰もが利用しやすい魅力的な施設の充実を図る。

・社会教育事業を推進し、社会教育団体や指導者の育成を図る。

(4) 健康教育行政目標 ・健康に関する学習機会を提供し、健康に対する正しい知識の普及、啓発

を図る。

・健康づくりの視点から、生涯スポーツの推進を図る。

・関係団体と連携を図り、市民の健康づくりを図る。

(5) 健康教育年間事業計画表

区分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

広

報

・

啓

発

・生涯学習情報
紙「かがやき」
掲載（年４回）

（継続）
・青少年向け事

業案内チラシ
「きらきら」
掲載

（新規）
・あなたの「健

康大事典」
（新規）

・案内紙を通し、市民
に講座のねらいや
内容を広く、周知す
る。

・案内紙を通し、小・
中学生に講座のね
らいや内容を広く
周知する。

・健康度のチェックと
講座を周知する。

・案内紙を配布する。
・Ａ市広報紙での事業

案内を行う。

・案内紙を配布する。

・リーフレットやイン
ターネットによる
健康チェック（携帯
サイト等）と講座案
内を行う。

全家庭

小・中学生

４回

１回

０

０

０

・生涯学習課
発行

・生涯学習課
発行

・保健福祉部
主管

①休養、心身の
健康づくり事
業

いきいき健康教
室

（継続）

アトピー教室
～アトピーさん
と語ろう～

（新規）

ウイルス予防大
作戦！！

（新規）

・健康に関する正しい
知識を提供するこ
とにより生活習慣
病の予防を図る。

・原因が明らかになっ
ていないアトピー
について、誰もがも
っている自然治癒
力について理解を
深める。

・ウイルスの脅威にさ
らされている現代
において様々な視
点から感染症予防
を図る。

○健康教室を行う。
・血液の話
・糖と塩分と身体の話
・歯の話
・肝心要な話
○アトピー自然治癒力

教室を行う。
・アトピーについて知

ろうⅠ
・アトピーについて知

ろうⅡ
・自然治癒力と体操Ⅰ
・自然治癒力と体操Ⅱ
○感染症予防教室を行

う。
・現代のウイルスと感

染
・インフルエンザ
・動物とウイルス
・免疫力を高める料理

づくり
・予防と対策
・ウイルスとこれから

成人・高齢者
30名

成人
20名

成人、高齢者
30名

３回（４、５、
６月）

４回（７月－
２回、８月－
２回）

６回(９月－
２回、10月－
２回、11月－
２回）

42

59

117

・健康福祉部
との連携

・健康福祉部
との連携
（保育付き）

・健康福祉部
との連携

講

座

・

教

室

②運動、身体活
動の推進事業

親子わくわくス
ポーツまつり

（継続）

Be ウォーキン
グ

（継続）

・仲間とニュースポー
ツを楽しむことに
より親子の交流を
図る。

・歩くことに注目し、
正しい歩行がダイ
エット、老化防止に
つながることを学
ぶことで健康への
意欲を高める。

○スポーツまつりを行
う。

・フットサル
・フライングディスク
・バウンドテニス
・フロアーカーリング
○健康教室を行う。
・正しい姿勢と歩き方
・美しい歩き方
・スタイルアップと身

体のトラブル改善
・「美」＆「安全」ウォ

ーキング

親子

成人、高齢者
30名

１回（夏休み
中）

４回（９月～
12月）

90

56

・体育指導員
とボランテ
ィアの協力

・参加賞
・スタンプラ

リー
・体育指導員

の協力
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区分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

③栄養、食生活
の改善事業

楽々ピラティス
（継続）

ひよこクラブの
食育教室

（継続）

落語で食と健康
を斬る

（継続）

・体操を通して、日常
の疲れをとり、健康
な体づくりを促進
する。

・乳幼児期で大切な食
事について学ぶこ
とにより子育て支
援を図る。

・落語という日本の文
化の視点から食と
健康を考える機会
を提供する。

○心と身体の健康教室
を行う。

・呼吸法
・ピラティスの基本姿

勢
・バランスボール
○食育教室を行う。
・幼児期の食育につい

て
・乳児期の食育につい

て
○楽しい食生活講座を

行う。
・落語口演「新春！バ

ランスのとれた食
生活と健康」

成人
40名

乳幼児を持つ
保護者
30名

一般
200名

４回（１～３
月）

地区５カ所へ
出前する
（各１回）

１回（１月）

59

３

100

・健康福祉部
との連携
（保育付き）

・健康福祉部
との連携
（保育付き）

・健康福祉部
との連携

④禁煙、分煙と
適正飲酒の推
進事業

食生活見直し隊
（新規）

元気はつらつプ
ラン

（継続）

・安全で豊かな食生活
について実習を通
して学ぶことによ
り意識啓発を図る。

・健康に関する学習機
会を提供し、一人一
人の健康と生活の
質の向上を図る。

○ヘルシー料理教室を
行う。

・誰でも作れる肉料理
～ミートローフとハ
ンバーグ～

・誰でも作れる魚料理
～さんが焼き～

・発酵食品で健康に
～とうふづくり～

・発酵食品で健康に
～キムチづくり～

○出前健康教室を行
う。

・飲酒、喫煙の防止
・薬物乱用の防止
・食習慣の見直し

成人
40名

中・高
240名
小・中
240名

４回(９～12
月）

年２回

年２回

56

20

20

・保健福祉部
との連携

・小・中・高
と の 連 携
（ 出 前 講
座）

講

座

・

教

室

⑤地域の仲間づ
くり事業

⑥高齢者の生き
がいづくり事
業

生き生き健康フ
ェスティバル
2007

（継続）

市民大学「ひび
き」創設

（新規）

・地域における異世代
間の交流の場づく
りを通して、生きが
いづくりを支援す
る。

・生活習慣病を予防す
るための知識・技能
の習得を目指す。

・健康アドバイザー
（生活習慣病予防
だけでなく、健康に
関する支援を行う
人）を養成する。

○いきいき健康フェス
ティバルを開催す
る。

・生きがいづくり講座
の開催

・ボランティア養成
・Ａいきいき体操
○各種健康講座を開催

する。
・健康に関する指導者

や健康普及員、ボラ
ンティアの養成

・プログラム開発
・サークル活動

一般
400名

成人・高齢者

１回（２月）

７回

100

400

・保健福祉部
との連携

・文化会館
・地区センタ

ー

・保健福祉部
との連携

・体育指導員
の協力

相

談

いつでも、どこ
でも健康学習

（新規）

・健康学習のニーズに
対する学習相談を
実施する。

・インターネットによ
る健康学習相談サ
ービスを提供する。

○健康に関する学習相
談を行う。

○健康学習に関する情
報提供する。

随時 随時 100 ・保健福祉部
との連携

調

査

参加者の意識調
査

（継続）

・健康学習のニーズや
満足度を調査し、事
業改善に反映させ
る。

○アンケート調査の実
施する。

○結果の分析を行い、
関係団体と協議を
しながら事業の改
善を行う。

随時 随時 10 ・講座・教室
参加者や各
種団体等と
の調整
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Ⅴ 健康教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 市民大学「ひびき」～健康アドバイザー養成講座～

(2) 事業の目的 生活習慣病を予防するための知識・技能の習得を目指す。

健康アドバイザー（生活習慣病予防だけでなく、健康に関する支援を行う

人）を養成する。

(3) 実施主体 Ａ市教育委員会

(4) 対象者・定員 成人・高齢者（30名）

(5) 学習期間・学習時間（回数） ６月～10月 １回の学習時間 ２時間×６回、６回目のみ

５時間×１回

(6) 学習場所 中央公民館 他

(7) 学習目標 健康に生きるためのライフスタイルを習得し、地域住民の健康アドバイザ

ーになろう。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１ 生活習慣病とは

～その原因と具体的症状

について～

○開 講 式

・オリエンテーション

○講 義

・「生活習慣病を知る」

○受講生同士の意見交換

・「生活習慣病について」

保 健 師

社会教育主事

講 義 室

２ 生活習慣病をめぐるトピ

ックス

～最新情報について～

○講義・演習

・肥満とメタボリック症候群について

・歯周病について

○協 議

・生活習慣病予防を考えた食事について

Ａ市医師会

Ａ市歯科医師会

保 健 師

社会教育主事

講 義 室

３ さらば！ 生活習慣病

Part１

～日本食を楽しむ～

○調理実習

・新鮮な食材を使ったバランスの良い日

本食を楽しむ。

○感想・意見

料理研究家

保 健 師

社会教育主事

調 理 室

４ さらば！ 生活習慣病

Part２

～ウォーキングのすすめ

～

○実 技

・Ａいきいき体操

・正しい姿勢と歩き方

・身体のトラブル改善～ウォーク編～

○感想・意見

スポーツクラブ

指導員

Ａ市体育指導員

保健師

社会教育主事

体 育 館

５ さらば！ 生活習慣病

Part３

～程よい飲酒ときっぱり

禁煙～

○講 義

・適正飲酒について

・タバコと肺ガンについて

○協 議

・分煙と禁煙について

Ａ市医師会

保 健 師

社会教育主事

講 義 室

６ さらば！ 生活習慣病

Part４

～温泉療法でリフレッシ

ュ～

○移動学習

・温泉療法について

温泉入浴指導員

保 健 師

社会教育主事

現地研修（Ａ温泉：10時～

15時）

７ ライフスタイルの見直し

～健康アドバイザーにな

ろう～

○グループワーク

・生活習慣病予防のためのプログラムづ

くり

○閉 講 式

・修 了 証

健康アドバイザ

ー

保 健 師

社会教育主事

講 義 室



― 97 ―

第11節 情報化に関する教育計画
＜分析シート１＞

Ｋ市情報化に関する教育計画

１ Ｋ市の概要

 (1) 地勢・地域条件等

① Ｋ市はＴ都のほぼ中央に位置し、市の面積は11.48km2で、緑と水に恵まれた地域である。天平13（741）年に国

内最大規模の国分寺が建立された古代からの歴史を持つとともに、江戸時代の享保年間に新田開発が盛んにおこ

なわれ、農村として発展した。明治22年の市町村制施行で10村が合併し、その後町制を経て、昭和39（1964）年、

都内では14番目の市としてスタートした。

② 現在のＫ市は、ＪＲや私鉄線の主要な駅がある交通至便な住宅都市で、都心へ通勤・通学する市民が多い一方

で、企業や大学・高校などの先端知識や技術の拠点が立地しているなど、昼夜、多くの人が集散・通過している。

このようなことから、Ｋ市は文化や情報の収集・発信の面で恵まれており、生涯学習社会実現の面で高い可能性

を持っている。

③ 人口は増加の一途にあり、市制施行後直後の昭和40（1965）年の58,464人から平成７（1995）年に105,786人（国

勢調査）、平成12（2000）年には111,310人（国勢調査）になった。平成17年には、113,320人（平成17年国勢調査

速報値）であり、増加傾向にある。市の人口構成は、年少人口（14歳以下）が徐々に減少し平成10年１月現在で

は12.7％、老年人口（65歳以上）は増加し13.4％となり、高齢化が進行している。一方20代の人口は、年代別人

口比で見るとＴ都の他市町村と比較しても高く、その点では、Ｋ市は若者のまちという側面もある。

 (2) 地域住民の生活状況の特徴

① 昼間人口における就業者数が少なく周辺都市や都心への流出が多い。

② 20代の若い世代が多い。（20.1％）また、高齢者の人口も多い。（14.6％）

③ 市民意識調査によると、市民の約５割が「同好のサークルやグループで」、「本やテレビなどを利用して一人で」、

「民間の大規模な教室や講座等で」、「市主催の講座等で」等の多様な方法で学習活動している。

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育所) ６（８） 公 民 館 ５

小 学 校 11 図 書 館 ５

中 学 校 ６ 市民ホール ２

高 等 学 校 ２ 女性センター １

大 学 ・ 短 大 １ 教育センター １

専 門 学 校 ２ 地域センター ６

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 市民の生涯学習参加への期待が高く、「市主催の講座等」を中心に市民の多様な学習要望に応えられる学習

環境の整備が求められている。

② 学習情報源は「新聞・雑誌・書籍」が６割を超えて高く、あとは「市の広報誌など」「近所の人・友人・知

人」が約５割となっているが、20歳代では「インターネット」が２割を超えるなど、若い層から新しい情報

媒体の利用が徐々に進んでいる。

③ ほしい学習情報として、「教室・講座の内容等に関する情報」を望む割合が飛び抜けて高く、半数を超えて

いる。

（市民意識調査より）
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２ 情報化に関する教育の現状と課題

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

メ
デ
ィ
ア
受
容
・
表
現
能
力

○様々なメディアを

通じて得た情報を

取捨選択し内容を

判断する能力を養

う

○メディアを介して

自ら自分の考えを

世の中に発信でき

る能力を養う

○メディア・リテラ

シー講座／市民

（公民館）

○メディア・リテラ

シー向上／市民

（公民館）

○メディア・リテラ

シー教育フォーラ

ム／市民

（生涯学習推進課）

○メディア・リテラ

シー向上（男女平

等人権課）

○メディア・リテラ

シーに関する講演

会

（PTA連合会）

○情報学習／小中学

生

（教育部指導室）

○教育市民会議やPT

A連合会で情報倫

理についての問題

が緊急課題となっ

ているが、十分な

対応策がとられて

いない

○学校教育でも同様

であるが指導者レ

ベルで具体的な方

策がない

○メディア表現能力

に対応した施策が

少ない

○ネット利用上のルールや

マナー、危険性について

の知識を身に付けるため

の講座の開設

○指導者養成や研修の充実

○メディア表現能力を養う

講座を提供し、継続して

育成する機会を整備する

メ
デ
ィ
ア
利
用
能
力

○様々なメディアを

通して情報を取得

したり発信するた

めの機器を操作す

る能力を養う

○各種パソコン習得

講座／市民（公民

館、生涯学習推進

課）

○高齢者パソコン基

礎講習

（公民館）

○情報バリアフリー

化／障害者（公民

館）

○各種パソコン習得

講座／市民（男女

平等人権課）

○60歳以上の女性パ

ソコン基礎講習

（男女平等人権課）

○パソコン中級講座

（男女平等人権課）

○情報バリアフリー

化／障害者（生活

福祉課）

○各講座の人気が高

く全ての希望者が

受講できていない

○行政と民間の事業

連携がない

○社会教育行政と他

の行政との一体感

がない

○障害者対象の講習

が少ない

○民間講座との連携を図り

つつ、講座を拡大して提

供する

○NPOとの連携を強化し、よ

り厚く講座を提供する

○他の行政機関との事業の

体系化を図る

○障害者対象の講座の拡充

を図る

○上記の３つの能力

を支える環境づく

りを行う

（物的側面から）

○小学校パソコン教

室設備開放／市民

（公民館）

○市民用パソコンの

常設／市民（公民

館）

○青少年インターネ

ットコーナー／小

学生以上（公民館）

○小学校パソコン教

室設備開放／市民

（教育部指導室）

○教育センターコン

ピューター室・パ

ソコンの整備（教

育部指導室）

○コンピューター実

技研修会／教員

（教育部指導室）

○教材の管理コスト

が高く学校の機器

の開放が難しい

○パソコンの数が不

足している

○家庭用パソコンの収集と

再利用を行う

○機器の保守のボランティ

アの育成をする

（人的側面から） ○市民パソコン教室

指導ボランティア

／青少年（公民館）

○人材バンクの拡充

／市民（生涯学習

推進課）

○市民・ボランティ

ア団体の活動支援

／市民（文化コミ

ュニティ課）

○シルバー人材セン

ターの支援・育成

／高齢者（地域福

祉課）

○シルバーボランテ

ィアの育成・活動

支援／高齢者（地

域福祉課）

○指導者の配置や稼

動時間が少ない・

指導者活用に関す

る予算が少ない

○講座の受講者などを指

導・支援ボランティアと

して育成する

情
報
化
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

（情報的側面から） ○公民館ＨＰ（公民

館）

○学習情報データベ

ース／市民（生涯

学習推進課）

○市ＨＰ（広報広聴

課）

○それぞれの学習情

報がまとめられて

いない

○学習情報の提供の体系化

を図る
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度情報化に関する教育事業計画）

(1) 社会教育推進目標 ・一人一人が楽しく学び育つ環境をつくろう。

・地域が活力にあふれるまちをつくろう。

・仲間とともに豊かで健康なくらしをつくろう。

(2) 情報化に関する教育目標 ・メディア受容能力を高めよう。

・メディア表現能力を高めよう。

・メディア利用能力を高めよう。

(3) 社会教育推進行政目標 ・あらゆる年代で誰もが学べる学習の場を提供する。

・現代的課題に対応した学習の場を提供する。

・学んだことを地域で生かすシステムを整備する。

(4) 情報化に関する教育行政目標 ・情報の取捨選択能力を向上させる場を提供する。

・情報発信能力高める学習を提供する。

・機器操作能力を高める学習を提供する。

・情報教育を支える環境を整備する。

(5) 情報化に関する教育年間事業計画表

区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

○メディア・

リテラシー

講座

・「インター

ネット我が

家のルール

づくり」

・講座：保護者向け

「家庭でのインタ

ーネット」

保護者

20人

５、６月

６回５会場

900 アンケート

Ｐ連

・「インター

ネット探偵

団！」

・講座：青少年のた

めのインターネッ

トの読み解き方

青少年

20人

８月

６回５会場

900 アンケート

Ｐ連

・「インター

ネットの光

と影」

・講座：情報モラル

の啓発・指導者講

習会

教員・青少年

指導者

30人

８月

５回１会場

300 アンケート

将来的に講

座講師に意

見メールを

受付てもら

う。

・「インター

ネット探偵

団ＨＰ版」

ネット利用上のルー

ルやマナー、危険性

についての知識を身

につけるために情報

の取捨選択能力を高

める

・講座：ネット上で

のメディア・リテ

ラシー講座

市民

子ども

通年 － ＨＰ上で実

施し、費用

はぶんNET

設立費に含

む

○「ぶんNET」

エディター

養成講座

市民参画による「ぶ

んNET」（学習情報デ

ーターベース）運営

のために、必要な知

識とメディア・リテ

ラシーを兼ね備えた

運営支援ボランティ

アを養成する

・講座：ぶんNETエデ

ィター養成

市民

（ＨＰ作成経験者）

30人

10～２月

10回

500

○メディア・

リテラシー

啓発事業

・「ぶんNETブ

ック」

・啓発：ハンドブッ

ク発行・配布

市民 年１回 200 経済課・消

費生活セン

ターと連携

メ
デ
ィ
ア
受
容
・
表
現
能
力

・「情報化社

会 を 生 き

る！」

ネット利用上のルー

ルやマナー、危険性

についての知識を身

につけるために情報

の取捨選択能力を高

めるために啓発活動

を行う

・啓発：フォーラム

講演会

市民 年１回 100
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区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

○パソコン習

得講座

・「今さら聞け

ないパソコ

ン講座」

・講座：パソコン講

習

市民

20人

６回×３期

５会場

2,700 アンケート

・「孫とメー

ル」

・講座：高齢者社会

参加、パソコン講

習

高齢者

20人

８回×１期

５会場

1,350 アンケート

高齢者相談

室

・「社会にアク

セス」

パソコン・インター

ネットを利用して情

報を取得したり、発

信するための機器を

利用する能力を養う

・講座：障害者社会

参加、パソコン講

習

障害者

10人

８回×１期

３会場

810 アンケート

メ
デ
ィ
ア
利
用
能
力

○地域情報ネ

ットワーク

事業

民間団体等との連携

を図り、高度な学習

プログラムを広く市

民に提供する

・事業：民間企業・

大学機関・NPO等と

の連携事業

市民

20人

６回×１期

３会場

150 民間企業・

大学・NPO

○パソコンリ

サイクル

・事業：パソコン回

収、パソコン整備、

ネットワーク整備

市民

企業

通年 1,000 民間企業・

リサイクル

推進課と連

携

○パソコンリ

サイクルボ

ランティア

地域や家庭の余剰の

パソコンを回収整備

し、公民館で設置と

貸し出しを行う

・事業：回収整備ボ

ランティアの募集

市民

企業

学生

通年 500

○ＩＴ指導・

支援ボラン

ティアの育

成

講座の受講者をこれ

からのＩＴ講座の指

導・支援リーダーと

して育成する

・運営：指導・支援

ボランティアの育

成

講座の受講者 通年 1,000

情
報
化
を
支
え
る
環
境
づ
く
り○学習情報デ

ータベース

「ぶんNET｣

の設立

市内学習情報ポータ

ルサイトを開設し、

生涯学習情報の体系

化を図る

・運営：ＨＰの運営 市民 通年 20,000 情報システ

ム課と連携
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Ⅴ 情報化に関する教育学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 「ぶんNET」エディター養成講座

(2) 事業の目的 市民参画による「ぶんNET」（学習情報データーベース）運営のために、必

要な知識とメディア・リテラシーを兼ね備えた運営支援ボランティアを養

成する

(3) 実施主体 Ｋ市教育委員会 生涯学習推進課 公民館 Ｋ市情報システム課

(4) 対象者・定員 市民（ホームページ作成経験者）30人、（ただし、公開講座は市民100人）

(5) 学習期間・学習時間（回数） 10月～２月 １回の学習時間 ３時間×10回

(6) 学習場所 Ｋ市教育センター

(7) 学習目標 ① 「ぶんNET」（学習情報データーベース）の役割を理解し、管理・運営

の手法を学ぶ

② メディア・リテラシーの概念を理解し、情報の活用能力を身につける

③ ネットワーク・エディターとしての自覚・役割を理解し、必要な資質

を身につける

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１ 「ぶんNET」ってなあ
に？

導
入

○開講
○アイスブレイク・自己紹介ゲーム・グループ

分け
○ワークショップ「生涯学習情報とは何か」

「Ｋ市の概要」「社会教育の必要性」
○講義「ぶんNETの目的及び役割」

教育長
社会教育主事

２ インターネットの光と
影 概

論

○講演会「メディア・リテラシーとは何か」 Ｔ経済大学教授
（情報化）

公開講座
公民館ホール
100人
アンケート

３ 「ぶんNET」作成のため
に１ 各

論
１

○講義「サーバー管理のための知識と技術」
・セキュリティ・ポリシーとシステム運用基準
・学習情報サーバー管理術
・サーバー管理データーの漏えい
・ネット上の危険性

市情報システム課

セキュリティ関連団体
システム・エンジニア

４ 「ぶんNET」作成のため
に２

各
論
２

○講義「ホームページ管理の知識と技術」
・取り扱い情報の可否
・ホームページ管理とルール作りの方法
・市民が参加と交流しやすいホームページ運営

のコツ
・市民が参加と交流しやすい掲示板運営のコツ
・市民が参加と交流しやすい携帯端末サイト運

営のコツ

市広報広聴課

ホームページ作
成企画会社

５ 「ぶんNET」作成のため
に３ 各

論
３

○講義「情報関連法規」
（著作権・肖像権・個人情報保護・不正アク
セス防止法）

○講義「デジタル・デバイドと社会参加」

Ｔ経済大学教授
（情報化）

６ 「ぶんNET」作成のため
に４ 各

論
４

○講義「インターネット利用のルールとマナー
（子ども・大人）」

○講義・ワークショップ「学習情報の集め方」

市情報システム課
インターネット協会
社会教育主事
他市学習相談員

他市の事例を参考
にする

７ 「ぶんNET」をつくろ
う！１ 実

践
１

○演習「学習情報提供ホームページの作成」 社会教育主事
研究者（生涯学習情報
／インターネット）
NPO団体（ホームペ
ージ作成）

８ 「ぶんNET」をつくろ
う！２ 実

践
２

○演習「学習情報提供ホームページの評価」 社会教育主事
研究者（生涯学習情報
／インターネット）
NPO団体（ホームペ
ージ作成）

７回目に作成した
ＨＰを相互評価す
る

９ 「ぶんNET」をつくろ
う！３

実
践
３

○講義「学習支援ボランティアの資質とは」
○ワークショップ「学習支援ボランティア活動

の運営と継続」

ボランティアセ
ンター職員

７回目に作成した
ＨＰを自己評価す
る

10 「ぶんNET」でつながろ
う ま

と
め

○グループ・ディスカッション
「これからのぶんNET」①子育て支援、②青少
年問題、③高齢者の参画、④学校との連携、
⑤他市との連携

○講座の評価（感想・今後の活動に向けて）

各種団体・市民
等関係者

社会教育主事

修了証
受講アンケート
ボランティア登録
申請書配布

＊評価 ①ＨＰ内容の評価（相互評価、自己評価）、②講座内容の評価（話し合い、アンケート）、

③ボランティア登録者数／受講者数
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第12節 高齢社会に関する教育計画

＜分析シート１＞

Ｃ市高齢社会に関する教育計画

１ Ｃ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｃ市は、Ｃ県のほぼ中央部にあたり、東京都心まで約40kmの地点にある。

面積は、272.08km 、人口は924,353人で373,607世帯である （平成17年10月現在）② 2 。

県内幹線道路、JR、私鉄等の起終点として県交通の要衝で、首都機能の一翼を担う中心都市である。③

(2) 地域住民の生活状況の特徴

総人口は、平成12年の88万７千人から、平成17年に92万４千人に増加し、平成26年には97万人に達すると見込①

まれる。

高齢者人口は今後も増加が見込まれ、平成17年の14万７千人から平成26年には、22万５千人に達すると見込ま②

れる。特に、後期高齢者（75歳以上）の増加が著しい。高齢化率は、平成17年は約16％で全国平均を下回ってい

るが、平成26年には約23％まで上昇する見込みである。

産業別人口では、第１次産業が１％、第２次産業が21％、第３次産業が75％である。市内の民営の事業所数は③

27,195であり、従業者数は326,411人である。事業所の内訳は「卸売り・小売業」が最も多く、商業・サービス

業を中心とした産業構造である。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

96（60） 公 民 館 46幼稚園(保育所)

小 学 校 121 １生涯学習センター

中 学 校 59 12博物館・美術館

高 等 学 校 31 36図書館・公民館図書室

大 学 ・ 短 大 14 49スポーツ施設

専 門 学 校 28 保健センター ６

◇ 教育・文化的環境の特徴

「安心して暮らせる健康福祉のまちをつくる」をテーマに健康作りを推進し、活力ある長寿社会の創造に①

向けて、在宅サービスや生きがい対策の充実を図る。又「豊かな心をはぐくむ学びの場を広げる」ため学校

教育等の充実を図ると共に、生涯にわたって学ぶことのできる学習環境・機会の整備を目指している。

、 、 、 、 。② 公民館は中学校区単位に46館あり 図書館は市立が中央館１ 地区館６ 分館７ 公民館図書室が21ある

人口１人あたりの図書冊数は、2.7冊でほかの政令指定都市に比べて多くなっている。このほか、県立中央

図書館が１館ある。

様々な団体の活動支援や市民を指導者として育成するための取り組みを実施しており、生涯学習施設ボラ③

ンティア（まなびサポーター）養成研修の生涯学習基礎講座の受講者は大幅に増加している。
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２ 高齢社会に関する教育の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

○家庭や地域の教育力 ○子育て学習講座 ○子育て支援総合コー ○子育て支援の担当課 ○相談窓口の一本化を図る。
の低下が指摘されて （生涯学習課） ディネート事業、 が複数あり、利用者
いることから、家庭 ○親子ふれあい教室、 子育て情報の提供 にとって不便であ家
・学校・地域が一体 子育て講演会 （子育て支援課） る。
となって子どもたち （公民館、生涯学習 ○学校・家庭・地域連 ○空き教室の活用状況 ○学校や保健福祉局とより一庭
の成長を支える学習 センター） 携まちづくり 等に地域差がある。 層連携し、地域差の解消を
機会を充実する。 （保健福祉局、学校 目指す。教

との連携）
○地域子育て支援セン育

ター、子どもルーム
（子ども家庭部）

○地域の高齢者とのふ ○高齢者さわやか事業 ○ちょっぴり先生 ○学校のニーズと地域 ○登録者の拡充を進める。
れあい・交流を通し （まちのせんせい） ・昔遊び 園芸指導 の人材の専門性の不、 、
て思いやりと豊かな （生涯学習課、生涯 わら細工指導等、 一致がみられる。少
心の育成を図る。 学習センター） 小学校の生活科、 ○コーディネーターが ○コーディネーターの養成、

総合的な学習の時 不足している。 専任の教育支援コーディネ
間を活用した小学 ーターの配置及び関係機関年
校との連携 との連携協力を図る。
（学校との連携）

○中・高校生以上の世 ○ボランティアの養成 ○介護施設等への職場 ○高齢者とふれあう機 ○専任のボランティア支援コ
代は、奉仕活動や体 ・育 成 体験 会が少ない。 ーディネーターを配置し、
験活動に対するニー 生涯学習センター （指導課） ボランティア（高齢者施設青 （ ）
ズが高いことから、 を含む）の募集・応募・情
高齢者との交流が出 報提供に関する窓口の一本
来る奉仕活動・体験 化を図る。
活動を展開する。 ○高齢者との関わり方 ○高齢化に関する基礎知識の年

や基礎知識を学ぶ場 習得をはかるための学習の
が少ない。 場を提供する。

○時間が自由にならな ○まなびサポーター養 ○仕事と家庭の両立支 ○昼間仕事をしている ○夜間・休日に実施する講座
い勤め人のために、 成研修 援（働きながら子育 人への学習機会の提 の拡充を図る。
インターネットを活 ○生涯学習コーディネ てをする） 供が十分でない。
用して自宅で学ぶ機 ーター養成研修 ・中高年の人材活用 ○企業への協力要請が ○事業実施に際して、企業へ
会を提供する。 ・インターネットを 不足している。 参加できる環境を整えるよ

○勤め人が退職後に地 ○尊厳死を考える 活用した健康づく う要請する。
域社会で活躍するた 「自分や家族のため りの情報提供 ○講座等への、男性の ○男性対象のものも含めた啓
めの基盤づくりとし に」 ・ボランティアの養 参加者が少ない。 発、講座を実施する。
て、在職中から地域 生涯学習センター 成・支援（ ）
活動に参加できるよ ○介護支援講座の開催成
う、夜間や休日でも （公民館）
参加しやすい講座の
実施やさまざまなボ
ランティアに関する
学習機会を充実す
る。

○男女共同参画社会の ○男女共同参画に関す ○思春期教室 ○高齢者の介護等に追 ○福祉部局と連携し、介護等
形成に向け「新ハー る講座の開催 （子育て支援課） われ講座に参加でき に追われ講座に参加できな
モニープラン」を策 （公民館） ○子育てサークル ない女性が多い。 い女性に対する手だてを講
定し計画を進める。 （保健センター） ずる。
・男女一人ひとりが ○男女共同参画に関す

互いを尊重し、共 る講座の開催
に喜びと責任を分 （女性センター）
かち合う ○市民文化大学事業

・市民、事業者、市 （文化振興課）人
が男女共同参画の
推進に主体的に取
り組み、それぞれ
対等な立場で力を
合わせる

・生涯にわたる心身
の健康と性に関す
る理解への支援を
充実する。

○高齢者は社会や地域 ○高齢者教育事業 ○老人クラブ ○高齢者の学習した成 ○成果発表の場や機会を提供
におけるさまざまな ・仲間づくりや社会 ・ゲートボール・グ 果を地域社会で生か する。
役割の担い手である 参加活動の促進 ラウンドゴルフ大 す場が不足してい
という認識に立ち、 ・シルバー活動アカ 会 る。高
高齢者の地域づくり デミー ○地域防犯ネットワー
への参加を進め、学 ・高齢者学習発表会 クの推進
習成果を地域社会で （生涯学習課、生 ○高齢者支援事業齢
活用する機会を拡充 涯学習センター） ・高齢者の消費生活
し、高齢者の生きが サポートネットワ
いづくり、社会参加 ーク者
の促進、健康づくり ○シルバー人材センタ
を目指していく。 ーの拡充

○ことぶき大学校

＜分析シート２＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度高齢社会に関する教育事業計画）

・心のふれあいを大切にし、支え合い、助け合うことによって、誰もが自(1) 社会教育目標
分らしく安心して暮らせるまちをつくろう。

・子どもから高齢者までが、健康で生きがいをもって暮らせるようにしよ
う。

・ふれあいで、心うるおうまちづくり(2) 高齢社会に関する教育目標
・いつでも笑顔で生き生きと、仲間とともに学び合おう
・まちぐるみで、子育て・老いを考えよう

・市民が生涯にわたって、いつでもどこでも誰でもがともに楽しく充実し(3) 社会教育行政目標
て学ぶことが出来る環境作りを進めるため、市民ニーズや現代的課題に
対応したさまざまな講座等の拡充に努める。

・異年齢、異世代間の交流、支援を進め、共に生きる社会を目指し、生涯
学習の条件整備に努める

、 、(4) 高齢社会に関する教育行政目標 ・地域の中で 全ての人々が相互に協力しながらそれぞれの役割を果たし
誰もが自分らしく安心して暮らせるよう、地域で互いに助け合い、支え
合うネットワークづくりやケア体制の充実を図る。

・高齢者が、自らの経験や知識を活かし、いつまでも生き甲斐を持って生
活を送ることが出来るよう、学習機会の充実など社会参加を支援する。

(5) 高齢社会に関する教育年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

窓口は生涯学習○ひよこクラブ ○誰もが参加しやすい育 ○公民館において高齢者 ５月～２月現在子育てに関 240
センターに一本家 （新規） 児相談や交流の場を提 による子育て相談や親 月１回わっている人
化する。子育て供する。 の情報交換を行う。 計10回50人×６館
体験のある高齢庭 ○少子高齢社会の問題を ○子育てのしかたについ
者にアドバイザ考える機会を提供す ての基礎を学習する。
ー、託児ボラン教 る。 ○受講生に対し、託児ボ
ティアとして参ランティアによる託児
加してもらう。育 を実施する。
将来的には全46
館で実施する。

予算は消耗品費○まちのせんせい ○高齢者による子どもの ○総合的な学習の時間な 通年小・中学校 10
（随時）少 （継続） 体験活動への支援を行 どに高齢者を参加さ

うことにより、高齢者 せ、講師やお手伝いを
の生きがいづくりの場 してもらう。年
とする。

○ボランテイア養成 ○青少年がボランティア ○ボランティアについて 中・高校生以上 ５月～６月 関係部局やNP青 20
事業 にすぐに参加できるよ の基礎知識の習得や体 の市民 月２～３回 Oの協力を依

（継続） うな体制作りを行う。 験活動などを行う。 定員30人 計５回 頼する。年

講師は極力担当○セカンドライフア ○高齢期を健康で生きが ○高齢社会に備えた講座 ５月～２月50歳から60歳ま 50
課、ボランティカデミー いのある豊かな生活を を行う。 月１回での市民
ア、民間企業等（新規） 営むものとするため、 ○高齢者疑似体験や施設 計10回定員
に協力を依頼す高齢期を迎える前に準 見学をする。 男女各20人
る。備の場を提供する。 ・老後の資金運用
夜間・休日に講○高齢者の日常生活を疑 ・介護のしかたや施設
座を実施する。成 似体験することで、高 の選び方

齢者への理解を深め、 ・介護施設一日体験
思いやりのある対応が ・高齢者疑似体験
できるよう啓発する。 ・健康づくり、体力づ

くり
・料理教室
・休日の過ごし方

ボランティアセ○生涯学習コーディ ○学校や学校外の活動に ○ボランティア・学校・ ４～６月成人 100
ンター職員や、ネーター養成事業 おいて、異世代の交流 地域についての基礎知 週１回定員各10名
地域子ども教室（拡充） を図り、地域の高齢者 識や、地域課題とらえ 計10回
コーディネータとのふれあいを増やす 方を習得し、実践体験
ーなど、内部講ため、学校と地域を結 などを行う。
師を活用する。びつけるための学校支

援コーディネーターを
養成する。

○青少年がボランティア人
活動を行いやすい環境 ○ボランティア・青少年
を作るため、青少年ボ ・施設についての基礎
ランティアに対して活 知識を習得し、実地体
動の場所を提供するた 験などを行う。
めのコーディネーター
を養成する。

修了者はボラン○シルバー活動アカ ○学校教育や家庭教育 ○講義、実技等を通して ４月～６月高齢者 50
ティア登録をし高 デミー で、高齢者の技能を伝 よりよい社会参加の仕 週１回50人
てもらい、学習（継続） えるための、実践的な 方について学ぶ。 計10回
への参加を促齢 スキルアップの研修を
す。学校教員の行う。
協力を得て行者
う。

＜様式４＞
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Ⅴ 高齢社会に関する教育学習プログラム（個別事業計画）

セカンドライフアカデミー(1) 事 業 名

・高齢期を健康で生きがいのある豊かな生活を営むものとするため、高齢期(2) 事業の目的
を迎える前に準備の場を提供する。

・高齢者の日常生活を疑似体験することで、高齢者への理解を深め、思いや
りのある対応ができるよう啓発する。

Ｃ市教育委員会生涯学習課(3) 実施主体
協力（Ｃ市高齢福祉課、Ｃ市介護保険課、Ｎ証券会社、Ｂ小学校、福祉ボラ
ンティア、ケアマネージャー、Ａ特別養護老人ホーム、レクリエーション協
会、ウォーキングサークル、Ｍ学習団体）

50歳から60歳までの市民 男女各20人(4) 対象者・定員

５月～２月（全10回） １回の学習時間 1.5時間×５回 2.0時間×４回(5) 学習期間・学習時間（回数）
4.0時間×１回

生涯学習センター Ｂ小学校体育館 Ａ特別養護老人ホーム(6) 学習場所

・よりよい老後の生活設計の在り方を学ぶ。(7) 学習目標
・健康で生きがいを持って生きられる老後の生活について学習する。
・高齢者に対する理解を深める。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

開講式 ○受講者同士の交流を深め、簡単な体 生涯学習センター１
私はいくつ？ 力診断テストで自分の体力の現状を 全員で実施
（体力年齢チェック） 知り、ストレッチで心身の疲労回復 体力診断テスト用具（成人５月
（90分） やリフレッシュの方法を学ぶ。 用）を準備
平日 19：00～20：30 ・開講式・オリエンテーション ・生涯学習課職 動きやすい服装

・体 験 員 （評価）
「体力診断テスト」 ・高齢福祉課 自分の体力や健康状態を把

・実 技 握できたか
「ストレッチ等の軽体操」

セルフメンテナンス ○高齢者の身体特性の基礎及び老化を 生涯学習センター２
高齢期の健康維持の方法 防ぐ体力づくりや認知症防止のため 全員で実施（ ）

（90分） の頭の体操について、実際に体験し 動きやすい服装６月
平日 19：00～20：30 ながら学ぶ。 （評価）

・講 義 ・高齢福祉課 老化防止に向けての体力、
「高齢者の身体特性」 知力づくりについて理解で

・実 技 きたか
「老化防止の体力づくり」
「認知症防止の頭の体操」

正しい介護・やさしい介護 ○介護生活の概要及び介護の正しい知 Ａ特別養護老人ホーム（現３
① 識について理解し、具体的な介護の 地集合）
（90分） 実態について体験学習を通して技術 全員で実施７月
土曜 14：00～15：30 の取得及び被介護者へ配慮する姿勢 ビデオ、車いす・介護用ベ

を身につける。 ッド各４
・ビデオ鑑賞（28分） ・高齢福祉課 用意

よりよい介護生活をおくるために Ａ特別養護老 （評価）「 」
・講 義 人ホーム職員 正しい介護法を理解し、実

正しい介護 やさしい介護の方法 福祉ボランテ 習を通してこつを体得でき「 、 」
・４班に分かれて実習 ィア たか

①車いす
②寝たきり

正しい介護・やさしい介護 ○介護サービスについての概要及び困 生涯学習センター４
② ったときの相談や介護保険・施設の 全員で実施
（120分） 利用方法などを理解し、介護の場に ビデオ用意８月
平日 19：00～21：00 直面したときの対応力を身につけ （評価）

る。 介護保険の仕組み、利用法
・ビデオ鑑賞（28分） ・介護保険課 を正しく理解し、介護施設

「ケアマネジメントと介護サービス や相談窓口を確認できたか
計画」

・講 義
「正しく賢い介護保険の利用法」
「介護施設や相談窓口の利用案内」 ・ケアマネージ

・個別相談 ャー
福祉ボランテ
ィア

＜様式５＞
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回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

介護施設一日体験 ○市内の老人ホームを見学し、雰囲気 ・Ａ特別養護老 Ａ特別養護老人ホーム（現５
（240分） を知り、一日、施設で生活をしてみ 人ホーム職員 地集合）
土曜 10：00～14：00 る（分割して実施） 全員で実施９月

○高齢者疑似体験 （評価）
・高齢者疑似体験器具を身につけ 高齢者がする体験を実感で
て、加齢に伴う身体機能や感覚の きたか。
変化を実感する。 施設のことがわかったか。

○レクリエーションを楽しみ、施設の
食事を味わう。

休日のすごしかた ○休日のすごしかたについての幅広い ・レクリエーョ 生涯学習センター、Ｃ公園６
（120分） 知識を習得し、老年期を迎えて自主 ン協会職員 全員で実施
土曜 14：00～16：00 的に活動が行えるような能力を身に 動きやすい服装、雨具持参10月

つける。 （評価）
・講 義 余暇活動・社会活動に興味
「休日をどのように使うか」 ・ウォーキング が持てたか
「余暇活動・社会活動の実際」 サークル
・学習者同士で、現在行っている活 ・生涯学習セン

動の紹介 ター職員
・実 習（公園を歩く）
・Ｃ市のサークル活動の紹介

エンジョイ・クッキング① ○料理の基礎とバランスのよい食事に ・栄養士 生涯学習センター調理室７
（120分） ついての知識を習得し、実習を通し Ｍ学習団体 材料費受講者負担
土曜 11：00～13：00 て普段から実践するための足がかり 男性にも積極的に参加して11月

をつくる。 もらう
・講 義 （評価）

「料理の基礎とバランスの良い食 料理の基礎を理解し、実践
事作り」 に繋がる自信が持てたか

・実 習（５人ずつの班に分かれ
る）
高齢者向けのバランスの取れた食
事の調理実習（男性の調理への参
加について留意する）

エンジョイ・クッキング② ○病人食・介護食についての理解を深 ・栄養士 生涯学習センター調理室８
（120分） めるとともに、実習を通して平素か Ｍ学習団体 材料費受講者負担
土曜 11：00～13：00 ら病気を防ぐ食事についての意識を （評価）12月

高める。 病人食・介護食の知識を
・講 義 得、健康を維持する食事作

「病人食・介護食について」 りの方法を体得できたか
・実 習（５人ずつの班に分かれ
る）
病気を防ぐ食事の調理実習

賢い老後の資金運用につい ○老後の資金運用について学び、将来 ・Ｎ証券会社社 （評価）９
て のことについて考える。 員 老後の資金運用について、
（90分） ・講 義 自分なりの人生設計が描け１月
平日 19：00～20：30 「賢い老後の資金運用について」 たか。

一斉講義 40名

閉 講 式 ○高齢社会の抱える諸問題についての ・Ｓ大学福祉学 生涯学習センター10
（90分） 理解を深め、学習者が今後老年期を 部教授 （評価）
平日 19：00～20：30 むかえるに当たり今からとっておく 高齢社会の諸問題について２

べき方策を考える。また、今回の学 十分学習できたか月
習成果を今後の生活に生かす方向づ 学習成果を今後の生活に生
けを行う。 かせる方向づけができたか
・講 義 ・生涯学習課職

「高齢社会の諸問題について」 員
・成人後見人制度について
・利用できる福祉サービスについて
・介護ボランティアの紹介
・講座の総括（アンケートなど）
・修了証授与



― 107 ―

第13節 生涯学習によるまちづくり推進計画
＜分析シート１＞

Ｓ市Ｏ区生涯学習によるまちづくり推進計画

１ Ｓ市Ｏ区の概要

 (1) 地勢・地域条件等

① 全国有数のターミナル駅であるＯ駅（乗降客数１日約619,000人＝Ｏ区人口の約６倍）と、県内一の商業・業務

地区を擁し、交通・経済の中心地として発展している。

② 桜の名勝地であるＯ公園・Ｈ神社など歴史資源や緑も多い。

③ 人口は107,146人（男性53,234人、女性53,912人）、世帯数は46,080世帯である。

 (2) 地域住民の生活状況の特徴

① 交通の利便性が高いため、コンサートや展示会等のイベントも多く、さまざまな情報収集をしやすい環境にあ

る。

② Ｏ区は、人口あたりの犯罪発生件数が全国平均の約４倍と高い。（参考：平成17年度は１万人あたり936件）

③ Ｏ区の高齢化率は約18％で、Ｓ市内で第１位である。（参考：Ｓ市全体の高齢化率は15.3％）

 (3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数

幼稚園(保育所) ９（８） 生涯学習センター １

小 学 校 ９ 公民館、教育文化施設 14

中 学 校 ７ 図書館 ２

高 等 学 校 ２ 博物館 ２

大 学 ・ 短 大 ０ スポーツ施設、公園等 ３

専 門 学 校 ０ 青少年教育施設 ０

郷土資料館 ０

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 市町村合併により、区独自の文化が明確でないなか、地域への愛着（郷土愛）の醸成が急務である。

② 地元プロサッカーチームへの応援活動を軸に、生涯スポーツの意識が高まっている。

③ 社会問題やボランティア活動への関心は26％である。（市民意識調査より）
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２ 生涯学習によるまちづくり推進の現状と課題

現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

学習環境

ユニバーサルデザイ

ンによる環境づくり

や交流の場の充実

○学習環境のユニバ

ーサルデザイン化

○交流の場(サロン)

の拡充

○福祉のまちづくり

の推進（福祉総務

課）

○ユニバーサルデザ

インについて十分

に理解されていな

い

○交流の場について

の広報が不足して

いる

○意識向上と情報提供に努

める

○広報を工夫する

（
生
涯
を
通
じ
て
学
習
で
き
る
環
境
の
創
造
）

学

べ

る

学習施設

開かれた生涯学習関

連施設づくり

○公民館やコミュニ

ティ施設の適正配

置とサービス向上

○学校施設の有効利

用

○図書館の適正配置

○地域に開かれた学

校運営の推進（指

導１課）

○住民ニーズに沿っ

ていない

○住民の参画による企画充

実を図る

学習情報

ハードとソフトの整

備

○生涯学習情報の提

供

○NPO・民間教育サー

ビスなどの情報活

用

○広報誌の発行（広

報課）

○市民のＩＴ活用の

支援(情報政策課)

○学習者に情報が届

かない

○広報を工夫する

学習機会

多彩な学習機会の提

供

○ライフステージに

応じた学習機会の

提供

○生涯スポーツの振

興

○文化財の活用、伝

統文化の継承

○Ｓシティカップ開

催事業（スポーツ

企画課）

○スポーツ文学賞事

業（文化振興課）

○盆栽文化の振興・

活用(政策調査課)

○担当部署の横のつ

ながりがない

○内容に偏りがある

○情報を的確に統括する部

署が必要である

○学習プログラムの精選と

充実を図る

課題学習

現代的課題への対応

○地域における安全

教育・リスク学習

の推進

○消費者学習の推進

○環境教育の推進

○消費生活安全事業

（消費生活総合セ

ンター）

○環境教育・学習の

推進（環境総務

課・指導１課）

○魅力ある講座に結

びつかない

○時代に即応した職員研修

による企画を充実させる

（
市
民
一
人
ひ
と
り
へ
の
学
習
支
援
サ
ー
ビ
ス
充
実
）

選

べ

る

家庭での学習親子が

ふれあい、向き合う

学習の支援

○子育て・家庭教育

の支援

○子育て支援ネット

ワーク事業（子育

て支援課）

○子育て支援総合事

業(子育て支援課)

○担当部署の横のつ

ながりが不足して

いる

○情報交換の場づくりに努

める

学習成果

評価と活用

○学習成果の発表の

機会の拡充

○生涯学習人材バン

クによる人材活用

の促進

○中高年の人材活用

の促進

○市民活動団体等支

援事業（コミュニ

ティ課）

○個人的な学びで終

わっている

○連携不足で人材活

用が停滞している

○地域づくりへの活用のシ

ステムを構築する

団体学習活動

自主的な活動の支援

○学習団体・サーク

ルへの支援

○市民活動団体支援

事業（コミュニテ

ィ課）

○活動が地域づくり

に結びついていな

い

○地域ボランティアの発掘

とコーディネートを行う

（
学
習
成
果
や
人
材
の
活
用
促
進
）

生

か

せ

る

地域社会での学習

相互学習(学び合い)

の促進

○家庭・学校・地域

の連携強化

○児童や青少年の体

験活動・世代間交

流の場づくり

○体験活動を支援す

る人材の育成・活

用

○青少年の健全育成

事業（青少年課）

○学校と地域の連携

が不足している

○共通の目的づくりによっ

て、連携を強化する
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現 行 の 事 業
区

分
施 策

社会教育行政
学校・関連行政・

民間・団体等

現状の問題点・課題
問題解決・課題達成のため

の方向性

（
学
習
成
果
や
人
材
の
活
用
促
進
）

生

か

せ

る

まちづくり

学び合う地域社会の

担い手づくり

○自主企画講座への

支援

○地域づくりの人材

確保・活用

○生涯学習関連施設

での人材活用促進

○区のまちづくりへ

の協力

○地域講師派遣事業

（指導１課）

○シルバー人材セン

ターの充実（高齢

福祉課）

○まちづくりへの市

民参加の推進（都

市総務課）

○市民活動団体等支

援事業（コミュニ

ティ課）

○市民活動サポート

センターの整備

(コミュニティ課)

○環境美化推進事業

（廃棄物政策課）

○防犯対策事業（市

民総務課）

○2007年問題で地域

に戻ってくる人達

をどう担い手にし

ていくかが課題で

ある

○中高年対象プログラムの

充実を図る
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度生涯学習によるまちづくり推進事業計画）

(1) 社会教育目標 いつでも、どこでも自由に楽しく学ぶことのできる心豊かなまちづくりを

すすめよう。

(2) 生涯学習によるまちづくり推進

目標

身のまわりの環境をふりかえり、安全で住みよいまちづくりに努めよう。

(3) 社会教育行政目標 自ら学び、その学習成果を地域づくりに生かせるよう、市民の学び合い・

交流を支援する。

(4) 生涯学習によるまちづくり推進

行政目標

教育・文化的環境や住民の生活状況等を把握し、有益な施策・事業を実施

することにより、安全で住みよいまちづくりを推進する。

(5) 生涯学習によるまちづくり推進年間事業計画表

区分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

あなたが地域の

ユニバーサルデ

ザイナー

○ユニバーサルデザ

インに関する理解

を深め、独自のア

イディアでまちづ

くりに貢献する。

○ユニバーサルデザ

イン講座を開設

し、住みよいまち

づくりとは何かを

話し合い、Ｏ市へ

提言する。

全区民

20人

月１回開催

（12回）

50 社会福祉協議

会と連携

僕らのまち地域

交流マップ・コ

ンテスト

○交流の場を、青少

年の力で住民にＰ

Ｒし、周知を図る。

○中学生の手作りに

よる交流の場MAP

を作成し、各校区

内に全戸配布す

る。

中学生

各校１チーム

ワーク（夏休

み10回）

コンテスト

（秋１回）

2,300 各校単位で参

加

希望者は他校

区分MAPも入

手可能

学

べ

るガチネットワー

ク会議

○各小学校と地域の

連携を図ることに

より、施設の有効

活用と人的ネット

ワークの充実を図

る。

○各小学校長、自治

会長、地域ボラン

ティア等で組織を

作り、連携した活

動を考案・実施す

る。

各小学校長、

自治会長、地

域ボランティ

ア

年10回開催 25

「学ぶ・はぐく

む」広場

○ホームページに生

涯学習情報を集約

することにより、

学習者が情報収集

しやすくする。

○Ｓ市ホームページ

を活用した各種学

習情報を提供す

る。そのホームペ

ージにNPO・民間教

育サービスのホー

ムページとのリン

クをはる。

全区民 通年 0 既存のホーム

ページの充実

まなび祭り ○幅広い学習機会の

提供と各種学習団

体の交流を図り、

区の文化を創り出

す。

○団体による自主講

座の開催、展示発

表、ホームページ

上のバーチャル体

験

（例：盆栽、Ｊリ

ーグ）

全区民 ５～12月

月１回

（全８回）

500 実行委員会形

式（テーマ別

に、強化月間

を設定する）

選

べ

る

行政スキ研

（理論編・実践

編）

○現代的課題を市民

と協働で解決する

ための企画スキル

研修を通じ、感度

が高く企画ノウハ

ウを身につけた職

員を育成する。

○首長部局・社会教

育職員合同の、市

民向けプログラム

企画立案研究を行

い、終了後、実際

に市民向けに講座

を実施・運営する。

環境総務課、

コミュニティ

課、公民館職

員など10人

１セット６回

２セット／年

30×２

セット

首長部局・社

会教育職員と

の協働作業
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区分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容
対象者・

定員

実施期間・

回数

予算

(千円)
備 考

選

べ

る

子育てよろず相

談所

○子育てに関する各

種事業の連携を図

り、親への支援を

充実し、地域で子

育てに取り組む。

○行政、民間、地域

の子育て関係者が

一同に集まり、合

同相談所を開設す

る。

（例：子育て支援

課、保健所、子育

てサークル、おば

あちゃんおじいち

ゃん）

全区民 年３回 150 ブース展示

実行委員会形

式

「ご近所の底

力」発掘プロジ

ェクト

○安全なまちづくり

の課題を、地域住

民が共有し、解決

に向けた地域、人

材の発掘・活用を

支援する。

○公民館等で「安全

・安心」をテーマ

にした連続講座を

開催し、地域課題

の抽出と、地域人

材を活用する連携

のしくみをつく

る。

高校生以上30

名

５回連続 100 市民参画の企

画づくりを成

果とする

護身術入門講座 ○団体やサークルの

ポテンシャルを、

安全で住みよいま

ちづくりに活か

す。

○合気道や柔道等の

サークルの指導に

より、小中学校で、

基礎的な護身術や

心構えのミニ講座

を実施する。

小中学生30～

100人程度

通年（随時）

区内全小中学

校16箇所

100 防犯パトネッ

ト～委員会の

アドバイス等

も参考にする

キャンバスに描

く街

～街ガイドブッ

ク作成物語～

○身のまわりの環境

を見直して、安全

で住みよいまちづ

くりを目指した住

民参画をすすめ

る。

○歴史講座、街探検、

ガイドブックつく

り等を組み合わせ

る。

○ガイドブックを成

果物とする。

55才以上30人 11回 150 小学生にイラ

スト提供ボラ

ンティアを依

頼

生

か

せ

る

防犯パトネット

たちあげ委員会

○地域の防犯パトロ

ールの現状と課題

を把握・共有し、

パトロールのネッ

トワークシステム

を構築する。

○治安に関する講

座、意見交換会、

防犯MAP作成等を

行う。

全区民 ６～３月

月１回

（全10回）

100 防犯関係団体

代表者や「マ

イタウン再発

見」受講者に

企画協力依頼
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Ⅴ 生涯学習によるまちづくり推進学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 キャンバスに描く街～街ガイドブック作成物語～

(2) 事業の目的 身のまわりの環境を見直して、安全で住みよいまちづくりを目指した住民

参画をすすめる

(3) 実施主体 Ｏ区拠点公民館とＯ区コミュニティ課による共催事業

(4) 対象者・定員 55才以上・30人

(5) 学習期間・学習時間（回数） ５月～７月 １回の学習時間 ２時間×２回、３時間×８回、

６時間×１回（計11回）

(6) 学習場所 区内各所（Ｏ区拠点公民館等）

(7) 学習目標 ・郷土の歴史と文化に対する理解を深める。

・ガイドブックづくりを通して、安全で住みよいまちづくりへの参画意識

をもつ。

・地域の課題に対して、自分が貢献できることを探る。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

１

第一章

出会い…2006

（３時間）
導

入

○開講（講座の趣旨・概要の説明）

○講義「Ｏ区の歴史」

（文化財等を視覚的資料も用いて

学ぶ）

○演習「お互いを知り合う」（自己紹

介等）

Ｓ市教育長（挨

拶）

郷土史研究家

（講義）

社会教育主事

（演習）

〈場所〉公民館

・全員でＯ区の歴史につい

て共通認識をはかる。

２ 第二章

その先に見えるもの

（２時間）

概

論

○講義と演習「Ｏ区の現状と課題」

（さまざまな視点からＯ区の現状

と課題について学び、意見交換す

る）

Ｓ市コミュニテ

ィ課長

Ｓ県警防犯担当

社会教育主事

〈場所〉公民館

・地域課題掘り起こし。

・防犯パトネット事業への

関連づけ。

３ 第三章

いつも隣に君がいた（２

時間） 実

践

①

○グループディスカッション「地域

を見つめ直そう」

（文化財やモノだけでなく、地域

の課題なども出し合い分野分けす

る。分野例：家族お散歩ガイド、

防犯ガイド等）

○関心のある分野ごとに編集グルー

プをつくる。

社会教育主事 〈場所〉公民館

・小グループ討議でＯ区の

問題点も洗い出す。

・関心によって編集グルー

プを決める。

４ 第四章

未来予想図

（３時間）

実

践

②

○講義「ガイドブックのつくりかた」

○グループディスカッション

（ガイドブックのテーマ設定と次

回のフィールドワークの準備）

タウン誌編集者

（またはデザイ

ン系の専門家）

社会教育主事

〈場所〉区内各所

・紙面作成の技術を学ぶ。

・フィールドワークのテー

マ設定及び行動日程の企

画。

５ 第五章

瞳に写った景色

（３時間）

実

践

③

○フィールドワーク「我が街探検」

（各テーマごとのグループに分か

れて実際に街歩きをする）

グループに応じ

て、行政の関係

各部署等からの

アドバイザー

〈場所〉区内各所

・グループ毎に課題を絞っ

た現地研修。

６ 第六章

想いを形に vol.１

（３時間）

実

践

④

○演習「ガイドブック作成①」

（グループ別作業。フィールドワ

ークの結果をまとめておおまかな

紙面をつくる）

社会教育主事 〈場所〉公民館

・フィールドワークで得た

データの整理とガイドブ

ックの基本構想。

７ 第七章

想いを形に vol.２

（３時間）
実

践

⑤

○演習「ガイドブック作成②」

（グループ別作業。ガイドブック

の一次完成。小学生にイラストを

依頼。）

社会教育主事 〈場所〉公民館

・分担、協力してガイドブ

ック原稿作成。

・区内小学校との連携を図

り、まちづくりへの子ど

も達の参画につなげる。
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回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

８ 第八章

想いを形に vol.３

（６時間) 実

践

⑥

○フィールドワーク「トライアルウ

ォーク」

（グループ別に、他グループ作成

のガイドブックを持って歩き、チ

ェックする）

○演習「ガイドブック作成③」

（トライアルウォークでの評価を

もとに修正）

社会教育主事 〈場所〉区内各所、公民館

９ 第九章

想いを形に vol.４

（３時間）

実

践

⑦

○演習「ガイドブック作成④」

（講師によるアドバイスと最終チ

ェック。発表の準備）

タウン誌編集者 〈場所〉公民館

10 第十章

汗と涙の結晶

（３時間）
ま

と

め

①

○ガイドブック発表とふりかえり

○事例研究「△△の場合」

（活動継続に向けて、先進的な他

所の事例を聞く）

タウン誌編集者

（コメント）

タウン誌やMAP

づくりを継続的

に行っている他

地域の市民（事

例発表）

社会教育主事

〈場所〉公民館

・グループ毎に、ガイドブ

ックのテーマと気づいた

ことを発表。

11 第十一章

ここから始まる物語（３

時間） ま

と

め

②

○グループディスカッション「ガイ

ドブックの活用＆今後の活動に向

けて」

（ガイドブックの作成者として、

ガイドブックの効果的活用への方

策を検討するとともに、自らが地

域に今後どう関わっていけるかを

話し合う）

○交流会「出版記念パーティ」

○閉講

区長（挨拶）

社会教育主事

〈場所〉公民館

・今後のまちづくりへの、

参加者の主体性を高め

る。

・協力者にも声かけする。
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第14節 学社連携・融合推進計画

＜分析シート１＞

Ｎ市学社連携・融合推進計画

１ Ｎ市の概要

(1) 地勢・地域条件等

① Ｎ市は、Ｃ県の北部に位置し、江戸時代の城下町として栄え、醤油の町として有名である。

、 、 、 、 、 、② 総面積は103.54平方キロメートルで 地形的には 市の最北端部でＴ川 Ｅ川が分流し 東をＴ川 西をＥ川

南をＴ運河によって、三方を河川に囲まれる大地と緑と水の町である。

③ 人口は、平成15年度にＳ町と合併し、153,243人となった。

(2) 地域住民の生活状況の特徴

① Ｎ市の市民意識調査によると 「Ｎ市は住み良い 」と回答した人が７割を越えている。理由として、緑の保、 。

全や自然環境などの生活環境についての評価が高い。

② 平成15年に、豊かな自然と歴史を生かした健康的な文化都市を目指すために 「個性豊かなまちづくりを行う、

人権・平和尊重都市宣言」をした。

③ 自治会・町内会への加入率は、９割を越えている。また、６割以上が地域活動に参加している。しかし、居住

年数３年未満の新住民の加入率は７割を切っている。

(3) 教育・文化的環境

◇ 学校等数 ◇ 生涯学習関連施設（民間を含む）

種 別 数 種 別 数 種 別 数

13（13） 公 民 館 11 体 育 館 ３幼稚園(保育所)

小 学 校 20 図 書 館 ４ 野 球 場 ３

中 学 校 12 郷土博物館 ６ 庭 球 場 ４

高 等 学 校 ５ 音楽ホール ３ ふれあい広場 ４

大 学 ・ 短 大 １ 文化会館 １ 水 泳 場 １

専 門 学 校 ０ 科学教育センター １ 陸上競技場 １

養 護 学 校 １ １視聴覚フィルムライブラリー

◇ 教育・文化的環境の特徴

① 各小学校を会場として、毎週土曜日の午前中２時間、小学生を対象とし算数の学習をするサタデースクー

ルを開設、また、第１・３・５土曜日の午前中２時間、小・中学生を対象として日本古来の伝統的文化・芸

術に関するものや体育に関する活動の場としてオープンサタデークラブを開設している。指導者は、地域か

ら希望者を募っている。

② 小学校３、４年生の算数学習では少人数授業やティームティーチングをしている。教員免許状を持ってい

る地域の人が講師として採用されている。

③ ボランティア活動に住民の３人に１人が参加し、意識の高さがうかがえる。

④ スポーツ関連施設が充実しており、利用者も多く関心が高い。
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２ 学社連携・融合推進の現状と課題

現 行 の 事 業区 問題解決・課題達成のため施 策 現状の問題点・課題学校・関連行政・分 社会教育行政 の方向性
民間・団体等

学社連携・融合を積 ・生涯学習講演会 ・PTA連絡協議会 ・市民・行政職員・ ・学社融合に関する市民、
極的に推進するため （生涯学習課） （各学校） 教員の学社融合へ 教育関係者、行政職員が

推 の体制づくりに努め ・総合学習推進委員 の理解が不足して 合同あるいは個別（地区
進 る。 会（各学校） いる。 ごと）の研修会・情報交
体 ・社会教育行政とそ 換会を開催する。
制 の他関連団体・機

関との連携が図ら
れていない。

市民の学習ニーズに ・児童・生徒の学校 ・学校の活動（各学 ・学社融合に取り組 ・各校で学社融合コーディ
対応し市民が、個性 外体験活動の活性 校） む姿勢に学校間で ネーターを決め定期的な
ある地域社会の生活 化 ・部活動 差がある。 会合を開催し情報交換を
文化を形成する原動 ・市民の学習機会の ・クラブ活動 ・学校と社会教育施 する。

学 力になるという認識 拡充と支援 ・体験活動 設の連携が図られ ・学校と社会教育施設の連
習 のもと、子ども達が ・市民参加型の自主 ・作文、ポスター、 ていない。 絡協議会を開催する。
機 自発的に参加できる 文化事業 標語の募集（各種 ・学校の教育課程と ・地域ごとの学習要求調査
会 学校外体験学習の機 ・教育環境改善事業 団体） 社会教育事業の連 を取り計画に活かす。
の 会づくりに努める。 （生涯学習課） ・交通安全教室 携がとれていな
提 （交通安全協会） い。
供 ・伝統文化の伝承 ・学習ニーズにあっ

（各保存会） たプログラムとな
・サタデースクール っていない。
・サタデーオープン

クラブ
・Ｔ大公開講座

学習者の多様なニー ・社会教育指導員 ・大学公開講座 ・地域の人材を活用 ・広報などを通して人材募
ズに対応するため ・社会体育指導員 ・青少年育成推進委 できていない。 集を常時行う。

人 に、地域の人材を学 ・教育人材バンク 員（生活安全課） ・学校や地域が人材 ・人材活用のためのプログ
材 校教育や社会教育に ・NPOの活用 ・PTA連絡協議会 バンクを充分に活 ラム開発を図る。
活 活かすよう努めると （生涯学習課） ・生活科・総合学習 用していない。 ・学習講座修了者及び教員
用 ともに、教師の地域 ・教員の地域への参 に人材バンク登録を依頼

活動や社会教育への 加が不足してい し、資質能力を地域に活
参加を推進する。 る。 用する。

市民に生涯学習推進 ・生涯学習相談窓口 ・小・中学校だより ・学習情報が地域に ・関連機関とのネットワー
広 のための情報を提供 の開設 ・広報（広報課） 活かされていな クを進め、情報検索を容
報 する （市民や民間 （生涯学習課） ・市政だより い。 易にするシステムの構築。
・ 団体が発信する情報 ・公民館だより ・ホームページ ・広報やたよりに目 を図る。
情 を含む ） （公民館） を通している人が ・メディアを有効に活用す。
報 ・まなびだより 少ない。 る。
提 ・文化財だより ・人材バンクの情報 ・社会教育施設や学校に相
供 （生涯学習課） が不十分で活用ま 談窓口を開設し学社融合

でつながらない。 を推進するコーディネー
ターを置く。

学習の意欲や喜びを ・文化祭 各公民館 ・地区別体育祭 ・学校行事と社会教 ・学校と社会教育の定期的（ ）
喚起する機会を提供 ・教育講演会 ・出土文化財等展示 育事業の開催時期 な連絡会を開催する。

イ する。 （教育委員会） 事業 の調整がとられて ・段階を追ってプログラム
ベ 世代間交流を深める ・健康づくりスポー ・各地区体育大会 いない。 構成を図り、シリーズ化
ン 行事を実施する。 ツフェスティバル ・夏祭り ・単発なものが多く する。
ト の開催 みこしパレード 年間を通してのも ・学社融合の視点をふまえ
・ ・各種スポーツ大会 お囃子・太鼓演奏 のが少ない。 た新しいプログラムを開
行 の開催 市民大会 発する。（ ）
事 （社会体育課）

・マラソン大会
（社会体育課）

市民の自主企画講座 ・社会教育施設無料 ・小・中学校施設開 ・学校施設の開放が ・学校教育施設を利用でき
などの活動を活発に 開放 放（教育委員会） 十分になされてい る事業の情報提供等を行

施 するため、学校教育 （生涯学習課） ・高等学校開放講座 ない。 う。
施設の開放を進め ・スポーツ施設開放 （県教育委員会） ・利用者、利用施設 ・行政による学校への啓発

設 る。 （社会体育課） に偏りがある。 活動を積極的に行う。
児童生徒の体験活動 ・学社融合の視点をふまえ

開 を深めるとともに、 た計画的な学校開放を進
情操を育み、文化・ める。

放 芸術への関心を高め
るため、学校の社会
教育施設の積極的利
用を図る。

＜分析シート２＞
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Ⅳ 年間事業計画（平成18年度学社連携・融合推進事業計画）

(1) 社会教育目標 「未来を拓く文化とふれあいのまち」を基本目標とし、一人ひとりの生涯
学習活動が個性ある地域社会の生活文化を形成する原動力になるという認
識のもと、学習環境の充実に努めよう。

(2) 学社連携・融合推進目標 地域、学校、家庭がそれぞれの教育的役割を果たすために融合し、21世紀
を担う「確かな学力」と「豊かな心」をそなえた、たくましい児童・生徒
の育成に努めよう。

(3) 社会教育行政目標 市民の生きがい創出を支援できる地域の教育環境の整備および充実を図
る。

学社融合をめざして、関係機関の協力と連携を深め、地域住民の積極的な
(4) 学社連携・融合推進行政目標 交流の場として施設の有効活用を図るとともに、児童生徒の学びの場とし

て自発的に参加できる教育環境を整備する。

(5) 学社連携・融合推進年間事業計画表

対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

Ｎ市地域教育推 学社連携・融合推進 ・整備計画の立案 関係部局 年４回 400 教育委員会
進協議会 体制の基盤を整備す ・先進地視察研修 社会教育施設

る。 ・調査・実態分析 代表学校代表
推 ・関係機関との連絡 商工会代表

調整 保護者代表
・実行委員会の構成 30人

進
学社融合シンポ 市民への学社融合の ・講演 市民 年１回 800 教育委員会
ジウム 理解を図る。 ・シンポジウム 500人 文化会館

体 ・事例研究

学校開放推進事 学校開放を推進する ・学校紹介 各種団体学校 随時 0 学校
制 業 ことによって、学校 ・住民参加型授業参 代表 教育委員会

への理解を図る。 観
・学社融合推進コー

ディネーターの設
置

Ｎ市ふれあいフ 学校や社会教育施設 ・市民作品展（幼・ 市民 年１回 5,000 学校
ェステイバル を利用し、スポーツ 小・中・高・養護 教育委員会

活動や文化活動を通 学校および成人） 社会教育施
して地域での交流を ・グランドゴルフ大 設
深める。 会 地域住民

・ソフトボール大会 婦人会
・本とお話し会 商工会
・生涯学習講演会 関係団体
・国際交流

学 ・民俗芸能発表会

習 Ｎっ子通学合宿 生活体験をとおし ・社会教育施設や民 各小学校５・ 年４回 600 社会教育施
て、生きる力を育て 家に宿泊し協力し ６年生 （１週間） 設

機 る。 て生活体験をさせ 40人 地域住民
る。

会
農業体験教室 地域の土地を利用 ・枝豆 小学校３～６ 年２回 800 学校

の し、作物を育て収穫 ・ジャガイモ 年生 （２日間） 地域住民
までを体験する。 ・トウモロコシ 80人

（ ）提 関連教科：理科

供 発進！Ｎ市民芸 Ｎ市の民俗芸能を学 ＜民俗芸能体験＞ Ｎ小６年生 ６月～12月 800 学校
隊 び、伝統文化に誇り ・発進！Ｎ市民芸隊 90人 年７回 教育委員会

と愛着を持たせる。 学習編 市民 社会教育施（ ）
体験編 ５人 設（ ）
合宿編 民間企業（ ）
発表編 NPO団体（ ）

・発信！民芸隊通信 地域ボラン
関連教科：総合 ティア（ ）

保護者
民俗芸能関
係者

＜様式４＞
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対象者・ 実施期間・ 予算
区 分 事 業 名 事 業 の 目 的 事 業 内 容 備 考

定員 回数 (千円)

学 Ｎ市を食べよう 地元の特産物を知 ＜調理実習＞ 中学校１年生 年３回 50 婦人会
習 郷土料理教室 り、それを使った郷 ・枝豆饅頭づくり ～高校３年生 商工会（ ）
機 土料理を学習するこ ・煎餅づくり 240人 学校
会 とで郷土への理解を ・さんがづくりなど

（ ）の 深める。 関連教科：家庭科
提
供

人材バンク登録 学社融合に対する共 ・人材バンク登録者 人材バンク登 年４回 300 学校
者養成講座 通認識を深め円滑に や登録希望者を対 録者や登録希 社会教育施

人 推進していくため 象に、学校支援ボ 望者 設
に、地域指導者の養 ランティアや各教 200人

材 成を図る。 育機関の指導の理
解を深め、講座・

活 ワークショップ視
察などを実施

用
学習ニーズ調査 プログラム開発及び ・学校や地域の学習 幼・小・中・ 随時 120 社会教育施

人材バンク作成のた ニーズを、アンケ 高・大、及び 設
めの資料を得る。 ートで把握 成人の２％

Ｎネット事業 地域の教育資源とし ・社会教育施設・学 市民 年１回 900 学校
て提供できるものを 校・商工会・農協 社会教育施

広 一覧表にし、情報を などの間のオンラ 設
報 公開するシステム作 イン対策
・ り、それぞれの持つ ・学習情報のデータ
広 情報の検索を容易に ベース化と検索シ
聴 する。 ステムの整備
提
供 公民館だより 広報誌による定期的 ・広報誌による定期 市民 年12回 1,800 社会教育施

な事業の情報を提供 的な市民への情報 設
する。 提供
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Ⅴ 学社連携・融合推進学習プログラム（個別事業計画）

(1) 事 業 名 発進！Ｎ市民芸隊

(2) 事業の目的 Ｎ市の民俗芸能を学び、伝統文化に誇りと愛着を持たせる。

(3) 実施主体 学校 教育委員会 社会教育施設

(4) 対象者・定員 Ｎ小学校６年生 90人 市民 45人

(5) 学習期間・学習時間（回数） ６月～12月 学習時間 計５回
１回目 ２時間 ２回目 ４時間
３回目 ２泊３日 ４回目 ２時間
５回目 ２時間

(6) 学習場所 学校、少年自然の家、社会教育施設

(7) 学習目標 学習や地域の民俗芸能体験を通して伝統文化を理解し、郷土愛を高める。

(8) プログラムの展開

回 学 習 テ ー マ 学 習 の 内 容 と 方 法 学習支援者 備 考

地域文化体験 総合的な学習の時間を使って、地域 教職員 学校
の民俗芸能や文化を体験するために、 NPO団体

地域ボランティア事前に学習の準備等を行う。

発進！Ｎ市民芸隊 ○講義：Ｎ市の伝統文化について 民俗芸能関係者 学校
（学習編） 小学生90人、市民45人が講義形式で 教職員 対象者アンケート

受講 公民館職員
種類・バッパカ獅子舞

１ ・つく舞
・つく太鼓
・おはやし

・民俗芸能の種類や歴史を知ってもら
い、地域の伝統文化に興味を持って
もらう。

発進！Ｎ市民芸隊 ○実習：民芸文化体験 民俗芸能関係者 学校
（体験編） ・全体説明 教職員 対象者アンケート

・体験活動（グループ別） 公民館職員
２ ・グループごとの話し合い

・コース希望調査
・それぞれ４つの民俗芸能のうち、ど

れをやりたいかを体験し考えてもら
う。

発進！Ｎ市民芸隊 ○体験：＜合宿（２泊３日）＞ 民俗芸能関係者 少年自然の家
（合宿編） ・それぞれ希望する民俗芸能コースに 教職員 対象者アンケート

分かれ、指導者について練習し交流 公民館職員
３ を図る。 保護者

少年自然の家職員・バッパカ獅子舞コース
地域ボランティア・つく舞コース

・つく太鼓コース （練習手伝い－
・おはやしコース 大学生など）

発進！Ｎ市民芸隊 ○発表： 民俗芸能関係者 学校
（発表編パート１） ・Ｎ小フェスティバルで実演し、学習 教職員

４ した成果を発表し、地域文化の理解 公民館職員
を図る。 保護者

地域ボランティア

発進！Ｎ市民芸隊 ○発表： 民俗芸能関係者 市文化会館
（発表編パート２） ・Ｎ市ふれあいフェスティバルで実演 教職員 対象者・見学者アンケート

５ し、地域の民俗芸能を通して郷土愛 公民館職員
を育てる。 保護者

地域ボランティア

発信！民芸隊通信 ○ 教職員 学校ワークショップ：コース討議、まとめ
・コースごとにこれまでの体験など通 民俗芸能関係者 対象者アンケート

して、Ｎ市の伝統文化を理解し、感
じたことなどを話し合い、感想をま
とめ、広報誌を作成し、市民に配布
する。

＜様式５＞
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